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○ 法人の概要

(1) 現況

① 法人名
大学共同利用機関法人人間文化研究機構
② 所在地
東京都品川区

(診 役員の状況

機構長 石井米雄 (平成16年4月1日～平成20年3月31日)
理事数 4 (2)人 ※ ( )は､非常勤の数で内数
監事数 2 (2)人 ※ ( )は､非常勤の数で内数
④ 大学共同利用機関の構成

国立歴史民俗博物館 (千葉県佐倉市)

国文学研究資料館 (東京都品川区)

国際日本文化研究センター (京都府京都市)

総合地球環境学研究所 (京都府京都市)

国立民族学博物館 (大阪府吹田市)
6) 教職員数

研究教育職員 206人､ 技術職員 ･一般職員 201人

(2) 法人の基本的な目標等

(丑 目標

大学共同利用機関法人 ｢人間文化研究機構｣(以下､｢機構｣という｡)は､

その設置する国立歴史民俗博物館､国文学研究資料館､国際日本文化研究セ

ンター､総合地球環境学研究所及び国立民族学博物館の大学共同利用機関(以

下､｢機関｣という｡)において､人間の文化活動並びに人間と社会及び自然
との関係に関する機関の基盤的研究を進めるとともに､機関の連携 ･協力を

通して人間文化に関する総合的で多様な研究を展開させ､学術文化の進展に
寄与することを目指すものである｡

すなわち､機関がこれまで蓄積してきた膨大な文化資料に基づく研究を

推進し､新たな研究領域の開拓も含めて､人間文化の総合的学術研究の世界
的拠点となることを目標とするものである｡

機構は,機関が全国的な研究交流の拠点として研究者コミュニティに開

かれた運営を確保し,関連する大学 ･研究機関等との連携 ･協力を促進し､

研究者の共同利用を積極的に推進するとともに､国際的な研究連携の下に人

間文化に関する創造的な研究成果を広く発信していくことをもって基本方針
とする｡

機構は､そうした研究活動を促進するとともに各機関の基盤的研究と密接
に関連した大学院教育への連携 ･協力等を推し進め､研究の次代を担う有為
な人材を養成するよう努める｡
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② 特徴

大学共同利用機関は､学術研究の拠点として､大規模な施設設備や膨大な

資料 ･情報などを全国の大学等の多数の研究者の利用に供するとともに,そ

れを通じて効果的な共同研究を実施する研究機関である｡

機構は､平成16年4月に設立された研究組織で､5つの機関によって構
成されている｡自然環境をも視野に入れた人間文化に関する稔合的研究を目

指して5つの研究機関が旧来の学問の枠を超えて連合し､新しいパラダイム
を創出する研究拠点を形成するものである｡この機構は､膨大な文化資源に

基づく実証的研究､人文 ･社会科学の総合化を目指す理論的研究など､時間､

空間の広がりを視野に入れた文化に関わる基礎的研究及び自然科学との連携

も含めた研究領域の開拓に努め､また､機構外の機関 (私学を含む)と協働

による特定重要地域の地域研究等を通じて学際的研究の推進を図り､人間文

化の総合的学術研究の世界的拠点となることを目標としている｡

機構を構成する機関とその研究者はそれぞれの個性を保ちつつも､そこで

培われた共同研究等の成果を結合させ､機構外の研究者にも開かれたシステ

ムを通じて､研究の一層の高次化と機構の創造的発展を図るものである｡

(3)法人の機構図
2-4ページを参照
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人間文化研究機構

睦 体 的 な 状叫1
機構は､人間文化研究の各分野における高度な基盤的研究を各機関におい

て実施し､共同利用を推進するとともに､各機関が連携して進める総合的な

研究を組織し､研究者コミュニティと社会に開かれた大学共同利用機関とし

て､人間文化に関する学術研究を総合的に推進した.

1 機構の姐報 ,運営体制の整備

機構の設置目的に即して､機構長を中心に､役員会､経営協議会､教育研

究評議会を適切に運営するとともに､各機関との連絡 ･調整､機関間の連携

･協力の促進及び機構の一体的運営を図るため､機構長のもとに置く､役員

会メンバーと各機関の長で構成する ｢機構会議｣及び機構本部と各機関を代

表する者で構成する ｢企画連携室会議｣において､機構の運営について協議

した｡

なお､経営協議会については､法人経営をより責任ある体制で行うため､

機関の経営責任者である機関の長を全員構成員とし､教育研究評議会につい

ては､研究者コミュニティ等の意見をより取り入れ易くする体制とするため､

委員構成を変更し外部委員を2名増員するなど､機構の運営体制の充実を図

った 【1】【48】｡

2 人同文化研究の抱合的推進
21世紀における人類の最も重要で緊急の課題である､地球における人類
の存続と､世界における人間の共生にかかる諸問題の解決の鍵は ｢文化｣に

あるとの発想に基づき､人間文化研究の新たな額域の策定に向けて､従来の

枠組みを超えた先端的･国際的な研究を､機構内外の大学 ･研究機関との連

携と協力のもとに展開した.

1)機構を構成する5機関が培ってきた研究基盤と成果を有機的に結び付け,

さらに高次の研究に発展させるため､機構外の研究者にも開かれた ｢連携

研究｣を実施した｡｢日本とユーラシアの交流に関する総合的研究｣に関

する研究テーマのもとに3件､｢文化資源の高度活用｣に関する研究テー
マのもとに8件の研究を本格的に行った 【38】0
2)共同研究の成果などを展示公開できる場を持つ機関の特徴的機能を活用
し､複数機関の共同研究や連携研究の成果を合同で展示する ｢連携展示｣

の効果的な実施体制を検討し､19年度連携展示 ｢幻の博物館の"舵"｣の

準備を行った 【38】｡

また､17年度連携展示 ｢うたのちから｣の一環として開催した､国立

歴史民俗博物館･国文学研究資料館共同フォーラムの記録及びその後の研

究成果をまとめた 『和歌と貴族の世界 うたのちから』を刊行したC

3)機構内外の人間文化に関する研究資源を有効に活用するため,検索シス

テムを主軸とする情報環境の構築を目指して､前年度に着手した ｢人文研

究資源共有化システム｣(ハードウエア･ソフトウエア)についての検討

結果に基づき､3システム (集中型システム､分散型システム､時空間デ

ータ検索 ･解析システム)(仮称)の統合による総合検索システムの仕様

を決定､その基本部分について調達 ･導入した.それとともに､検索を可

能にするメタデータの添付と有効な情報の追加 ･補充を行った｡また､こ

こで用いをメタデータ規則を ｢nihuメタデータ規則｣として公開した 【45】
【49】｡

4)我が国にとって学術的､社会的に重要な意義を有する地域について､関
係大学 ･機関と協力して地域研究を推進するため､機構本部に ｢地域研究

推進委員会｣及び ｢地域研究推進センター｣を設置し,以下のとおり ｢地

域研究推進事業｣を開始した 【42】｡
①地域研究推進委員会が対象地域ごとに策定する ｢地域研究推進事業基本

計画｣に基づき､関係大学 ･機関と協力して研究拠点を共同設置し､ネ

ットワークを構築して,研究を総合的に推進する方式をとることを決定

した｡

② ｢イスラーム地域｣及び ｢現代中国｣を対象地域に選定､まず､｢イス

ラーム地域｣について､早稲田大学 ｢現代イスラーム地域研究センター｣

など5研究拠点を､5大学 ･機関と協力して共同設置し､同センターを
中心にネットワークを構築して研究に着手した｡

③次いで ｢現代中国｣について研究体制の構築を進め､機構の総合地球環

境学研究所を含む6大学 ･機関に研究拠点を設置する方向で､準備を進

めた｡

5)1蔑横長が主宰し､役員､研究者及び有識者で構成する ｢人間文化研究総

合推進検討委員会｣において,｢人間文化｣に関する新たな研究推進の方

向､推進すべき商域､課題及びそのための研究体制の構築などにつ普,塞

礎的調査と検討を行った｡また､より効率的な議論を行うため､検討部会

を設置することとし､その準備を進めた 【40】｡
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6)機構の公開講演会 ･シンポジウムとして､｢人はなぜ花を愛でるのか?｣

(5月 :京都)及び ｢人は､どんな手紙を書いたか一近代日本とコミュニケ

ーションー｣(9月 :東京)を開催した 【29】【60】｡

7)国際連携協力の方策の検討に着手し､欧州の研究振興機関の調査を行う

とともに､英国の芸術 ･人文リサーチ ･カウンシル (AHRC)から､研

究部長と国際担当上級プログラムマネージャーを招へいし､両機構間の研

究協力の協議を行った 【63】｡

3 大学共同利用の推進

各機関が推進する大学共同利用機関の業務としては､1)学術資料 ･情報

の収集とそれを基にした研究と共同利用､2)機構外部の研究者を含む共同

研究､3)国内外の大学 ･研究機関･研究者との研究協力と交流､4)大学

院教育と人材育成の4項目にはぼ集約できる｡以上の課題を共同利用の中心

的な業務として推進してきた｡各項目の取組と共同利用上の意義は以下のと

おりである｡

l)学術資料 .情報の組接的調査 ･研究､収集､整理､提供

各機関においては､多様な研究領域に関する学術資料 ･情報の調査研究を

組織的に実施し､その収集から整理 ･分析､提供に至るまでの活動を系統的

に推進した｡特に､他の大学や研究機関では通常困難である体系的かつ継

続的な研究資料の収集､整理 ･分析､提供について､大きな成果を上げるこ

とができた｡

○貴重な資料 ･情報の収集と研究

･門外不出の 『正倉院文書』の複製.近世の=匠関係資料,中世陶磁器コレ

クションの収集 (国立歴史民俗博物館)【44-7】

･日本で唯一の古典籍の総合目録として､約100万件のデータからなる｢日

本古典籍総合目録｣データベースの公開や,受入資料 (中村真一郎旧蔵江

戸漢詩文コレクション)の解題集の刊行 (国文学研究資料館)

【41-イ】【44-イ】

･西洋社会に強烈な日本像の情報をもたらす契機となった近世初期の 『天正

遣欧使節 ローマ法王接見記』や 『リンスホ-テン学会17世紀オランダ

旅行記集』の収集 (国際日本文化研究センター)【39-ウ】

人間文化研究機
以上のような貴重な資料の収集と研究,成果の発信と提供以外にも､それ

ぞれの研究領域における資料収集と研究を着実に推進し､その蓄積は他の大

学や研究機関にはない大きな成果として､機構全体としての共同利用に資す

る可能性を拡大した｡

2)重要研究課題を対象とする共同研究の推進

人間文化研究機構における共同利用の中核として､各機関の設置目的に沿

った共同研究を実施し､特に､以下のような重要課題に関わる共同研究を推

進した｡

○現代的な課題に関する共同研究

･戦後60年を迎え､戦争に関わる歴史認識の揺らぎと議論の錯綜がみられ

るなかで､近現代史の実証研究に基づく視座の設定が緊急課題となってLい

る｡これに鑑み､戦争をテーマに､近現代日本の20世紀的特質を具体的

に解明した基幹研究 ｢20世紀に関する総合的研究｣とその成果の一つで

ある特別企画 ｢佐倉連隊に見る戦争の時代｣の公開 (国立歴史民俗博物館)

【39-7】

･現代アジアにおける日本文化の歴史的な評価をする上で見落せない ｢日本

の朝鮮 ･台湾支配と植民地官僚｣に関する共同研究 (国際日本文化研究セ

ンター)【43-ウ】

･地球上､あるいは地域ごとに発生する水のアンバランスと配分､地下水の

過不足など､水をめぐる多様な地球環境問題とその解決に向けたプロジェ

クト研究 (総合地球環境学研究所)【39-エ】

･津波､地震などの災害に関する人類学的な総合研究､熱帯医学や国際保健

医療に関連した医療人類学の研究を含む機関研究 ｢日本における応用人類

学の展開のための基礎的研究｣(国立民族学博物館)【39-オ】

○自然科学と人文 ･社会科学研究の連携による共同研究

･放射性炭素同位体による年代測定法を用いる研究対象をこれまでの弥生時

代から中近世の歴史的建造物や文書 .紙賀料などに拡大し､編年研究を深

化 (国立歴史民俗博物館)【39-7】

･仮想水 (バーチャル ･ウォーター)を想定して世界の水収支の実態を明ら

かにした研究や､地球上における水のアンバランスを解決するためには､

長期的な展望にたって､リスクを回避する社会システムを構築することが

不可欠であることを明らかにした研究 (総合地球環境学研究所)【39-エ】
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○展示と連動した共同研究

･最新の研究成果を反映した総合展示の再構築を目指した､展示プロジェク

ト研究の成果に基づく展示工事の開始 (国立歴史民俗博物館)【39-ア】

I｢近世文学の表現技法 (見立て ･やつし)の総合研究｣｢開化期戯作の社会
史研究｣に関する共同研究とその展示 (国文学研究資料館)【41-イ】

･『千一夜物語』の賀料をもとにした共同研究の成果の展示公開に続く出版

(キャサリン･プリッグス民俗学賞優秀賞受賞)(国立民族学博物館)

3)国の内外の大学 ･研究機関.研究者との研究協力 ･交流の促進

機構に属する5機関は､国の内外における大学 ･研究機関･研究者との

研究協力と連携を通じて積極的な研究交流を世界的な視野から促進し､人

間文化研究の指導的な立場を大きく向上させた｡

○国際研究協力事業の推進

･協定機関である韓国国立民俗博物館 ･韓国国立釜山大学校博物館等と国際

研究集会を開催するとともに､新たに韓国国立中央博物館と学術研究交流

協定を締結した (国立歴史民俗博物館)【47】【60-7】【63】.

･フィレンツェ大学など海外研究機関との交流を促進するとともに､国内

外で日本文学関係の国際研究集会を開催し､アーカイブズ学教育の国際

会議を主導的に推進するなどして､国際研究協力を積極的に推進した(国

文学研究資料館)【47】【50】【62-イ】｡

･エジプト,韓国､中国､フランス､イタリアにおいて国際シンポジウムを

開催した｡特にカイロ大学文学部と共催して､日本研究の基盤を整備した

(国際日本文化研究センター)【39-ウ】【47】｡

･｢水と人間生活｣に関する第1回国際シンポジウムを開催するとともに､

フランスのLaFondationhfaisondesSciencesdel'Homne､パンジャ

ブ大学､ザンビア農業協力省農業研究所との研究協力協定を締結し､国

際共同研究を推進した (総合地球環境学研究所)【39-エ】【47日60-1】o

･独立行政法人国際協力機構からの委託事業として､｢博物館学集中コー

ス｣を企画 ･運営し､9カ国 (ボツワナ､中華人民共和国,コロンビア,

人間文化研究機

エリトリア､イラン､ペルー､タイ､トルコ､ザンビア)から10名を外

国人受託研修員として受け入れ､途上国の文化の振興に積極的に責献でき

る人材の育成を通じて国際貢献を果たしている (国立民族学博物館)

【6トウ】｡

○研究交流の促進

･海外より招へいした18名の外国人研究員に対する国際研究協力を実施

し､日本研究を精力的に展開した｡また､海外における日本研究機関･研

究者との研究交流を促進するため､海外研究交流室にプロジェクト研究員

を配置した (国際日本文化研究センター)【12】【42-ウ】【51】｡
･ペルーの国立サン･マルコス大学との協定に基づき､考古学調査と学術交

流を推進している (国立民族学博物館)【62-オ】.

･機構外の東京外国語大学アジア･アフリカ言語文化研究所との共同による

企画展 ｢墓滑資料展｣を開催し､共同研究の成果発信の新しいモデルを提

起した (国立民族学博物館)【41寸】｡

4)大学院教育等人材養成への協力
総合研究大学院大学の基盤機関となる各機関では､国際日本研究､日本文

学研究､日本歴史研究､地域文化学､比較文化学の研究領域を専攻する研究

者と研究資源を活用して同大学院への協力を実施している｡同時に全国の大

学から特別共同利用研究員を受け入れ 研究指導を実施しているOまた､各

種の共同研究､国際研究集会､競争的資金による研究へ若手研究者や大学院

生を参画させ､研究者養成のプログラムを積極的に実施している 【55-ア】

【56】｡

注目すべき人材養成の成果は､総合研究大学院大学比較文化学専攻 (国立

民族学博物館に設置)の院生が制作した民族誌映画がエストニアのパルヌ国

際ドキュメンタリー人類学映画祭でドキュメンタリー最優秀賞を受賞した点

である｡これは同専攻における研究指導と同機閑の保有する研究機材などを

利活用したところが大きい 【56-ウ】｡
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4 社会連携

各機関における研究の成果やその内容を､公開講演会､展示､出版物､新

聞､ホームページ等の多様な媒体を通じて広く発信して研究の社会還元を図

る試みを推進した｡

日 展示による社会連携

･近世期の鉄砲伝来について､その時期や経緯に関する研究の新知見を展示

により公開し､大きな社会的インパクトを与えた.さらに､第二次大戦の

戦争の記憶を佐倉連隊に焦点をあてた研究成果を展示として公開した (国

立歴史民俗博物館)【41-ア】｡

･視覚障害者にも理解できるよう触覚を媒介とした新しい企画展示 ｢さわる

文字,さわる世界一触文化が創りだすユニバーサル･ミュージアム｣を開

催した (国立民族学博物館)【41-オ】｡

2)公開講演会 ･シンポジウムの開催

･機構の公開講演会 ･シンポジウム第4回 ｢人はなぜ花を愛でるのか?｣､

第5回｢人は､どんな手紙を書いたか一近代日本とコミュニケーションー｣

を開催し､前者の講演をもとに 『人はなぜ花を愛でるのか』(八坂書房)

を出版した 【29】【60】O

･フォーラムを7回､講演会を12回開催するとともに､博物館 ･資料館職

員を対象とする歴史民俗資料館等専門職員研修等を行った (国立歴史民俗

博物館)【60-7】【61-7】｡

･全国の図書館 ･文書館等の専門職員を対象とする日本古典籍 ･アーカイブ

ズ学の講習会を開催した (Eg文学研究資料館)【6トイ】O

･｢学術講演会｣等を4回開催した (国際日本文化研究センター)【60-ウ】｡

･｢森はだれのものか?｣をテーマとする ｢地球研フォーラム｣の成果を 『森

はだれのものか?』(昭和堂)として出版した (総合地球環境学研究所)

【29-エ】【60-エ】｡

5 業務運営体制の整備
人間文化研究機

l)研究組積の見直し

Bl立歴史民俗博物館において､法人化後の研究の方向性及び諸事業の将

来計画等について､｢将来計画検討会議報告書｣を取りまとめた 【6】【9】

【42-7】｡

国立民族学博物館においては､若手教員からなる研究体制検討ワーキン

ググループにおいて､博物館活動を含めた共同研究､外部との連携のあり

方などの検討を行い､｢研究体制検討ワーキング答申書｣として館長に提

出した 【9】｡

2)人事の適正化

･改正学校教育法の19年4月施行に伴う機構の研究教育職員組織の整備

にあたって､機構としての基本方針を策定した｡また､各機関はこの方

針に基づき準備を進めたO

･企画連携室のもとに設置している ｢人事問題ワーキンググループ｣におい

て､研究教育職員の任期制､勤務評定等について検討を行った｡また､事

務連絡協議会のもとに設置している ｢人事部会｣において､事務､技術職

員の勤務評定､非常勤職員の諸問題 (休暇､任期)等について検討を行っ

た｡これらの検討結果について､関係会議において審議を行い､｢研究教

育職員の特例に関する規程｣､｢研究教育職員の任期に関する規程｣､｢事務

職員等勤務評定実施規程｣等を整備した｡なお､19年4月以降に採用さ

れる助教にはすべて任期を付すこととした 【10】【12】【15】｡

･事務組織､職員配置の見直し等を行い､職員の適正配置に努めた 【11】｡

･人件費の削減については､シミュレーションを行いその削減に努めた｡ま

た､機構会議､企画連携童会議､事務連絡協議会等において､特に管理職

に対して意識啓発を行った 【16】｡

3)事務等の効率化､合理化

･事務組織､事務内容の見直し等を行い､事務の簡素化､効率化に努めた｡

･総合地球環境学研究所では､事務の簡素化､効率化のため研究者の旅費､

諸謝金及び調達に関する業務を窓口一本で行う､いわゆるワンストップ業

務を行うための研究支援童を研究協力課に設置した 【11】【17】｡
･グループウェアの活用による事務情報化の推進､会議運営ルールの見直し

等を実施し､事務の合理化､効率化に努めた 【18】｡
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6 資源配分

機構長裁量経費については､18年度から､年度当初に財源を確保し予算

化することにより､機構長裁量経費としての位置付けを明確にするとともに､

より戦略的 .重点的な資源配分を可能とする仕組みに改め､配分を行った｡

また､各機関における所長 ･館長裁量経費については､所長 ･館長のリー

ダーシップにより､研究計画 ･事業計画等の重要性､緊急性を勘案して資坂

配分を行った 【7】｡

7 財務内容の改善

1)外部半金

外部資金の獲得については､各機関とも積極的に情報収集に努め､募集

状況などをホームページへ掲載するなどにより職員への周知に努めた｡科

学研究費補助金については､申請､使用方法等について説明会を開催し､

職員の啓発を図った 【20】【21】｡

2)経#抑制

経費抑制については､昨年度に引き続き,事務連絡協議会経費抑制特別

部会において､経費抑制のための取組状況について､フォローアップ調査

を実施するなど､積極的に取組んだ 【22】【23】｡

8 自己点検 ･評価及び情報公開

1)機構及び各機関において,外部の有識者を含む評価委員会等による､国

立大学法人評価委員会の17年度に係る業務実績の評価結果を参照して､

自己点検 ･評価を実施した 【27-2】C

2)機構の役員会､評価委員会､企画連携室において､国立大学法人評価香

員会の17年度に係る業務実績に関する評価結果の対応策について検討し

た 【27-1】｡

3)情報公開の推進 【28】【29】【52】

･機構及び各機関においてホームページ等の内容の充実等に努めた｡

･機構の広報体制を充実するため､企画連携室に広報 ･社会連携委員会を設

置 (18年7月)し,広報誌､機構ホームページ､公開講演会 ･シンポジ

ウム等についてそのあり方等を含め検討した｡

人間文化研究機
･機構ホームページにおいて､国立大学法人評価委員会の17年度に係る業

務実嶺に関する評価結果､及び財務諸表を公表した｡

･機構及び一部機関のホームページのリニューアルを行った.

･機構の広報活動を円滑に行うため､理事2名､外部有識者3名からなる｢広

報に関する有識者会議｣を設置 (18年12月)し､広報誌のあり方等に

関する提言を取りまとめ､各機関への周知徹底を図った｡

9 施設亜傭

1)国文学研究資料館の立川移転工事について､全体計画に従って､18年

度は総合研究棟Ⅰ期及びⅡ期の継続工事を計画どおり実施した｡

2)17年度に策定した ｢施設マネジメントに関する指針｣について､18

年度当初から企画連携室会議や事務連絡協議会のもとに設置する施設部会

(施設の実務担当者で構成)等において周知徹底を図った｡特に､施設部

会では施設マネジメントに係る各機関の取組状況について積極的に情報交

換を行うとともに､具体的に実現していくためのアクションプログラムの

検討を行うなど､指針策定後のフォローアップに努めた｡

なお､同指針に基づく､施設の質の向上､施設の有効活用､費用の節減

等の観点から､機構及び各機関において次のような取組を行った 【30】｡

○施設の質の向上 (クオリティーマネジメント)

･一部研究者宿泊施設において､ガス温水式床暖房システムを設置した｡

･｢管理及び利用に関する規則｣を策定し､計画的な維持管理ができる一連の

手続きを整えるとともに､日常点検による､予防的な施設の点検 ･保守 ･

修繕等 (プリメンテナンス)を実施した 【33】｡

○施設の有効活用 (スペースマネジメント)

･既設施設から新たに共同利用スペースを会議室として確保 ･登録し使用を

開始した｡

･施設利用状況調査を実施し､その結果に基づく用途変更により,共同研究

室､外来研究員室等を確保した 【31】｡

･不要物品を計画的に廃棄処分することにより無駄なスペースを削減し有効

利用を図った 【32】｡
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人間文化研究機

○施設における費用の節減等 (コストマネジメント)

･立川総合研究棟建築において､建設残土の利用計画を行い処分費削減を図

った｡

･照明､空調等の器具 ･設備を省エネ機種に切り替えるなど省エネ対策に努

めた｡

･pFI事業者と連携を図り､予防保全の観点から定期点検を実施し､大規

模改修が必要とならないよう施設の機能維持に努めているO

･エレベータ設備の維持管理業務契約を複数年化することにより､計画的な

品質管理を図りつつ､管理運営コストの節減を図った 【33】｡

3)国文学研究資料錆,国立民族学博物館において､アスベスト除去処理を

実施した 【31】【33】｡

10 安全管理

1)機構本部及び各機関において､安全衛生に関するセミナー､講習会､研

修会等を開催し､安全衛生対策の推進に努めた 【34】【35】.

2)国立大学法人評価委員会の17年度業務実績に関する評価結果の指摘に

おいて機構の危機管理体制の確立を求められたことへの対応として､｢人

間文化研究機構における危機管理体制の整備について｣を策定した｡この

中で､機構において危機管理の対象となる事象を整理するとともに､危機

管理者,危機管理責任者等を定め,機構本部と各機関間の情報の伝達経路

等を明確にするなど､危機管理体制の整備を行った｡

また､各機関においても､危機管理に関する規程等の整備状況の確認を

行い､未整備のものについてその整備に努めた 【27-1】【36】｡
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人間文化研究機構

l 業務運営 .財務内容等の状況
(1) 業務運営の改善及び効率化

中期目標 (∋機構長及び各機関の長が適切なリーダーシップを発揮できる体制を整備する○
②機構長及び各機関の長の権限と役割を明確にし､円滑な研究 .事業の遂行等による効果的.効率的な業務運営を図るO

中期計画 年度計画 進捗状況 判断理由 (計画の実施状況等) ウエイト

【1】(9役員会においては､ 【1】(∋役員会は､機構の重要事項につ Ⅲ ○ 役員会を原則月2回及び臨時役員会を随時開催し､中期目標 .中期計画一.年度計画,概
経営協議会及び教 いて審議する○機構長の下にお 算要求､各種規程､各種連携事業､事務体制等の重要事項について､軽営協議会､教育

育研究評議会の審 かれる各機関の長等を含む機構 研究評議会等の審議結果を踏まえ､機構としての最終決定を行ったO

議を踏まえながら､ 会議において､各機関間の調整 ○ 18年度から､法人経営をより責任ある体制で行うため､′経営協議会の委員構成を変更
中期目標 .中期計 及び協議を行うo し､機関の経営責任者である機関の長を全員参画させた○

画 .年度計画､予 同会議は､年3回開催し,年度計画､予算編成及び予算配分方針並びに決算､給与改定

寡 .決算,人事､ 等の経営に関する事項について審議を行った○なお､同一の監査法人が複数年にわたつ

重要な組織の設置 て監査を実施する場合､馴れ合い等も懸念されるので､担当者を変更してもらうなどの

･改廃等の重要事 検討が必要であるとの会議意見も踏まえ､19年度会計監査人候補者の選定にあたって

項について審議を は､改めて企画公募による選定手続きを行った○

行う○また,機構 ○ 18年度から､研究者コミュニティ等の意見を取り入れ易くする体制とするため､教育

長の下に各機関の 研究評議会の評議員構成を変更し､機構内評議員枠2名を外部評議員枠に振り替え､評

長等を含む機構会 議員を20名中7名を外部評議員とした○同会議は,年3回開催し､中期目標 .中期計

議を置き,各機関 画 .年度計画､各種規程､概算要求､共同利用等の重要事項で研究 (教育)に関するも

間の調整及び協議 一 のを中心に審議を行った.

を行うo ○ 機構会議を原則月1回開催し､主に中期目標 .中期計画 .年度計画､概算要求､機構公

開講演会 .シンポジウム,事務局体制の整備､広報､各種規程等､各機関に共通する事

項や個別の事項について検討及び協議し､機関間の調整を行った○

【2】②理事は､企画 .逮 【2】(診理事は､組織の効果的 .機動的 ⅠⅡ○ 常勤理事2名､非常勤理事2名の体制とし､効率的運営を行うため理事間において財務
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究.交流ー評価等､機構運営上の重要機能について機構長を補佐し､組織-の効果的.機動的な運営を行うO 究を含む共同利用,評価 .企画､研究情報の整備充実.広報等重要事項について機構長を補佐する. 評価 .地域研究､広報 .社会連携の業務分担を行い､機構長を補佐した｡

【3】③機構本部に事務局 【3】(診機構本部の機能の充実を図り, Ⅲ○ 18年4月機構本部に地域研究推進センターを設置したことに伴う､地域研究推進事業
を置く○ 研究支援室を設置する の支援業務及び連携研究､研究資源共有化事業の支援業務等を適切に行うため､事務局

総務課の研究協力係を改編し､同課内に研究支援室を設置して本部の研究支援業務 (檎

舵)のより一層の充実を図った○

【4】④機構に各機関を代 【4】④機構本部及び各機関を代表する Ⅳ ○ 企画連携室会議を原則月2回開催し､機構内外の研究機関との連携研究及び共同利用の
表する者が参画す 者が構成する企画連携室を通じ 推進方策に関する検討､中期目標 .中期計画､年度計画の原案の作成､研究情報の集積

る企画連携室を設 て各機関間の研究連携等を一層 ･広報活動の推進､その他研究に関連する事項についての企画 .立案及びこれらに閑す

置し､各機関間の 促進する. る調整 .協議を行った○

研究連携等調整及 (連携研究)

び協議を行う○ ○ 企画連携室のもとに設置する連携研究委員会を4回開催し,｢日本とユーラシアの交流

に関する総合的研究｣及び ｢文化資源の高度活用｣の皇研究テーマ11課題を採択し､

併せて研究を一層充実させるための方策､成果公表の方法等について検討を行った○

(研究資源共有化推進事業)

○ 企画連携童のもとに設置する研究資源共有化検討委員会を6回開催し､各機関が保有す

~る研究資漁の共有化を促進するため､17年度に実施した実証実験の結果を踏まえ､必

要なシステムの構築 .運用のための検討を行い､集中型システム (仮称)､分散型シス

テム (仮称)､時空間データ検索 .解析システム (仮称)の3つのシステムの開発を行

つた○

【5】⑤各機関には､外部 【5､】G)各機関に置かれる運営会議にお Ⅳ 各機関において､運営会議における研究者コミュニティ等の意見を機関運営に反映させた.

有識者が参加する運営会議を設置し､各機関の研究連携 ける研究者コミュニティ等の意見を機関運営に反映させるように努めるo 各機関の状況は以下のとおりo[国立歴史民俗博物館]

等を促進するため ○ 運営会議の専門委員会として､館外の有識者を加えた ｢共同研究委員会｣｢資料収集妻
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人間文化研究機構
に反映させ機関の [国文学研究資料館]

運営に資する○ ○ 運営会議での意見を反映し､原本の収集の拡充及び国書貸出限度冊数の拡大を図った○

[国際日本文化研究センター]

○ 18年度より､運営会議の外部委員について､研究及び専門分野､所属機閑等を考慮し､
幅広い商域から任命したOこれにより､外部委員の意見を､研究教育職員の人事､共同

研究等研究活動及び研究協力活動等に反映させることができた○

[総合地球環境学研究所]

○ 所内の連絡調整会での審議及び研究プロジェクト評価委員会での評価をもとに､運営会

議で予備研究 (FS)3件を本研究 (FR)に移行させるかどうかについて審議をした○
○ 所長選考手続きについて,運営会議委員の意見をより反映できるよう､運営会議委員は､

所長候補者となるべき被推薦者を所長候補者選考委員会委員長あてに推薦することがで

きることとした○また､定足数や票決数について2/3以上を要する旨の申合せを作成

した.

[国立民族学博物館]

○ .人事委員会では､任期付き職員制度の透明性を高めるため ｢研究教育職員の再任に閑す

る申合せ｣を制定した○

○ 運営会議のもとに置かれた人事委員会､共同利用委員会等の委貞会にそれぞれ外部委員

を配置し､研究者コミュニティの意見を取り入れた館運営に努めた○

○ 運営会議では､館長選考の実施にあたり､研究者コミュニティの意見を反映できる手続

きを整えた○

人事委員会では､客員教員の推薦の基準や選考の方針等について,運営会議委員を含む

研究者コミュニティに開かれた推薦公募の実現を図った○

○ 運営会議等において､教員組織の活性化を図る観点から､助教に原則任期を設けること

など任期制の範噂についてその結果を踏まえ､｢研究教育職員の再任に関する申合せ｣

を策定した○

【6】 【6】 Ⅲ 各機関の効果的効率的運営を図る観点から､各機関の長が組織する各種会議等の整備を行(昏各機関の長が組織 ⑥各機関の長が組織する会議等の つた○

する会議等の機能､権限を明確にし､効果的.効率的な 機能,権限を明確にし､適切な運営を図る○ 各機関の状況は次のとおり.[国立歴史民俗博物館]

運営を図るo ○ 総務会議において､館内の意思を決定するとともに､調整会議や研究部会議などを中心

に機能的な運営に努めたo
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ついての ｢国立歴史民俗博物館将来計画検討会議報告書｣をまとめた○

[国文学研究資料館]

○ 各種会議 .委員会の構成を見直し､2つの委員会を統廃合し､効果的 .効率的な運用を因

_つた○

○ 立川移転に向けてワーキング.グループを組織し､式典や企画展示に備えたo

○ 各種会議 .委員会の議長 .委員長で意見交換会を実施し､適切な運営を図った○

〇 人的､物的危機に速やかに対応するため､危機管理委員会を設置した.

[国際El本文化研究センター]

〇 人的､物的危機に速やかに対応するため､所長が組織する危機管理委員会を置いたo

[総合地球環境学研究所]

○ 研究施設における実験室の運営を司る実験施設運営室を設置した○

○ 研究倫理､研究活動上の不正行為等の防止等を総合的に検討するワーキング.グループ

を立ち上げ､~関連委員会 (組み換えDNA実験安全委員会､疫学研究等に関する研究倫

理委員会､研究活動上の不正行為防止~.対応委員会)の設置を実現した○

○ ハラスメント問題の発生防止及び発生時の対応を行うため､ハラスメント防止委員会を

設置した○

○ 施設の維持管理､施設整備､防災管理等について審議するため､既設委員会を見直し､

施設 .防災委員会を新たに設置した○

○ 情報システム委員会において､情報セキュリティについて検討し､情報セキュリティボ

リシーを策定するなど情報管理に努めた○

[国立民族学博物館]

○ 部長会議において業務運営の進行状況を確認し､重要事項を速やかに審議し決定してい

くことで､館長がトップマネジメントを発揮できる運営体制の強化を図った○

○ 昨年度の評価結果を踏まえ､危機管理体制の強化のため､防災対策委員会及び環境保全

委員会を廃止し､総合的な危機管理を行う危機管理委員会を設置した.

同委員会事前対策部会において､危機管理の一つとして､｢国立民族学博物館教職員の

外国出張時における安全管理と人的ならびに物的損害の補償に関する指針｣を制定した○

【7】⑦各機関への基盤的 【7】(》各機関への基盤的経費は､各機 Ⅳ ○ 各機関への予算配分にあたつては,役員会の議を経て決定された予算編成の基本方針及
経費は､各機関の 閑の活動に基づく資源配分を原 び予算配分方針に基づき､資源配分を行ったo
活動に基づく資源- 則として行い､これに加えて企 ○ ｢人間文化研究の総合推進事業｣等の機構全体に関わる事業実施に必要な経費について
配分を原則として 画連携室の活動など機構全体に は､企画連携童等における審議結果を踏まえ資源配分を行った○

行い､これに加え 関わる事項に対して配分を行 ○ 機構長裁量経費については､年度当初に財源を確保し予算化することにより､戦略的運

て企画連携童の括 う○また､機構長及び機関の長 営経費としての位置付けを明確化するとともに,より戦略性 .重要性 .緊急性を勘案し
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動など機構全体に のリーダーシップが発揮できる た資源配分を可能とする仕組みとしたC

関わる事項に対し よう戦略的運営を図るため､裁 ○ また､各機関における裁量経費についても､所長.館長のリーダーシップにより､研究

て配分を行う○ 量経費を措置する○ 計画 .事業計画等の戦略性 .重要催 .緊急性を勘案して資源配分を行った.

また､機構長及び ○ 予算委員会､運営会議等において前年度の執行結果､年度途中の事業進捗状況及び予算

機関の長のリーダ 執行状況等の調査､ヒアリング等を実施し､予算配分の修正を行った (国立歴史民俗博

-シップが発揮できるよう 戦略的運営を図るため､裁量経費を措置する○ 物館､国文学研究資料館､国立民族学博物館)○

【8】(昏機構運営に財務会 【8】(参社会保険労務士､弁護士及び税 Ⅲ ○ みすずコンサルティング㈱ (現みらいコンサルティング㈱)と人事労務に関する相談業
計や人事労務の外 理士と契約を締結するなど､必 務顧問契約を締結し､就業規則等の改定､労使協定書の作成,社会保険関係の書類作成

部専門家を必要に 要に応じ機構運営に人事労務や ･届出等に関して助言を得た○

応じ活用する○ 財務会計の外部専門家を活用す ○ (槻東京中央アカウティング.ファームの税理士との間に消費税に関する監査業務契約を

る○ 締結し､業務上の取引において発生する諸問題､申告書の作成等に関して指導 .助言を

受ける羊とにより､消費税に関する業務に活用したo
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l 業務運営 .財務内容等の状況
(1) 業務運営の改善及び効率化

中期計画 年度計画 進捗状況 判断理由 (計画の実施状況等) ウエイト

【9】研究実施体制の整備に関する目標を達成するための見地から､ 【9】研究実施体制の整備に関する目標を達成するための見地から､所要の措置を実施するC Ⅲ 各機関において､次のとおり研究実施体制の見直し､整備を行った○[国立歴史民俗博物館]

所要の措置を実施す ○ 将来計画検討会議報告書により､博物館という形態の大学共同利用機関として必要とさ

る○ れる組織の再構築を検討した.

[国文学研究資料館]

○ 昨年度策定した教員配置の見直し案に基づき､教員の配置を変更した○

○ 外部資金及び国際交流担当部署の充実を図るため､研究支援室を19年4月に設置する

ことを計画した○

[国際日本文化研究センター]

○ 従来からの5つの研究域 (動態研究 .構造研究 .文化比較 .文jt:関係 .文化情報)に基

づく研究体制を基本とし,海外の日本研究機関及び日本研究者と連携 .交流を強化する

ため海外研究交流室に新たにプロジェクト研究員を配置した.

また,海外研究交流顧問を置き､研究協力に対する指導 .助言を得るとともに､外部評

価を得た○

[総合地球環境学研究所]

○ プロジェクト研究を推進し､地球環境学に関わる独創的かつ学際的な総合研究を推進し､

横断的な連携等を図るため研究プロジェクト発表会を12月に3日間にわたり実施､全
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[国立民族学博物館]

○ ｢外部評価委員会｣を2回開催し､研究実施体制や評価結果に対する対応等について検

討を行ったo

18年度の運営テーマの一つとして ｢研究体制｣を取り上げ､館長直轄の若手教員から

なる研究体制検討ワーキンググループを立ち上げ､博物館活動を含めた共同研究,外部

との連携のあり方などの検討を行い､答申を館長に提出した○

←HT→
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l 業務運営 .財務内容等の状況
(1) 業務運営の改善及び効率化

中 中期目標を達成するため､職員の計画的な配置及び人事交流の積極的な実施により､適切な人事管理を図るo

期日標 ｢行政改革の重要方針｣(17年12月24日閣議決定)において示された総人件費改革の実行計画を踏まえ､人件費削減の取組を行う○

中期計画 年度計画 進捗状況 判断理由 (計画の実施状況等) ウエイ ト

L⊥U｣(∋人事管理システム LIU｣①各機関の特性を踏まえつつ､引 Ⅲ ○ 機構における人事に関する諸問題の整理とその対応について討議し､具体案を作成する
の整備を図るとと き続き人事管理システムを検討 ため､企画連携室のもとに設置されている ｢人事問題ワーキンググループ｣の構成員に

もに､各機関の特 するC ついて､理事を1名から2名に､幹部研究教育職員を1名から4名 (うち2名は企画連

性に応じたシステ 携室員)に､事務連絡協議会構成員を1名に見直し､検討体制の充実を図った.同ワ-

ムの構築を図るO キンググループは18年4月以降積極的に開催 (計8回)し､学校教育法の一部改正に

伴う研究教育職員組織の見直し､任期制､及び大学院担当における本給の調整額支給制

度について検討を行い､これらの検討結果について､関係会議の議を経て､研究教育職

員の特例に関する規程､研究教育職員の任期に関する規程等を整備した○研究教育職員

の勤務評定実施規程については､19年度に成案を得るベく規程原案を作成した○
○ ｢事務連絡協議会｣のもとに設置されている人事部会の構成員について､従前の課長 .
係長クラスから管理部長1名､総務課長4名､総務課課長補佐2名に見直し､検討体制

の充実を図った○同部会は18年4月以降積極的に開催 (計11回)し､事務職員 .技

術職員の勤務評定､及び非常勤職員の諸問題 (休暇､任期)について検討を行い,これ

らの検討結果について､関係会議の議を経て､事務 .技術職員の勤務評定実施規程､契

約職貞就業規則及びパートタイム職員就業規則を整備した019年度においても､引き

続き非常勤職員の諸問題について検討を行うこととした｡

【11】②各機関における研 【11】(診各機関における職員の配置は､ Ⅲ ○ 各機関においても業務内容 .事務体制等の見直しを行い,各機関の裁量により以下の職

究者及び事務系職員の配置は機関の長の裁量に委ねる○ 当該機閑の長の裁量に委ねる.業務の適正な執行を図る観点から､引き続き運営体制､職務 . ' 員の再配置を行った○[国立歴史民俗博物館]

各機関においては､業務の適正な執行を図る観点から, 責任分担及び役割分担の見直しを行い､職員の適正配置に努める○ ○ 運営体制､職務 .責任分担及び役割分担の見直しを行った.
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責任分担及び役割 し､業務運営のさらなる改善を図った○

分担の見直しを行い､職員の適正配置に努める. ○ 館長補佐を新たに置き､館運営のさらなる改善を図った○[国際日本文化研究センター]
○ 評価並びに広報に関する事務の効率的運営を図るため､総務課の改組に向け検討を行つ

た○

[総合地球研環境学研究所]

○ 管理 .運営を円滑に行うため､副所長を新たに置くことの検討を行った○

○ 自己点検 .評価､中期目標 .中期計画関係を専門に処理する企画室を総務課に設置する

とともに､研究者の旅行､諸謝金及び物品調達関係業務を窓口一本で行う研究支援室を

研究協力課に設置し､運営体制､職務責任分担の見直しを行った○

[国立民族学博物館]

○ 財務課に施設マネジメント体制の強化を図るために施設主査を配置した○
○ 財務課における業務の分担､責任体制を見直し､総務係,予算 .決算係を財務管理係と
して1係に集約した.(5係-4係)

○ 事務組織体制検討ワーキンググループにおいて事務組織体制の見直しを行い､19年度

から総務課に評価係を新たに設置し､中期目標､中期計画及び年度計画の策定並びに実

績報告書､さらには国立大学法人評価委員会による評価への対応等を行うこととしたo

財務課の職員配置変更に伴い､会計業務規則における経理責任者の決裁権限の委譲及び

契約責任者の事務の一部委任等の改正を行い業務の適正な執行が可能となった○

【12】③研究者の任期制に 【12】③研究者の任期制については､若 Ⅳ ○ 研究者の任期制については,学校教育法改正に伴う研究教育職員組織の見直しを含め､
ついては､現行の 手研究者を中心に拡大 .定着喜 役員会､機構会議､企画連携室､人事問題ワーキンググループ,各機関において検討を

適用範囲等の拡充 図る○また､外部資金等による 重ね､研究教育職員の任期に関する規程を整備した勺なお､19年4月以降新たに採用

を検討する○また､公募制や研究者の外部資金による若 若手研究者の採用を通して､機動的で柔軟な研究者の配置を図る○ される助教にはすべて任期を付すこととした○[国立歴史民俗博物館]

手研究者の任期 付き採用を通して機動的で柔軟な教員 ○ 外部資金 (科学研究費補助金)による研究支援者を新規に1名採用した○[国文学研究資料館]

の配置を図る○ ○ 19年度からの任期制助教の任用について検討を重ねた○

[国際日本文化研究センター]
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○ 海外研究交流室のプロジェクト事業にプロジェクト研究員を2名採用した○
○ 1年任期で､かつ通算3年任期の機関研究員及びリサーチアシスタントを研究プロジエ
クトに6名配置するとともに､科学研究費補助金による研究支援者10名を採用したC

[総合地球環境学研究所]

○ 地球研はプロジェクト方式をとフており,分野横断的な総合的研究を展開するにあたつ

ては､助手に関しても研究重視型の研究教育職員であることを踏まえ､19年4月1日

付けで助手全員を助教へ配置換することを運営会議にて決定したO

○ 地球研においては,分野横断的な総合的研究を展開するにあたり流動性の高い教員人事

を行うため､原則すべての教員に6年の任期制を導入しているが､任期制のあり方等柔

軟な教員の配置についてどのような人事制度とすべきかも踏まえ､今後の研究所のあり

方について､検討を開始した○また､外部資金によるプロジェクト上級研究員1名､プ

ロジエクト研究推進支援員を2名採用した○

[国立民族学博物館]

○ 任期制により,教授1名を採用した○また､助手4名の任期満了者について再任に関す
る審査を行った○

3年任期の機関研究員を5名､研究プロジェクトに配置したi

【13】④事務職員 .技術職 【13】④事務職員 .技術職員の採用は､ Ⅲ ○ 18年度国立大学法人等職員採用試験合格者から2名採用した○(9月､11月)

員の採用は､競争試験又は選考によることとし､競争言式験は国立大学法人等と共同した資格試験により実施する○ 競争試験又は選考によることとし､競争試験は国立大学法人等採用統一試験により実施するC (国立民族学博物館 2名)

【14】 【14】 Ⅲ ○ 機構本部事務局及び各機関が所在する近隣の大学等と積極的な人事交流 (33名)を行

⑤事務職貞について､大学等との人事交流を積極的に推進 (9事務職員 .技術職員について､大学等との人事交流を推進し､人事の活性化を図る○ つた○(交流相手の機関)

する○ 東京大学､筑波大学､京都工芸繊維大学､東京学芸大学､東京工業大学､東京医科歯科

大学 (新規)､京都大学､大阪大学､千葉大学､千葉県等

【15】 【15】 Ⅲ ○ ｢事務連絡協議会｣のもとに設置される人事部会において､事務 .技術職員の勤務評定⑥事務職員 .技術職 (参事務職員等の勤務評定実施の のあり方等について積極的に検討 (計6回開催)を行い､この検討結果について､関係
員について､適切 ための要項等を整備するとと 会議の議を経て､事務 .技術職員の勤務評定実施規程を10月に整備し､11月1日付
な勤務評価制度を もに職員研修の充実に努め､ けで勤務評定を実施した○
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効果的な研修を実 め､事務職員等の資質の向上 員の勤務評定のあり方等について積極的に検討 (ワーキンググループ開催8回中､5回
施するo を図る. 審議)を行い､19年度に成案を得るぺく規程原案を作成した○

○ 法人化以降18年4月までの間に採用された事務職員12名を対象として新規採用職員
研修を実施した○

○ 情報 .システム研究機構及び自然科学研究機構と合同で救命講習会,メンタルヘルスセ

ミナ-を実施した.

○ 情報 .システム研究機構及び自然科学研究機構と合同で個人情報保護研修を実施した.

○ 各機関において実施した研修等に当該機閑職貞を参加させた○

【16】 【16】 Ⅲ ○ 機構本部事務局及び各機関においては､人件費シミュレーションを行った○また､超過⑦総人件費改革の実 (丑総人件費改革の実行計画を踏ま 勤務手当の抑制､欠員不補充等により､人件費削減に努めたo
行計画を踏まえ､ え､18年度においては概ね1 なお､総人件費の基準となる17年度人件費相当額 (3,728,893千円)に対応
21年度までに概 %の人件費の削減を図る○ する18年度人件費支出実績嶺は､3,485,727千円となり､243,166千
＼ね4%の人件費の 円の減となったo

削減を図る. ○ 人件費削減に資するため､コスト意識を持った適切な勤務時間管理の徹底､業務の見直

L等超過勤務縮減のための環境整備や業務改善について､機構会議､企画連携室会議､

事務連絡協議会等において､特に管理職に対して意識啓発を行ったウ
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l 業務運営 .財務内容等の状況
(1) 業務運営の改善及び効率化

中期目標 機能的な事務組織を設け､事務の集約化 .効率化 .合理化を図るC

中期計画 年度計画 - 進捗状況 判断理由 (計画の実施状況等) 01イト

【17】①機構本部に事務局 【17】(》機構本部及び各機関において､ Ⅲ ○ 機構本部事務局総務課内に研究支援童を設置し､研究支援業務に係る事務体制の充実を
を､各機関には管 役害い 機能を踏まえた効率的 図ったO

理部を設け､効率 な事務体制を構築するよう努 ○ 事務局総務課において､広報及び情報セキュリティに関する事務分担を見直し､事務の

的事務体制を構築し事務の集約化 .効率化 .簡素化を めるとともに､事務の簡素化･効率化を図る○ 効率化を図った○[国文学研究資料館]

図る.また､共通 ○ 研究協力業務の増加､国際交流業務の拡大､大学院教育関係業務の増加及び広報に関す

的な業務は､機構本部での一元化 .集中化を進めると る事務の効率的運営に対応できる新たな事務体制の検討を行った.[国際日本文化研究センター]

ともに､効率的な ○ 評価並びに広報に関する事務の効率的運営を図るため､総務課の改組に向け検討を行つ

事務体制を構築するた めに､職員の弾力的な配置を図 た○[総合地球環境学研究所]

る○ ○ 役割 .機能を踏まえた効率的な事務体制を構築するため,自己点検 .評価､中期目標 .

中期計画関係を専門に処理する企画室を総務課に設置し､事務の簡素化 .効率化を図る

ため､研究者の旅行,諸謝金及び物品調達関係業務を窓口一本で行う研究支援童を研究

協力課に設置したo

-[国立民族学博物館]

○ 重複する業務を整理するなど簡素化 .効率化を図るとともに,弾力的な人員配置による

支援機能の充実について､事務組織体制検討ワーキンググループで検討を行った.

【18】②機構本部及び各機 【18】(診機構本部及び各機関は､引き Ⅱ ○ 18年度に事務連絡協議会のもとに設置されている情報部会で検討した機構の情報セキ

-211-



人間文化研究機構
を積極的に推進す 進し､業務の合理化 .効率化 ○ 機構本部事務局では､外部の専門的見地から､情報セキュリティに関する管理運用面で

る○その一環とし ･迅速化を図る. の現状を調査し､リスク課題の洗い出しと今後の対応について提言を得るための情報セ

て機構内ネットワ キユリティ監査を行った019年度に､監査結果を踏まえた今後の対応策を検討し､機
-クを構築し､業 構本部における情報セキュリティの確立を図ることとした○

務システムの導入 - ○ 各機関において､事務情報化を進め,以下のとおり業務の合理化 .効率化 .迅速化を図
り業務の合理化 . つた○

効率化 .迅速化を ･ スパム (迷惑)メール対策システムを導入し,業務の改善を図った○

図る○ ･ 所 .館内の連絡､通知等については可能な限り電子メールを活用するとともに､グルー
プウエアを活用し､会議室管理､ペーパーレス化､事務の共有化 .効率化 一迅速化に努
めた.

･ 財務課における経費の支払い通知書の送付に代えてメールで通知するシステムを構築し､
通知書発送業務を簡素化した○

･ 事務情報化を進めるうえで起きやすいソフトウエアの違法コピーを防止するため､館内

で利用するパソコンd)ソフトウエアのライセンス管理を行うための ｢ソフトウエア情報

管理プログラム｣を開発した{

【19】③種々の業務につい 【19】③外部委託が有効な業務につい Ⅲ○ 派遣職員､外部委託により行っていた機構ホームページの作成作業を,総務課のパート

て外部委託の可能性を検討し 総合 ては､費用対効果を勘案しつつ､引き続き検討する○ タイム職員が行うことにより､経費の削減に努めたo

ヽ し一的なコスト評価を ○ 事務連絡協議会財務会計部会において､旅費計算事務におけるアウトソーシングについ

行った上で､外部委託が有効な業務 て他大学の状況等を調査し､費用対効果を勘案しつつ引き続き検討することとした○

については積極的 ○ 各機関において､刊行物発送業務の外部委託､専門的な知識が必要な財務会計処理､研

に導入を図るo 究支援業務,刊行物の編集､社会保険事務､電子計算機の管理等において人材派遣契約
や機器保守契約による､業務の外部委託を行った○

○ 国立民族学博物館において､外部委託が有効な業務についてへ合理化 .費用対効果を進

め､旗本資料のデータ整備業務の一部及び映像音響資料の整理業務の一部について外部
委託を行うこととした○

ウエイト小計

ウエイト総計
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(1)業務運営の改善及び効率化に関する特妃事項等

1.特記事項

1)運営体制の改善

○経営 ･運営体制の強化

･法人経営をより責任ある体制で行うため,潅営協議会の委員構成を変更し､

機関の潅営責任者である機関の長を全員参画させ,法人運営体制の強化に努

めた｡また､教育研究評議会については評議員構成を変更し､機構内評議員

枠2名を外部評議員枠に振り替え､外部評議員を20名中7名としたPll【r】｡
○機関の長の補佐体制の強化

･総合地球環境学研究所以外の各機関では副館長 ･副所長相当職を既に設置し

ており､未設置であった総合地球環境学研究所においても､管理 ･運営を円

滑に行うため､新たに副所長の設置を検討し､19年度に設置することとし

た P19【11】｡

･国文学研究資料館では､将来を展望した企画立案などのマネジメント体制を

強化するため,館長の下に従前から置いている副館長の他に､さらに館長補

佐を置き､館の運営体制の改善 ･強化を図った P19【11】｡

2)研究組織の見直し
○将来構想の検討

･国立歴史民俗博物館では､研究の方向性及び諸事業の将来性等､今後の館運

営の指針を策定した ｢将来検討会議報告書｣を取りまとめた P13,14【6】､
P16【9】｡

･国立民族学博物館では､若手教員からなる研究体制検討ワーキンググループ

において､博物館活動を含めた共同研究､外部との連携のあり方などの検討

を行い､｢研究体制検討ワーキング答申書｣として館長に提出した P17【9】｡
また､中長期的な経営戦略の確立のため､開館30周年にあたってミッショ

ンステートメントを取りまとめた｡

○研究 ･研究協力支援体制の充実

･国際日本文化研究センターでは､国際的な観点から同センターの研究 ･研究

協力活動全般に対する評価 ･助言等を得るため海外研究交流顧問を新設する

とともに､海外研究プロジェクトに関する業務の円滑な運営を図るため海外

研究交流室にプロジェクト研究員を新たに配置した P16【9】｡

3)人事の適正化

･事務職員及び技術職員の勤務評定実施規程を10月に制定し､11月1日付

けで同規程に基づく勤務評定を実施した｡研究教育職員の勤務評定について

は､人事問題ワーキンググループにおいて､19年度に成案を得るべく規程

原案を作成した P20,21【15】｡

4)事務等の効率化 ･合理化
･総合地球環境学研究所では､自己点検 ･評価､中期目標 ･中期計画等の業務

を専門に行う組織として総務課に企画室を新たに設置するなど組織の見直し

を行った｡また､各機関において事務体制の適正化に努めた P19【11】｡

2.共通事項に係る取組状況
1)戦略的な法人経営体制の確立と効果的運用が図られているか｡

○運営のための企画立案体制の整備状況等

･(機構本部)

pll【1】(経営協議会､教育研究評議会構成を変更充実)
pll,12【2】(理事の業務分担を変更し機構長補佐体制充実)
･(国立歴史民俗博物館)

p13,14【6】(総務会議で意思決定､調整会議､研究部会議の機能的運営,

将来検討委員会で ｢将来検討会議報告書｣まとめ)

p12【5】(館外有識者を加えた共同研究委員会､資料収集委員会を設置し､

研究者コミュニティ等の意見をより反映)

･(国文学研究資料館) _

p14【6】(2委員会を統廃合､立川移転に向けたワーキンググループを設

置し移転準備組織強化)

p19【11】(館長の下に､副館長の他に館長補佐設置)

･(El際日本文化研究センター)

P16【9】(海外研究交流顧問等の設置により研究･研究協力支援体制を充実)

･(総合地球環境学研究所)

p14【6】(研究施設､研究倫理､ハラスメント問題対応,施設 ･防災管理等の運

営強化のための組織を再構築)､P19【11】(副所長の新設を検討)

･(国立民族学博物館)

p14【6】(館長のトげ マネゾルほ 発揮できる運営体制の強化)
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2)法人としての総合的な鞍点から戦略的.効果的な資源配分が行われているか

○機構長,所長 ･館長裁量経費等戦略的配分経費の措置状況

･P14,15【7】､｢各法人共通の資料 ･データ一覧 (涛付資料)｣1-2

0助教制度の活用に向けた検討状況
･P19,20【12】(任期制､研究教育職員配置)､

･｢各法人共通の資料 ･データー覧 (添付資料)｣1-3(学校教育法改正に伴

う研究教育職員組織整備方針､各機関運営会議における検討状況等)

3)法人内における資源配分に対する中間評価 ･事後評価を行い､必要に応じ

て資源配分の修正が行われているか｡

･｢連携研究委員会｣において､連携研究の研究計画の採否 (予算含む)､連携

研究の点検 ･評価等に関する事項を審議しており､研究計画の継続審査等の

際に予算の見直しも行われている (機構本部)P14【7】｡

･予算委員会､運営会議等において､前年度の執行結果､年度途中の事業進捗
状況及び予算執行状況等の調査､ヒアリング等を実施し､予算配分の修正

を行った (国立歴史民俗博物館､国文学研究資料館､国立民族学博物館)

P15【7】｡

･｢各法人共通の賓料 ･データ一覧 (添付資料)｣2-1-2-3(取組状況等)

4)兼務運営の効率化を図っているか｡

○事務組織の再編 ･合理化､業務運営の合理化等

･(機構本部及び各機関)P13.14【6】､P18.19【11】､P22【17】､P22,23【18】(敬

組状況等)

5)外部有識者の枕極的活用を行っているか｡

○外部有識者の活用状況

I(機構本部)経営協議会 ･教育研究協議会Pll【1】､P75【48】､連携研究委員

会P47【38】､人間文化研究総合推進検討委員会P58,59【40】､地

域研究推進事業の各委員会 .部会P63【42】､広報に関する有識

者会議P35【29】､人事労務､税理士P15【8】等において積極的

活用を行った｡

･(各機関) 運営会議､運営会議のもとに置く共同研究委員会 ･資料収集委

員会 (歴博)､人事委員会 (民博)等の各委員会P13【5】､外部

評価委員会等において積極的活用を行った｡

○経営協議会の審議状況及び運営への活用状況

･｢各法人共通の資料 ･データー覧 (添付資料)｣3-1､3-2

6)監査境能の充実が図られているか｡

○内部監査組織の独立性の担保等､監査体制の整備状況

･内部監査組織としては､監査に関する事務を本部事務局財務課監査室が担当

し､監査担当者を機構長が理事及び本部事務局の職員のうちから指名して監

査を行わせる体制としている｡

･また､機構長が特に必要があると認めたときは､本部事務局以外の本機構職

員を監査担当者に指名することができる体制をとっている｡また､監事相互

間､会計監査人及び監査室は,ともに連携し監査機能の充実を図っている｡

･監事監査業務への随行 (国文学研究資料館12月19日､国立歴史民俗博物

館3月13日)

○内部監査の実施状況

･内部監査の実施に必要な事項を定めた内部監査実施要債を制定 (19年3月

機構長裁定)し､監事監査とともに試行的に内部監査を実施 (国立歴史民俗

博物館3月13日)した｡

○監事監査､会計監査の実施状況及び監査結果の運営への活用状況

･監査計画に基づく監査の実施や役員会､教育研究評議会､その他重要会議へ

出席して監査業務を実施している｡

7)従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか｡

･国立大学法人評価委員会の17年度業務突破に関する評価結果において指摘

された勤務評定について､事務職員等については ｢事務職員等勤務評定実施

規程｣を18年10月に制定し､11月1日付けで勤務評定を実施した

P20【15】｡

･また､研究教育職員の勤務評定については､企画連携重のもとに設置される

人事問題ワーキンググループにおいて,19年度に成案を得るべく ｢研究教

育職員の勤務評定規程原案｣を作成し､19年度も引き続き検討を行うこと

としたP20,21【15】､P32【27-1】｡

･総合地球環境学研究所において､分野横断的な総合的研究を展開するにあた

り､流動性の高い教員人事を行うため､すべての教員に原則6年の任期制を

導入しているが,任期制のあり方等柔軟な教員の配置についてどのような人

事制度とすべきかを踏まえ､今後の研究所のあり方について倹討を開始した

P20【12】､P33【27-1】.
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J 業務運営 .財務内容等の状況

(2) 財務内容の改善

中期計画 年度計画 進捗状況 判断理由 (計画の実施状況等) ウエイト

【20】①科学研究費補助金等 【20】①引き続き､科学研究費補助金 Ⅲ ○ 競争的資金の獲得のため､各機関において､科学研究費補助金の申請､使用方法等につ

の競争的研究資金の獲得に努める○ 等の競争的研究資金の獲得に努める○ いて説明会の実施や募集状況などをホームページに掲載し,職員への周知に努めた○

【21】②受託研究､民間等と 【21】②受託研究,民間等との共同研 Ⅲ ○ 各機関において､受託研究､民間との共同研究､寄附金等外部資金積極的獲得のため､
の共同研究等の促進 究等の促進により､引き続き J機関内の関係会議において､外部資金に関する説明会の実施や､募集状況などをホーム

により､外部資金の 外部資金の積極的獲得を図る○ ページへ掲載し､職員への周知に努めた○

積極的獲得を図る○ その結果と~して､受託研究の受入額ははば前年度並みであったが､寄附金の17年度に
おける受入件数17件が､18年度は22件となり5件増加し､受入額では､17年度
18,598千円が18年度では100,880千円となり､82,282千円と大幅
に増額した○
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l 業務運営 .財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善

中期計画 年度計画 進捗状況 判断理由 (計画の実施状況等 ウエイト

【22】(丑管理的経費の抑制に [221①経費抑制についての周知徹底 Ⅲ ○ 事務連絡協議会経費抑制特別部会において､昨年度に引き続き､潅費抑制のための取組

努めるとともに節約 や財務分析を行うなど､引き 状況について､フォローアップ調査を実施した○調査結果は､事務連絡協議会へ報告す

に関する意識の徹底 続き経費抑制に努める○ るとともに､経費節減の効果があった事項については,未実施機関においても現状の間

を図る○ 題点等を確認した上で積極的に取り組むべきことを確認した○

○ 管理的軽重について前年同期の費目別支出実績額_を比較検討し､経費節減に努めたO

○ 財務分析においては､16年度決算額と17年度決算額を比較し､金額及び財務指標の

観点から増加又は減少が生じた主な理由の分析を行い､経営協議会へ報告したO

○ 機構本部及び各機関において当該機閑の状況に応じた取組を行い､経費節減に努めた○

･ 夏季の冷房時間延長の短縮や休憩時間等における消灯に努めるなど､光熱水費 (電気 .

水道)の節減

･ SⅠNET接続ネットワークサービスの長期継続利用期間の満了に伴い､サービス提供

が可能な業者の比較検討を行い､従来よりも安価な料金を設定した業者と契約

･ 電気供給契約の一般競争入札の実施等,種々の確費抑制についても前年度に引き続き実施

･ 複写機保守料体系を統一

･ 予算管理を各所管に行わせることによる､経費の抑制及び効率的使用についての責任体

制の徹底-

･ 宅配業者のメール便を利用

･ 定期刊行物の購入数量の見直し

･ 外国郵便の発送に際し低廉な船便の利用

･ 一部の出版物の印刷,発送業務を直接外国 (シンガポール)の業者へ委託

･ 近距離移動の交通費を実費額支給

･ 電気供給契約について､契約種別の変更及び使用量の抑制

(高圧電力AS契約から高圧負荷率別契約に変更)
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･ ビデオテ-クブースの改修に伴い､｢動画デジタルライブラリーシステム｣の保守契約

を行い､約30,000千円を節減

○ 総合地球環境学研究所においては､研究施設自然エネルギーの活用と同時に省エネを実

現する技術的工夫が施され､省エネ化が図られる建物となっている.研究施設設計時に

おけるエネルギー量を一般的な標準施設のエネルギー量と比較した場合､削減量は電気

37%､ガス20%､水道 (上水)で21.6%である勺また､18年度のエネルギー

実績量を基に標準施設のエネルギー量と比較すると,電気940,596kWh/午 (

40%)､ガス30,485Nm3/午 (34%),水道 (上水)12,226m3/午

(85%)の削減量となる○

18年度は新施設移転1年目であり､設計時の想定どおり本稼働していないことにより

削減率が大きくなったと考えられる○

【23】②省エネ対策に配慮し 【23】②省エネ対策に配慮した機器 . Ⅲ ○ 機構及び各機関において以下のような省エネ対策や節約を実施し､経費節減に努めた○
た機器 .物品の購入､ 物品の購入､節電､節水及び ･ 委員会開催通知､その他諸連絡について可能な限り電子メールを活用し､送料､紙使用
節電､節水及び冷暖 冷暖房温度の適切な管理,電 重を節約

房温度の適切な管理､ 子メール等の活用による紙の ･ 委員会等の資料作成に串いて､一部の資料を冊子に綴じ込み､同冊子を複数回使用する
電子メール等の活用 _ 使用量の削減など､引き続き ことにより､紙使用量を節約

による紙の使用量の 経費の節約に努めるo ･ 会議資料の両面印刷により,紙使用量を節約

抑制を図り経費の節 ･ 省エネルギー対策の実施について､具体的方法を例示して幹部会議において協力依頼を

約に努めるo するとともにメールで協力依頼

･ エアコン使用温度の設定 .遵守､昼休時間の照明.パソコン等の消灯等を実施

･ トイレ､廊下等にセンサー点滅装置を導入

･ ポスター等の掲示を通じて省エネ意識を啓発

･ 省エネルギー及び経費の'節減を進める観点から､6月初E]から9月末日までの間 ｢夏季

の軽装の励行 (ノーネクタイ)｣を実施し,掲示､回覧､メール等で周知

･ 情報システムに関する維持管理経費の縮減を図るため,経年による既存サーバ類の集約

を実施したことに伴い､コンテンツの移行と機能の見直しを行い､メンテナンス業務､

管理業務の軽減

･ 事務室に省エネ監視員を1名配置

【24】③管理業務等に係る経 【24】③管理業務等に係る経費の節減 Ⅲ ○ 経費の節減のため､受付 .警備業務､設備運転業務､清掃業務について,引き続き外部
費の節減を図るため､ を図るため､費用対効果を勘 委託を実施した○

費用対効果を勘案し､ 案し､引き続き業務の外部委 ○ 国立民族学博物館においては､ギガピットネットワークシステム保守､文献図書資料等整

業務の外部委託を推 託の検討を行う○ 理作業請負､刊行物等配送業務､映像音響機韓操作等作業技術者派遣及び標本資料撮影
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l l ら約6,000千円 (6%)を節減する契約を行った○
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l 業務運営 .財務内容等の状況

(2) 財務内容の改善

中期計画 年度計画 進捗状況 判断理由 (計画の実施状況等) ウエイト

【25】資産の運用管理の方策 【25】法定監査人及び監事による指導 Ⅲ ○ 固定資産の減損に係る諸規定を整備し､減損対象資産の活用状況を調査することによっ
を検討し､適切な運用 を踏まえて適切な運用管理に努 て､より有効な資産管理に繋がった○

管理に努める. めるo ○ 資金管理運用については､証券会社開催のセミナーへの参加を通じ情報の収集等を行い､

固定資産としての施設設備等の 機構にとって確実かつ効率的な管理運用方法を引き続き検討した○

自己点検 .評価を行い,スペ- ○ 施設の有効活用 (スペースマネジメント)に努めたo

スの有効活用に努める○ ･既設施設から新たに共同利用スペースを会議室として確保 .登録し使用を開始したo

･施設利用状況調査を実施し､その結果に基づく用途変更により､共同研究室､外来研究

員室等を確保した.

･不要物品を計画的に廃業処分することにより無駄なスペースを削減し有効利用を図つ

た○

○ 総合地球環境学研究所において､

･施設 .防災委員会において､研究プロジェクト終了後における研究室の明け渡し､及び

実験室 .実験機器類の共有化についての調整を行った.

･実験室や実験機器類は全研究員の共有とし､狭悔化が生じないよう努めたO

ウエイト小

ウエイト総
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(2) 財務内容の改善に関する特妃事項等

1.特記事項

1)外部資金の獲得のため､各機関とも積極的に情報収集に努め､募集状況な

どをホームページへ掲載するなど､広く職員へ周知を図った｡特に寄附金に

ついては5件､約82,000千円の受入増となった P26【20】､【21】｡

2)各機関の実情に即した様々な経費節減方策 ･省エネ対策に取り組んだ｡特

に国立民族学博物館においては､ビデオテ-クブースの改修に伴い､新たに

｢動画デジタルライブラリーシステム｣の保守契約を締結した結果､前保守

契約より約30,000千円の節減となった｡また､国立歴史民俗博物館で

は､SINET接続ネットワークサービス料金の見直しを行い,年間2,1

36千円の節減を図った P27,28【22】､P28【23】｡

2.共通事項に係る取組状況
1)財務内容の改善 ･充実が図られているか｡

○外部資金の獲得状況等 P26【20】､P26【21】
○経費節減や財務分析等の取組状況

･(機構本部及び各機関) P27,28【22】､P28【23】､P28,29【24】

2)人件土等の必要額を見通した財政計画の策定や適切な人員管理計画の策定

等を通じて.人件書削減に向けた取組が行われているか｡

･(機構本部及び各機関) P21【16】

3)従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか｡

･事務連絡協議会経費抑制部会において､経費抑制のための取組状況について

フォローアップ調査を実施し､調査結果を事務連絡協議会に報告するととも

に､経費削減の効果のあった事項については未実施機関においても現状の問

題点を確認した上で積極的に取り組むべきことを確認した P27【22】｡

･財務分析において､16年度決算顔と17年度決算額を比較し､金額及び財

務指標の観点から増加及び減少が生じた理由の分析を行い､庵営協議会に報

告した P27【22】｡

･総合地球環境学研究所においては､研究施設は自然エネルギーの活用と同

時に省エネのための技術的工夫が施されたため,省エネを実現した

P28【22】､P33【27-1】｡
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l 業務運営 .財務内容等の状況
(3) 自己点検 .評価及び情報提供

早 自己点検 .評価を第三者評価に適切に関連づけるなど､効率的 .効果的評価が実施されるよう自己点検 .評価の体制を整備するとともに､評価結果の運営

中期計画 年度計画 進捗状況 判断理由 (計画の実施状況等) ウエイト

【26｣(∋自己点検 .評価の実 【26】①機構本部に置かれる評価委員 Ⅲ ○ 機構評価委員会のもとに設置されている作業部会において､｢業務実績報告書作成のガイ
施及び第三者評価へ 会において､引き続き自己点 ドライン｣の見直しを行ったo

の協力.対応､評価 検 .評価のシステム等につい ○ 事務連絡協議会のもとに設置し､評価等について検討を行う ｢総務 .企画部会｣の構成

結果の機構運営改善 て調李検討を進め整備を図る. 員について､従前の課長 .係長クラスから管理部長1名､総務課長3名､課長補佐タラ

への反映を適切に行うため､機構に機構外専門家を含む ｢評価委員会｣を設置し､自己点検 .評価のシステムを整備する○ ス3名に見直し､検討体制の充実を図り､評価への事務的対応を協議したo

【27】 【27-1】 Ⅲ ○ 国立大学法人評価委員会の17年度に係る業務実績の評価結果について､役員会､機構(診自己点検 .評価､外 ②国立大学法人評価委員会へ提 評価委員会､企画連携室等において､分析し､その対応策等についても検討を行い､対

部評価及び国立大学 出する業務実績報告書の作成 応可能のものから速やかに対応することとした○

法人評価委員会の評 との関連において､17年度 ○ 機構の危機管理体制の確立を求められたことへの対応として､｢人間文化研究機構におけ

価結果は,それぞれ の自己点検 .評価を実施し､ る危機管理体制の整備について｣を策定した○この中で､機構において危機管理の対象

の機関において運営 評価結果に基づく改善を行う○ となる事象を整理するとともに､危機管理者､危機管理責任者等を定め､機構本部と各

の改善に活用すると 機関間の情報の伝達経路等を明確にするなど､危機管理体制の整備を行ったCまた､各

ともに､機構運営の 機関においても､危機管理に関する規程等の整備状況の確認を行い､未整備のものにつ

改善､年度計画 .中 いてはその整備に努めた○

期計画の策定に反映 ○ また､上記評価において指摘された教員の勤務評定の実施について､人事問題ワ-キン

させる｡ ググループを積極的に開催し､研究教育職員勤務評定実施規程原案を作成するとともに､

評定結果への処遇への反映方法について検討を行った○

○ 事務連絡協議会のもとに設置し､評価等について検討を行う総務 .企画部会の構成員に
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名に見直し､検討体制の充実を図り､評価への事務的対応を協議検討し､早急に実行に

移すためのアクションプログラムを作成した○

○ 各機関における17年度自己点検 .評価に基づく改善状況は以下のとおり○
[国立歴史民俗博物館]

○ 国立大学法人評価委員会へ提出する業務実績報告書の作成との関連において､17年度
の自己点検 .評価を実施し､評価結果に基づき改善を行った○

･運営会議の専門委員会として共同研究委員会を設置し､共同研究テーマの設定や研究体

制､研究の進捗状況等について外部の専門家の意見を聴取する制度を整備した○

･共同研究等に反映した博物館資料収集活動の指針,計画を策定するため､資料収集委員

会を運営会議内に設置するなど改善を行ったこ

[国文学研究資料館]

○ 評価委員会において､評価結果と年度計画を連動させ､検討を行った.

[国際日本文化研究センター]

○ 当該事業年度の自己点検評価を行うにあたつては､センターの業務を分掌する各委員会

(共同研究､研究協力､広報出版､研究資料､情報システム及び施設利用委員会)にお

いて､外国人研究員を含む委員以外の者を加え､当該事業実績に関する自己点検 .評価

を実施した○

[総合地球環境学研究所]

○ 連絡調整会議において､昨年度策定した人事方針を踏まえ研究プロジェクト推進の課題

の一つとして研究所における任期制のあり方について検討を開始した○また､稔合研究

の推進､大学院教育への協力に係る方策､省エネ対策等の事項についても同様に検討を

開始した○

[国立民族学博物館]

○ 自己点検 .評価委員会及び外部評価委員会において､17年度の評価結果に基づく改善

策を検討した○外部評価委員会での委員の意見を集約し､発言録とともに ｢外部評価報

告書｣として取りまとめた○｢外部評価報告書｣は,教職員はじめ関係者に広く知らしめ､

館運営の改善に活用したo

【27-2】③各機関の評価委員会において､17年度の自己点検 .評価を Ⅲ○ 各機関の評価委員会等における自己点検 .評価の実施状況は以下のとおり○[国立歴史民俗博物館]

実施する○ ○ 外部評価委員会 (外部のみ6名)を開催し､意見に基づき改善を行った○
･将来計画検討会議において､研究の方向性､諸事業の将来計画等今後の館運営の指針を
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･研究と博物館における資料収集 .展示との関連を明確にすべきとの指摘を受け､年報 .

研究報告等への記載方法を見直した○

･ホームページにおいて､研究面情報発信の拡充を中心としたリニューアルを実施した○

○ これまで実施した共同研究活動について,外部評価を実施し､第三者による研究評価を

受けることとした○

[国文学研究資料館]

○ 自己点検 .評価は､各研究系､事業部等､部署ごとに行った○

情報事業センターでは外部委員を含む次の4つの委員会で､それぞれの事業部ごとに事
業評価を受けた○①調査収集委員会 ②電子情報委員会 ③普及 .連携事業委員会

④図書館事業委員会
また､普及 .連携事業及び情報資料サービス事業について､外部評価を実施し､第三者

の立場からの検証を受けた○

[国際日本文化研究センター]

○ 評価委員会において､共同研究､研究協力､広報出版､研究資料,情報システム及び施

設利用委員会が実施した自己点検 .評価に基づき､17事業年度実績報告書作成に伴う
自己点検 .評価を実施した○

また､海外研究交流顧問を置き外部評価を得て､次年度の諸事業に評価結果を生かすこ

ととした○

[総合地球環境学研究所]

○ 昨年度と同様､所外の外部学識経験者17名 (国内委員10名､海外委員7名)で構成

する研究プロジェクト評価委員会を開催し.研究プロジェクトの評価を行ったo
○ 自己点検 .評価の一環として､18年12月にプロジェクト研究発表会を実施し､所内
メンバーや外部メンバー等との活発な意見交換が行われた○

〇 日己点検 .評価の資料として､和文 .英文による ｢年報2005｣を作成したo

[国立民族学博物館]

○ 自己点検 .評価委員会を6回､外部評価委員会を2回開催し､18年度の研究活動状況
等について検討を行ったo

また､自己点検 .評価委員会において17年度の自己点検報告書を作成した○
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l 業務運営 .財務内容等の状況
(3) 自己点検 .評価及び情報提供

中期計画 年度計画 進捗状況 判断理由 (計画の実施状況等) ウエイト

し281(∋自己点検 .評価､外部 LZtilー(丑自己点検 .評価及び国立大学 Ⅲ ○ 機構ホームページにおいて､国立大学法人評価委員会の17年度に係る業務実績に閑す
評価及び国立大学法人 法人評価委員会等の評価結果 る評価結果､及び財務諸表を公表した.

評価委員会等の評価結果等は､機構本部及び各機関のホームページに掲載し公表するとともに､適宜､刊行物等にまとめ､関係機関等に配布する○ に基づき主要な情報を､機構本部及び各機関のホームページに掲載し公表する○ また､各機関ホームページにおいても､当該機閑の自己点検 .評価結果等を公表した.

【29】 【29】 Ⅳ ○ 機構の広報体制を充実するため､企画連携室のもとに広報 .社会連携委員会を設置 (7②機構本部及び各機関は ②引き続き､ホームページの充 月)し､広報誌､機構ホームページ､シンポジウム等についてそのあり方等を検討した

情報を公開する体制を 実に努めるなど情報公開体制 (計3回開催)○さらに同委員会のもとに編集部会を設置 (8月)し､4回開催して新
整備し,国民の利用に の整備を図る○ たな広報誌として 『論壇 人間文化』Vo1.1を発刊した○
供するとともに､研究 また､機構としての広報活動 ○ 機構全体の取組として18年5月に国立京都国際会館において ｢人はなぜ花を愛でるの
成果等の広報機能を強 の方針を作成する○ か?｣をテーマに人間文化研究機構公開講演会 .シンポジウムを開催し､総勢575名

化する○ ･各機関連携の下に機構主催 の参加者を得た○18年9月に一橋記念講堂において ｢人は,どんな手取を書いたか-
の公開講演会 .シンポジウム 近代日本とコミュニケーション-｣をテーマに開催し､総勢319名の参加者を得た○
を開催するとともに､広報誌 ○ 広報誌 ｢人間文化｣Vo1.4及びVo1.5を発刊した○
｢人間文化｣の発刊など､研 ○ 機構ホームページをリニューアルした○特に､最新情報の掲載を充実した○

究成果の広報活動に努める○ ○ 機構の広報活動を円滑に行うため､理事2名､外部有識者3名を構成員とする､広報に
関する有識者会議を設置 (18年12月)し,広報誌のあり方等について検討を重ね ｢機
横の広報のあり方｣について提言を取りまとめた○また､各機関に対し､この提言につ
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【29-ア】国立歴史民俗博
物館においては､情報
公開に努めるととも

に､｢広報委員会｣を

新設し.これに館外の

有識者を含めた ｢広報

懇談会｣を併設して､

効果的な広報活動を積
極的に進める｡また､

研究情報を網羅した

『研究年報』を毎年刊

行するとともに､隔月

刊行誌 『歴博』や各種

広報パンフレットによ

って広く一般に研究を
広報する｡さらに､こ

れらの情報を含めたホ

ームページの一層の充
実を図る｡

館においては､館内に

置く広報委員会によ

り､ホームページと広

報誌の不断の充実を図
る｡

【29-ウ】国際日本文化研
究センターにおいて

は､情報公開コーナー

を設置し,適切な情報
公開に努めるととも

に､国内外への広報活
動を推進するため､和

英併記の要覧並びに

『ニューズレター』を
発行､ホームページの

【29-ア】国立歴史民俗博物館に
おいては､

1)広報一元化のため設置され

た広報委員会において､館

外の有識者を含めた広報懇

談会 ･報道関係者とのプレ

ス懇談会を引き続き開催

し,効果的な広報活動を進
める｡

2)また､共同研究などの研究

成果は 『国立歴史民俗博物

館研究報告』として刊行す

るとともに､研究及び事業

情報を網羅した 『国立歴史

民俗博物館年報』を刊行す

る｡さらに､広報誌 『歴博』

を発行する｡

3)また､ホームページにおけ
るユーザインターフェース

を改善するための全面的な
見直しを実施する｡

いては､広報委員会等におい

てホームページ及び広報誌の

企画､調整を行い､広報活動

の充実を図る｡

【29-ウ】国際日本文化研究セン
ターにおいては､

1)従来からの情報公開､ 広

報活動の取り組みを堅持す
る｡

2)報道関係者との懇談会及び

地域代表者との連絡会の開

催等により､広報活動及び
情報公開の充実に努める｡

1)広報委員会において､広報事業実施に伴う連絡調整 ･管理を行い､引き続き､館外の有

識者を含めた広報懇談会を3月に開催し,鰭を含む佐倉市街の名所等を循環するバスの
運行が実現した｡

企画展示等関連事業についての報道機関を対象とした記者発表を都内で3回実施した｡
その際､本館に対する意見 ･要望等について聴取した｡マスメディアへの掲載の機会を

増やすため､分かり易くかつデザイン面にも工夫した内容のプレス ･リリースを作成~し

て､マスコミ等へ送付を行った｡

2)『国立歴史民俗博物館研究報告』6冊､『国立歴史民俗博物館年報』1冊､展示図録3冊､
資料目録2冊､資料図録1冊を刊行した｡

さらに､研究や事業などの活動を知らせる広報誌的役割を担った歴史系総合誌 『歴博』
を6冊発行した｡

3)ホームページ検討部会において､掲載方法等を抜本的に見直し､分かり易く情報の案内

ができることを念頭に改善し､4月よりリニューアル公開した｡

○ 引き続き､季刊 展示会,イベント等で

幅広く配布し､広報に努めた｡また､昨年度に引き続き ｢年報｣を刊行し,関係機関に
配布した｡

○ 紹介リーフレットを改訂し､立川市への移転も併せて広報した｡

○ 新ロゴマークを立川市の協力のもとに募集した｡
○ 英語版ホームページをリニューアルした｡

1)広報誌の発行､ホームページの開設,報道機関の積極的な活用等を行い､諸行事の開催
予告､開催結果報告を行った｡

2)在阪報道機関へはFAX連絡網を活用して､日文研主催の学術講演会､フォーラム､一

般公開等行事案内の配信を行った｡また､報道関係者との懇談会を開催し､最新の研究

状況や外国人研究員の研究紹介を行った｡

さらに､学区内自治会長等と随時意見交換を行うとともに日文研の事業計画等の情報提
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随時更新､インターネ

ット放送の充実に取り

組むことにより情報

公開･広報活動の推進
を図る.

研究所においては､｢広
報委員会｣や ｢研究推

進センター｣を中心に

情報公開に積極的に取

り組むとともに､ホー

ムページ等を通じて情

報公開･広報活動の推

進を図る｡

3)引き続きホームページにお
けるユーザーインターフェ

ースの改善充実に努める｡

4)引き続き公開データベース

の改善充実に努める｡

においては､

1)広報委員会や研究推進セン

ターにおいて､ホームペー

ジ､ニュースレターなどを

通じた情報公開に努める｡

2)プレス懇談会を引き続き随

時行う｡

供を行った｡

3)ユーザーインターフェースの充実を図るため､日文研ホームページの全面改訂を実施し
た｡

4)18年度新たに7本のデータベースを公開した｡また､既に公開しているデータベース
についても,閲覧機能の改善を図った｡

1)･ホームページでは､利用者が興味のある研究テーマから､その研究テーマに関連する

研究プロジェクトを検索できるよう､マトリックスのキーワード検索機能を新たに追

加し､利用者に対する利便性を向上させた｡

･国立京都国際会館で開催された第3回環境経済学世界大会 (18年7月)において､

地球研の研究活動を紹介するブース展示を行った｡

･18年11月に開催した第1回国際シンポジウムと並行して､｢いのちの水｣と題し

た写真コンテストを行い､入賞作品を国際シンポジウムの会場に展示した｡

･研究推進センターが中心となり､地球研の研究内容を一般市民に情報提供するために

｢地球研市民セミナー｣を6回開催した｡

･あらかじめ応募のあった市民約60人を対象に､人間文化研究機構連携研究 ｢人と水｣

メンバーによる公開講座を6回開講した｡

･地球研の研究成果を社会に還元することを目的に､日本各地において開催する地域セ

ミナーを､18年9月に鹿児島市内で開催した｡

･地球研における研究内容や地球環境問題について､地盤となる京都を中心とした社会

への発信として､毎日新聞朝刊 (京都版)にて連載 ｢地球研 京都発｣を掲載した｡

･地球研の研究内容を簡潔に紹介する広報紙として､ニュースレター第1号を18年4

月に創刊し､18年度は第6号まで刊行した｡

･出版委員会では､地球研叢書として ｢シルクロードの水と緑はどこへ消えたか?｣を

18年6月に,地球研フォーラム (18年7月)の成果をまとめた ｢森はだれのもの

か?｣を19年3月に発刊した｡また､地球研ライブラリーとして ｢人はなぜ花を愛

でるのか｣と ｢ヒマラヤと地球温暖化一消えゆく氷河-｣を19年3月に発刊した｡

･｢要覧2006｣及び ｢年報2005｣を刊行し､｢年報2005｣については､研究

プロジェクト及び研究員の増加に伴い､本年度から和文と英文を別冊にして刊行した｡

2)プレス懇談会を9月と3月の2回開催し､地球研の研究活動状況に関する意見交換及び

研究成果や行事等の発表を行ったO

← 鎚7-
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【29-オ】 国立民族学博物館においては､情報公開に努めるととも 【29-才】国立民族学博物館においては,1)情報公開に当たつては､研 1)研究情報を網羅的に集めた 『研究年報2005』~を刊行した○さらに､研究情報の公開
に､研究者情報､研究 究情報を網羅的に集めた をホームページにより引き続き実施し､内容の充実と見易さをさらに向上させる検討を

活動 .成果情報､大学院情報､社会連携情報などの情報を網羅的に記述した 『研究年報』を刊行し､これらの情報をタイムリーに発信していくためホームペ 『研究年報』を刊行するとともに､研究情報の公開をホームページにより引き続き実施し､内容の充実と見やすさをさらに向上させる02)戦略的.機能的な広報戦略 行った○2)①大阪府吹田市と連携協力に関する基本協定を締結し､同市市民文化部文化のまちづく
-ジの充実 .改善を図 を構築し､情報の一元的把 り室を窓口として同市事業への協力を行った○

る｡また､定期的な記 握と迅速な社会的要請への ②広報企画会議議長を中心とした広報戦略チームを組織し､ニーズ対応型の広報活動を行

者発表を行うなどメデ 対応を目指すC3)プレス懇談会を定期的に開 つた○

イアを活用した情報発 ③博報堂とコンサルタント契約を締結し､広報事業専門部会及び広報戦略チームに参画さ
信を行う. せることにより､活動のノウハウを得て新たな視点からの広報を展開した○

以上の広報活動を充実 ④開館30周年記念事業の一環として ｢月刊みんぱく350冊展｣巡回を行った○
させるために ｢広報企 ⑤開館30周年記念番組のNHKでの放送に向け番組制作会社と企画内容について協議を
画会議｣及び ｢広報企 開始するなど,マスメディアを通じた広報活動を展開した○

画室｣を設け､広報に ⑥ホームページ.年報等専門部会において､モバイルサイトを立ち上げた○さらに､民演

必要な情報を集約し､ 学 .文化人類学関連機関情報の提供を拡大するため､海外の民族学博物館のリンク集を
社会からe)要請に迅速 作成した○

に対応する○ ⑦みんぱくウェブサイトへのアクセス数が前年度に比べ約30%増加した○
(約93万人-約122万人)

⑧生涯学習フェスティバル ｢まなびピアいばらき2006｣に参加し､展示品等を通して
研究活動と博物館事業を近隣地域に紹介した○

3)プレス懇談会 (計11回､内見会2回含む.)を開催し､研究活動及び博物館活動をP

催し､報道機関を活用した広報活動を行う○ Rした○

- ウエイト小計
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(3) 自己点検 ･評価及び情報提供に関する特記事項等

1.特吉己事項

1)機構の広報体制を充実するため､企画連携室のもとに ｢広報 ･社会連携委員会｣

を設置し､広報誌､機構ホームページ､公開講演会 ･シンポジウム等について､

そのあり方を検討した｡さらに同委員会のもとに編集部会を設置し､新たな広報

誌として 『論壇 人間文化』(γol.1)を発刊した P35【29】｡

2)機構の広報のあり方等について検討を行うため､外部有識者が過半数を占める

｢広報に関する有識者会議｣を設置し､｢機構の広報のあり方に関する提言｣を取

りまとめた｡また､各機関に対し機構会議において説明を行うなど､この提言の

周知徹底を図った P35【29】｡

3)ホームページについて､機構本部､国立歴史民俗博物館､国文学研究資料館､

国際日本文化研究センターにおいて､掲載内容等の見直し､リニューアルを行っ

た P35,36[2g]0

4)博報堂とコンサルタント契約を結び､広報戦略チームを構成し､｢月刊みんぱく
350冊展｣を巡回で開催するなど新たな視点からの広報活動の展開を図った｡

また､開館30周年記念放送番組のNHKでの放送に向け､番組制作会社と企画

内容について協議を開始するなどマスメディアを通じた広報活動を展開した (国

立民族学博物館)P38【29-オ】｡

2.共通事項に係る取組状況
1)情報公開の促進が図られているか｡

･(機構本部及び各機関)P33.34【2712】､P35【28】､P35-38【29】､P59-62【41】
(取組状況)

2)従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか｡
･(機構本部及び各機関)P32【2ト1】(取組状況)
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l 業務運営 .財務内容等の状況a -.

中 長期的視野に立って､研究環境の保全 .充実を目指す施設設備の整備を図る.

中期計画 年度計画 進捗状況 判断理由 (計画の実施状況等) ウエイト

【30｣(丑業務の目的 .内容に適 【30】(D機構と各機関において､施設 Ⅲ ○ 17年度に策定した ｢施設マネジメントに関する指針｣について､18年度当初から事
切に対応するため､長 マネジメントの具体的活動を 務連絡協議会のもとに設置する施設部会 (施設の実務担当者で構成)において､周知徹

期的視野に立った施設 推進するo 底を図った○

設備の整備を図る. 特に､施設部会では､施設マネジメントに係る各機関の取組状況について積極的に情報

交換を行うとともに､具体的に実現していくためのアクションプランの検討を行うなど､

指針策定後のフォローアップに努めた○

[国立歴史民俗博物館]

○ 機構で策定された ｢施設マネジメントに関する指針｣に基づき､施設マネジメントとし

て､クオリティーマネジメント､スペースマネジメント､コストマネジメントについて

施設妻貞会で検討し､推進に努めた○

【30-7】 国文学研究資料 【30-7】立川移転を控え,移転実行委員会において､移転後の施設マネジメントも含めた計
館においては､立川地 画を検討した○

区への移転を計画的に 土地購入については,18年度に10,344.82m2(うち国文学研究資料館負担分

進める○ 3,032.72mi)を購入し､累計購入面積は26,280.24rrf(うち国文学研
究資料館負担分7,704.40m3)となり､残る面積は36,169.83m'(うち
国文学研究資料館負担分10,603.66m2)となった○
また､総合研究棟の情報資料保存設備の整備について19年度概算要求を行い､予算内
示された○

【30-イ】国際日本文化研 【30-イ】
究センターにおいては, 資料館の整備について､外部有識者を含む資料館整備検討委員会を設置し､検討を開始
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備を図る○

【30-ウ】総合地球環境学 【30-ウ】
研究所においては､創 ○ 既設委員会を見直し､施喪の維持管理､施設整備等について審議する施設 .防災委員会

設時の全体計画に基づ を設置した○

きPFI事業により施設整 ○ pFⅠ事業の日報､月報､半期報告書による点検結果をモニタリングすることで､クオ
億を確実に実施するo リティーマネジメントを実施しているo

また､PFI事業に必要な ○ pFⅠ事業との連携により､大規模な修繕が生じないよう､定期点検を行うことで､コ

財源 (施設整備費補助金及び運営交付金)を別紙のとおり確保するo ストの低廉化に努めている○

[国立民族学博物館]

○ 施設マネジメント委員会を設置し体制を整え､今年度は6回開催した○

○ 施設の有効利用及び適切な管理運営を図り､館のより一層の活性化に資するため,｢管

理及び利用に関する規則｣を策定した○

○ 施設マネジメント委員会で､今後の施設整備に関する方針について審議したoまたクオ

リティー､スペース､コストのマネジメント各分野で､研究活動の環境改善整備､安心

･安全の確保､身障者対策に係る整備､既存施設の有効活用に係る整備､省エネ対策､

維持管理費の削減等の活動を行った.

【31】②研究活動の推進及び研 【3.1】②研究活動の推進及び研究のた Ⅲ ○ (立川)総合研究棟Ⅰ(仕上)及び総合地球環境学研究所の施設整備事業が予算化され
究のための資料保存等 めの資料保存等に必要な施設 たことを受け､施設整備事業の発注業務を完了し､1_9年度完成に向けて現在進行中
に必要な施設の整備計 を計画的に整備するととも であるo

画を作成し､計画的な施設整備を行うとともに､研究施設等の適正 に､研究施設等の適正な確保に努め､施設設備等の機能の充実を図る○ ○ バリアフリー対策等についても､総合研究棟にて実施した○[国立歴史民俗博物館]

な確保に努める○ ･国文学研究資料館の移転に ○ 施設の利用調査報告を経て施設委員会で利用変更を了承し､共同利用研究室､外来研究

向けて､土地の計画的購入及び総合研究棟の建設工事を継続するo 貞室､機関研究員室などの確保を行った○[国文学研究資料館]

･総合地球環境学研究所施設整備事業をPFⅠ事業とし-て確実に推進する○ ○ 立川移転を間近に控え､現有施設においては新たな整備を行っていない○[総合地球環境学研究所]

･安全性の向上や機能再生を ○ バリアフリー対策に対応した新研究施設が17年12月に完成し､18年2月に移転を
計画的に進め､研究環境改 完了し4月より本格的な業務を開始したoまた､同時に建物等の維持管理業務をPFⅠ

善､充実を図る〇･バリアフリー対策を推進する○ 事業者により実施している.[国立民族学博物館]
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○ 玄関ホール及びビデオテ-クブースのアスベスト除去工事及び第8展示棟のアスベスト

処理が完了し､本館のアスベスト対策が終了したO

エントランスの改修を行い､車椅子の通行について改善を図ると共に床に点字鋲を設置

し､ユニバーサルデザインの導入を図った○

【32】(診施設の利用状況､整備 【32】(参施設設備等の利用状況の点検 Ⅲ ○ 施設部会において検討するとともに､｢施設マネジメントに関する指針｣に基づき実施

状況等の自己点検 .秤価を行う○ ･評価を行い､施設の有効活用に努める○ した.

[国立歴史民俗博物館]

○ 施設委員会において､スペースマネジメントについて検討し､施設の利用状況調査及び

改善に努めた○(前掲 【31】を参照)
･不要物晶を計画的に廃棄処理することで､無駄なスペースの軽減に努めた○

[国文学研究資料館]

○ 立川移転後を視野に入れ､現有施設において施設設備の点検 .評価を試行した○

-[国際日本文化研究センター]

○ 施設利用状況調査の結果に基づき､使用状況に応じ､用途変更を行い有効活用したC

[総合地球環境学研究所]

○ 総合地球環境学研究所において､新施設に個室がなく､研究者が日常的交流できる作り

･となっており､分野横断的な総合的研究が期待されるとしたことについて,地球環境間

題の解決を目指した総合的な研究の展開のため､分野横断的な総合的研究の推進を図る

こととしており､機会あるごとに専門分野にとらわれない分野横断的な共同作業等を積

極的に実施するよう,所内外の共同研究者等に対して周知している○また､新たな研究

プロジェクト形成においても､各分野の連関と統合化を目指すベく､日常的な議論の括

性化を促している○

[国立民族学博物館]

○ ｢管理及び利用に関する規則｣を策定し､全室の利用状況改善の必要があるものは是正
ができる体制を整えた○また､館が保有する研究設備について他機関との共同利用の促

進を図るため ｢研究設備等共同利用要項｣を策定した○

【33】④施設の安全で効率的な 【33】④施設の安全で効率的な利用. Ⅲ ○ 施設部会において検討するとともに､｢施設マネジメントに関する指針｣に基づき実施
利用 .管理 .運営のた 管理 .運営のため､施設設備 した○
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維持管理及び改修整備の計画を作成し計画的な施設整備を行い､研 借を計画的に行い,引き続き研究施設等の適正な確保に努める○ %37した.[国立歴史民俗博物館]
究施設等の適正な確保 ○ 打込みタイルの欠落防止のため外壁タイル補修を実施し､博物館来館者の歩行時の安全

に努めるo 確保を行った○

○ 外構床タイルにおける防滑処理剤塗布により､歩行時の危険防止に努めた○

○ 火災報知関係､防火設備､防犯設備等の定期的な点検を実施したo

○ 年次計画に従い屋上防水改修を実施した○

○ 管理棟空調設備について､エアハンドリングユニットのインバータ化による室内環境向

上と省エネ化に努めた○

○ 外灯 (庭園灯)の腐食によるボールの老朽に伴い､省エネ器具に更新した○

○ ガラス窓への光触媒塗布により定期清掃の減を図ったo
○ ファンベルトの交換時に省エネ型ベルトを採用している○

[国文学研究資料館]

○ 立川移転を間近に控え,改修については必要最小限のものに限定して実施した○

昨年度計画したアスベスト含有建材の除去工事を行った○

[国際日本文化研究センター]

○ プロジェクト共用室の使用については､申請許可制とし,施設の計画的利用を図った｡

○ セキュリティの向上を図るため､建物及び個室出入り口等のシリンダー錠の取代えを行
つた.

[総合地球環境学研究所]

○ 新たに完成した地疎研ハウス (宿伯棟)は､17年度に制定した ｢地球研ハウス規則｣
により運用している｡また､地球研ハウスのよりよい運用についてワーキンググルー

プにおいて協議､検討を開始した○

[国立民族学博物館]

○ 中期目標 .計画に示されている施設 .設備の効果的な利用 .管理 .運営を図るため ｢設

備整備に関するマスタ-プラン｣を作成したC

○ ｢管理及び利用に関する規則｣に基づき､計画的な維持管理ができる一連の手続きを整
えたOまた､日常の点検を行い､プリメンテナンスを行ったo

昇降機 (エレベータ)設備の維持管理業務契約を複数年化することにより､計画的な品

質管理を図りつつ､管理運営コストの節減を図ったo
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l 業務運営 .財務内容等の状況

(4) その他の業務運営lこ関する重要事項目榛

辛期目標 労働安全衛生法等を遵守し､安全管理体制 .事故防止体制の確立を図るC

中期計画 年度計画 進捗状況 判断理由 (計画の実施状況等) ウ吐イト

【34】①労働安全衛生法等を踏 【34】(丑労働安全衛生法等を踏まえ､ Ⅲ ○ 機構本部及び各機関において衛生推進者及び衛生管理者を選任するなど衛生管理体制を

まえ､機構全体の安全衛生管理体制を整えるとともに､安全衛生環境の充実に努める○ 引き続き安全衛生環境の充実に努める○ 整え､安全衛生環境の充実に努めた○

【35】②総合的な安全衛生対策 【35】(診安全衛生対策を推進するた Ⅱ ○ 機構本部において､｢救命講習会｣及び ｢メンタルヘルスセミナー｣を､情報 .システ
を推進するため､資格 め､引き続き職員等に対する ム研究機構及び自然科学研究機構と合同で実施した○

を有する衛生管理者の 安全衛生の重要性について､ ○ 各機関において､安全衛生委員会による職員への労働衛生教育､産業医による健康相談､
適正配置､職員等に対 周知に努める○ 外部講師を活用したメンタルヘルス研修会 .講演会などを実施し､教職員等の安全衛生

する安全教育の徹底及び各種マニュアル作成を行う○ に努めた○

【36】(診職員等の安全確認､安 【36】③職員等の安全確保及び防災意 Ⅲ ○ ｢人間文化研究機構における危機管理体制の整備について｣を策定し､この中で機構に
全確保及び防災意識の 誠の向上のため､引き続き防 おいて危機管理の対象となる事象を整理するとともに､危機管理者､危機管理責任者等

向上のため,災害発生 災訓練等を実施するo を定め､機構本部と各機関間の情報の伝達経路等を明確にするなど危機管理体制の整備

時における安全対策マ を行ったoまた､危機管理に関する規程等の整備状況の確認を行い,未整備のものにつ
ニエアルの作成や防災 いてその整備に努めた○

訓練等を実施する○ ○ 機構本部及び各機関において､防災訓練や救命講習会の実施､教職員や来館者の緊急救

命用具としてAED (自動体外式除細動器)の導入など教職員等の安全確認 .確保及び

防災意識の向上に努めたo

【37】④必要な防犯設備として､ 【37】④引き続き建物及び屋外環境に Ⅲ ○ 各機関において､警備会社によるパトロールの実施やⅠCカードによるセキュリティ設
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建物及び屋外環境における防犯 .警備対応の体制を整備する○ おける防犯設備を含む防犯 .警備体制を整備するo 備の導入準備など防犯体制の整備に努めた○

ウエイト小計

ウエイト総計

-45-



人間文化研究機構

(4) その他の業務運営に関する重要事項に関する特記事項等

1.特記事項

1)国立大学法人評価委員会の17年度業務実績に関する評価結果の指摘において

機構の危機管理体制の確立を求められたことへの対応として､｢人間文化研究機

構における危機管理体制の整備について｣を策定した｡この中で､機構において

危機管理の対象となる事象を整理するとともに､危機管理者､危機管理責任者等

を定め､機構本部と各機関間の情報の伝達経路等を明確にするなど､危機管理体

制の整備を行った｡

また､各機関においても､危機管理に関する規程等の整備状況の確認を行い､

未整備のものについてその整備に努めた P44【36】､P32【27-1】｡

2)施設設備の整備 ･活用等 l

･国文学研究資料館の立川市への移転事業は､全体計画に従って着実に実施した

(19年度竣工)P41【31】｡
･施設マネジメントについては､17年度に策定した ｢施設マネジメントに関する
指針｣について､関係会議等で周知徹底,フォローアップを行うとともに､機構

及び各機関においては､同指針に基づき､施設の質の向上､施設の有効活用､費

用の節減等に努めた P42【32】､P42【33】｡
･国文学研究資料館及び国立民族学博物館において､アスベスト除去処理を実施し

た P42【31】､P43【33】｡

2.共通事項に係る取組状況

1)施設マネジメント等が適切に行われているか｡

･(機構本部及び各機関)P40,41【30】､P41.42【31】､P42【32】､P42,43【33】
(取組状況)

2)危機管理への対応策が適切にとられているか｡

･(機構本部及び各機関) P32【27-1】(国立大学評価委員会指摘危機管理へ
の対応)､P44,45【34】【35】【36】【37】(取組状況)

･(総合地球環境学研究所)P14【6】(組み換えDNA実験安全委員会､免疫研究
等に関する研究倫理委員会等の設置)､P44【36】(【6】
に関連する規程等を整備)

3)従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか｡

上記2)危機管理への対応策に同じ

総合地球環境学研究所において､新施設は個室がなく､研究者が日常的

に交流できる作りとなっており､分野横断的な総合的研究の一層の推追

が期待されるとされた｡これについては､地球環境問題の解決を目指し

た総合的な研究の展開のため､分野横断的な総合的研究の推進を図るこ

ととしており､機会あるごとに専門分野にとらわれない分野横断的な共

同作業等を積極的に実施するよう､所内外の共同研究者等に対して周知

している｡また､新たな研究プロジェクト形成においても､各分野の逮

関と統合化を目指すべく､日常的な議論の活性化を促している P42【32】O
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中 (D各機関の研究嶺域における個々の研究者の主体的な研究活動を促進し､各領域における高度な研究成果の創出に努める○

期 ② 各機関は機構内外の研究者による共同研究を推進し､高度な研究成果の創出に努める○

目 ③ 各機関及び内外の大学 .研究機関等との連携協力を促進し､人間文化に関する総合的研究の発展を図る○

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【38】 【38】(丑機構が設置する各機関における研究水準及び研究成果を- 機構が設置する各機関における研究水準及び研究成果を一層進展させるた(∋機構が設置する

各機関における 層進展させるため､機構の企画連携室を中心に､各機関が め､機構の企画連携室と､その下に17年度に設置された外部委員が半数を占

個々の研究者の 共同して連携研究を実施する○その研究テーマは,｢日本と める連携研究委員会を中心に､各機関が共同して連携研究を実施した.研究テ

主体的研究及び ユーラシアの交流に関する総合的研究｣及び ｢文化資坂の -マは ｢日本とユーラシアの交流に関する総合的研究｣及び ｢文化資源の高度

各機関の基盤的 高度活用｣であり､前者は ｢交流と表象｣､｢湿潤アジアに 活用｣である.

研究について､ おける ｢人と水｣の統合的研究｣､｢文化の往還｣の3領域､ 前者には｢ユーラシアと日本 :交流と表象｣､｢湿潤アジアにおける『人と水』

情報システムの 後者は以下の6課題で構成され､新たな人間文化研究の推 の統合的研究｣､｢文化の往還｣の3商域､後者には下記の8課題を設定し､新

整備､外部資金 進を図る○ たな人間文化研究の推進を図った○

等の活用等に努 ･中世近世の禁裏の蔵書と古典学の研究-高松宮家伝来 ･｢武士の関係資料の総合化-比較史および異文化表象の素材として-｣

め､研究環境の 禁裏本を中心として ･｢中世近代の禁裏の蔵書と古典学の研究-高松宮家伝来禁東本を中心と -

整備を図る○ ･ ｢日本実業史博物館｣資料の高度活用 して-｣

･GⅠSを基盤とする考古 .歴史民俗 .環境情報の高度 ･｢『日本実業史博物館』資料の高度活用｣

連携研究 ･｢GⅠSを基盤とする公庫 .歴史民俗 .環境情報の高度連携研究｣

･アイヌ文化の図像表象に関する比較研究 - 『夷酋列像 ･｢東アジア近代史資料の再構築-旧 『日中歴史研究センター』所蔵図書

図』とマンローコレクションのデジタルコンテンツ化 を利用して-｣

の試み- ･｢アイヌ文化の図像表象に関する比較研究- 『夷酋列像図』とマンロー

･有形文化資源の共同利用を推進するための資料管理基 jレクシヨンのデジタルコンテンツ化の試み-｣

盤形威 ･｢有形文化資源の共同利用を推進するための資料管理基盤形成｣
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を開催した○また､｢湿潤アジアにおける 『人と水』の統合的研究｣では研究連携誌 ｢人pと水｣第1.2号を刊行するとともに､18年11月シンポジウム ｢世界遺産･人.水｣(総合地球環境学研究所)､19年2月に同 ｢水と文明｣(一橋記念講堂)を行った○前者については報告書 ｢水と世界遺産-景観 .環境 .暮らしをめぐって｣(小学館)が刊行されている○｢文化の往還｣では､国際シンポジウム ｢満州学の再編｣(19年3月:日文研)を開催したoなお､機構の ｢連携展示｣の実施について具体的検討を行うため､18年7月に企画連携室のもとに広報担当理事と各機関からの教員を構成員とする ｢連携展示ワーキンググループ｣を設置し､19年度連携展示 ｢幻の博物館の "紙"｣の準備を進めたoまた､17年度連携展示 ｢うたのちから｣の一環-tして開催した､国立歴史民俗博物館 .国文学研究資料館共同フォーラムの記録及びその後の研究成果をまとめた 『和歌と貴族の世界 うたのちから』を刊行したo

【39】 【39】

(診各機関において次のように研究活動を推進する○ ②各機関において次のように研究活動を推進する○

【39-7】国立歴史 【39-7】国立歴史民俗博物館においては､内外の研究者を組 1)共同研究
民俗博物館にお 織する研究プロジェクトとして共同研究,資料調査研究及
いては､歴史学､ び展示プロジェクトを実施する.

考古学､民俗学 1)共同研究

の協業に基礎を 共同研究は､｢基幹研究｣､｢基盤研究｣､｢個別共同研究｣ (∋現代的な視点から基本的な研究課題を選び学際的な研究を目指す基幹完､

置くとともに､ の3つの型を設定して推進する○今年度も引き続き基 (診所蔵資料の情報化及び広義の歴史学の新たな方法論を構築する基盤研究､

関連諸学との学 幹研究､基盤研究の充実を図る○ (診歴史学､考古学､民俗学の三学並びに関連諸科学に固有な課題を追究する

際的研究を通し 個別共同研究の3つのカテゴリーを設定し､以下の課題について実施した○

ての新しい日本 ○基幹研究の歴史と文化の ○基幹研究

研究､並びに現 ･生業 .権力と知の体系に関する歴史的研究 (3年計 ･本研究では2件の課題を設定した○
代的視点に立 画の2年目) (1)｢舌代における生産と権力とイデオロギー｣では､文献史学と考古学の両

ち､世界史的視 面から支配のあり方について議論した結果､6.7世紀の政治 .社会構

野から確固とし 進について厚みのある論及が可能となった○また､｢支配とは何か｣に閑

た方法論に立脚 . して成果発表に向けて検討を行い､問題点の整理を行ったo
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を推進する｡

このため､

日本の歴史と文

化について､大

きな研究課題の

下に､歴史学､

考古学､民俗学

及び関連諸学の

学際的研究を目

指す基幹研究､

所蔵資料の情報

化を図り､歴史

学､考古学､民

俗学などの新し

い方法論的な基

盤をつくる基盤

研究､

歴史学､考古学､

民俗学及び自然

科学の固有の課

題を中心とする

共同研究､など

を推進する｡

･交流と文化変容に関する史的研究 (3年計画の2年

目､一部は4年計画の1年目)

･神仏と生死に関する通史的研究Ⅰ(3年計画の3年
目)

･20世紀に関する総合的研究 Ⅰ(3年計画の3年目)

○基盤研究

a.資料の高度歴史情報化と資料学的総合研究

ついて昨年に引き続き議論した｡また､両課題合同で､歴博フォーラム

を実施し､民衆生活の細部を解明するため歴史学の方法論と概念を創造

していくことの重要性が共通認識になった｡

本研究では､5件の課題を設定した｡

(1)｢『三国志』魂書東夷伝の国際環境｣では､当時の東夷地域内における交
流と地域性に関して理解を深めた｡また､中国東北部の調査では､考古還

物からみた文化と東夷伝の記載との比較研究の必要性を各共同研究員間で

深化させた｡

(2)｢6世紀墓制にみる倭の対外交流と文化変容の比較研究｣では､日韓の研

究者が6世紀墓制を対象に､文献に記されない集団移住とその後の活動
を明らかにした｡また､韓国の研究会では､地元研究者を加えたミニシン

ポジウムを開催し､交流の実態と背景について有益な見解が得られた｡さ

らに機構連携研究 ｢ユーラシアと日本 :交流と表象｣国際シンポジウムの

開催に協力した｡

(3)｢唱導文化の比較研究｣｢国民国家の比較史的研究｣｢移民史の比較研究｣
を実施した.

本研究では2件の課題を設定したO
(1)｢神仏信仰に関する通史的研究 Ⅰ｣では､学際的な研究発表と議論を通し
て､｢神社｣や ｢神道｣といった基本概念について検討と共通理解を進め

つつ､古代から近現代に至る神社と神祇信仰の通史を取りまとめること

ができた｡

(2)｢生老死と儀礼に関する通史的研究Ⅰ｣では､3年目のまとめとして､研
究会での討論を通して､生老死と儀礼について通史的な把握を行った｡

また､資料集成報告書 『歴史資料にみる｢老･死｣と儀礼2』を昨年に引き
続き作成 ･刊行した｡

本研究では2件の課題を設定したO
(1)｢20世紀における戦争I｣では､3年目のまとめとして,十五年戦争期
における館蔵資料の整理と分析を行い､戦争をめぐる新たな議論の枠組み

を見出すことができた｡また､戦争をめぐる展示のあり方について議論を

､重ね,第6展示室の展示に向けた道筋をつけた｡
(2)｢戦争体験の記録と語りに関する資料論的研究｣では､問題と方法の共有
に努めるとともに､国際研究集会を実現した｡そこでは戦争体験の記憶

の表象と次世代への戦争体験の記憶の継承について,日本と欧米諸Blと

○基盤研究

･較正年代をもとに､弥生集落論は抜本的な見直しの必要性を指摘した｡ま
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人間文化研究機構
･縄文 ･弥生集落遺跡の集成的研究 (3年計画の2年
目)

･明治地籍図の集成的研究 (3年計画の3年目)
･民俗研究映像の資料論的研究Ⅰ(3年計画の3年目)

･紀州徳川家伝来楽器コレクションの研究 (3年計画
の1年目)
･視覚文化の中のアイヌ:マンローコレクション研究

(3年計画の1年目)

b,資料の科学的調査及び総合的年代研究
･歴史資料の材質･製作技法と生産地に関する調査研

究Ⅰ(3年計画の3年目)
･｢高松宮家伝来禁裏本｣の基礎研究 (4年計画の4年
目)

･歴史資料研究における年代測定の活用法に関する総

合的研究 (3年計画の1年目)

C.博物館学的総合研究

･博物館におけるコミュニケーション･デザインに関

する研究 (3年計画の1年目)
･博物館情報資源の機能的活用手法の検討とその応用

に̀関する研究 (2年計画の1年日)

○個別共同研究

･日本歴史における水田環境の存在意義に関する総合

的研究 (3年計画の2年日)など8課題の研究を実

施する｡
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た､集成作業は19年12月を目指して抄録データの収集を行った.
･明治初期地籍図 (書誌)のデータベース構築のための地籍図の原本調査及

び写真撮影を終了した｡

･民俗研究映像 ｢大和古寺を支える人々版)｣の撮影を行うとともに､歴博
映像フォーラムを開催し既存映像の公開を促進した｡

･楽譜資料の伝本研究に着手し､紀州徳川家旧蔵雅楽器附属文書の翻刻を完

了した｡

･撮影年代の考証により､歴博所蔵写真資料にはマンローによるもの以外の
ものが含まれることが明らかになった｡

･館蔵の文献史料 (施術秘伝書)と実物資料 (銃砲)を調査分析することで

体系化ができた｡

･原本調査に基づく書誌データ収集を完了したOまた､それをもとに機構連

携研究 ｢中世近世の禁裏の蔵書と古典学の研究｣を開始することができた｡

･法隆寺古材など10点の試料について年輪年代,炭素14ウイグルマッチ

法の結果の比較を行った｡また､縄文時代前半期の編年については､鹿児

島県前原遺跡ほかにおいて測定値を得た｡

･小学校等との協力のもと､歴博展示を活用してコミュニケーション･デザ

インの試行について検討した｡

･法律問題を検討し､その体系化に方向性を見出した｡また､歴史資料の情

報獲得方法とその可視化手法について検討した｡

○個別共同研究

･8課題について予定通り実施することができた｡｢水木コレクションの形

成過程とその史的意義｣､｢愛媛県上黒岩遺跡の研究｣､｢東アジアにおける

多様な自然利用 :水田農耕民と焼畑農耕民｣,｢日本における民俗研究の形

成と発展に関する基礎研究｣の4課題については､研究を完了した｡
･｢水木コレクションの形成過程とその史的意義｣(3年計画の3年目)
水木要太郎コレクションの復元的研究を通じて､コレクションの形戚過程

と収集意図のもつ歴史的意義について解明した｡

I｢愛媛県上黒岩遺跡の研究｣(3年計画の3年目)
上黒岩遺跡の全貌を明らかにしつつ､縄文文化の起源についても考察する

ことができた｡

･｢東アジアにおける多様な自然利用 :水田農耕民と焼畑農耕民｣(3年計画
の3年目)
東アジアの視点に立って､生業における自然利用とその変遷について討論

し､その特徴を明らかにすることができた｡

I｢日本における民俗研究の形成と発展に関する基礎研究｣(3年計画の3年
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2)資料調査研究プロジェクト
館蔵資料を中心とした歴史資料の調査研究プロジェ

クトを本格的に実施する｡

a.館蔵砲術関係資料 (2年計画の2年目)

b.館蔵武器武具資料 (2年計画の2年El)
C.館蔵弥生青銅器資料 (3年計画の2年目)

d.館蔵死絵資料 (4年計画の2年日)

e.館蔵直良コレクション (4年計画の3年目)

f.館蔵見世物コレクション (5年計画の3年目)

3)展示プロジェクト

企画展示 ･総合展示等の企画､資料調査研究,展示構

成などのため､展示プロジェクトを実施する｡

a.佐倉連隊に見る戦争の時代 (特別企画)(2年計画
の2年目)
b 歴史の中の鉄地伝来 (企画展示)(4年計画の3年
目)

C.弥生農耕の始まりと東アジア (仮称)(特別企画)

(3年計画の2年目)
d.第3展示室総合展示の再構築 (5年計画の4年目)
など10件の展示プロジェクトを実施する.

目)

特に柳田国男とその周辺の人物等に注目し､民俗学固有の概念や術語の有

効性について検討を加えることができた｡

2)資料調査研究プロジェクト

所蔵資料を中心とした歴史資料の調査研究プロジェクトを本格的に実施し
た｡

a.成果として資料日録 『安粛貴地術関係資料及び所荘吉 ｢青圃文庫｣コ
レクション日録』を刊行した｡

b.成果として資料図録 『武具コレクション』を刊行した.

C.銅鐸の実測と武器形青銅器の製図･写真撮影を行い､資料図録作成を
進めた｡

d.死絵の個々資料についての文字情報を翻刻し､図柄のモチーフをキー

ワードとしてあげていき､資料図録の作成を進めた｡

e.直良コレクションのうち,動物遺体資料の洗浄 ･分類 ･種固定 ･リス

ト作成を行った｡

£ 約200点の見世物コレクションについて調書作成を行い､約100
点の写真撮影､デジタル化を行った｡

3)展示プロジェクト

企画展示 ･総合展示等の企画､資料調査研究､展示構成などのため､展示

プロジェクトを実施した｡

a.いわゆる佐倉連隊を題材に､近代日本の地域社会と戦争との関わりに
ついての展示手法を具体化した｡

b.祝砲史研究の成果を踏まえて.銃胞技術の受容､銃砲技術と社会､西
洋軍事技術と在来技術の交流という展示構成を具体化した｡

C.展示構成を検討するとともに､主要な展示資料について現地調査を行
った｡

d.リニューアル準備が進む第3展示室の展示に研究者並びに観覧者の意
見を反映させるため､試行展示 ｢近世の長崎からみた国際関係｣を開

催し,展示手法や情報提供の媒体 .方法などについて調査を行った｡

このほか､来るべき総合展示リニューアルに向け､展示資料の選定及び

展示構成を検討した ｢第4展示室総合展示の再構築｣､資料の選定､展示
構成案に基づく展示設計の作成を行った ｢第6展示室総合展示の構築｣な
ど､前掲を含め計10件の展示プロジェクトを実施したO

このうち犀風､絵巻､切り絵図などの館蔵都市図によって近世における

都市表象とその受容のあり方を示す展示構成を具体化し,その成果を公開

した ｢西のみやこ 東のみやこ｣をはじめ ｢佐倉連隊にみる戦争の時代｣
｢歴史のなかの鉄砲伝来｣など3件が終了した｡
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人間文化研究機構
【39-イ】国文学研
究資料館におい

ては､原典資料

に関する実証的

研究を基礎と

し､日本文学の

多元的な展開を

日本文化の広が

りにおいて総合

的にとらえ直す

研究を推進す
る｡

このため､

新たな研究基盤

形成に向けた､

日本文学及びそ

の周辺資料群を

対象とする調査

及び再資漁化に

関する基礎的研

究,

作品の形成から

享受までを多角

的に追求すると

ともに社会及び

文化構造と文学

作品の相互連関

を解明する総合

的研究､

多様な文化資源

の電子化と共有

化及びその有効

な活用の応用的

研究､などを推

進する｡

【39-イ】国文学研究資料館においては､従来行ってきた日本

文学資料の調査研究を包括的に継承する基幹研究として ｢文

学資源の総合研究｣を開始するとともに､引き続き､次の

研究プロジェクトを実施する｡

1)基礎的研究

･日本古典籍特定コレクションの目録化の研究 (6年
計画の3年目)

･和刻本 (五山版･近世初期刊本)の研究 (6年計画

の3年目)

･近世後期小説の様式的把握のための基礎研究 (6年

計画の3年日)

･東アジアを中心としたアーカイブズ資源研究 (6年

計画の3年目)

2)総合的研究

･学芸書としての中世類題集の研究 (6年計画の3年
目)

･近世文芸の表現技法 ｢見立て ･やつし｣の総合研究

(6年計画の3年目)

･古典形成の基盤としての中世資料の研究 (6年計画

の3年目)

･平安文学における場面生成研究一物語の生成と受容

- (6年計画の3年目)

3つの研究カテゴリーにおける計13の研究プロジェクトは､中期計画の3
年目として計画を予定通り実施し､2つの研究プロジェクトを終了した｡プロ
ジェクトによっては外部研究者の増員や若手研究者の参加を図るなどして､研

究態勢の質的な向上に努めた｡また5つのプロジェクトは､プロジェクトの現
段階での成果報告を含めた活動報告書を刊行した｡館内において研究プロジェ

クト発表会を継続して開催した｡

なお､基幹研究 ｢文学資源の総合研究｣において､｢王朝文学の流布と継承｣

｢19世紀における出版と流通｣を実施したOまた ｢家伝書としての近世兵書
資料の基礎的研究｣を開始し､新たに ｢源氏物語再生のための原典資料研究｣

を計画した｡

研究プロジェクトの実績報告は以下のとおりである｡

絵本 ･画譜類を中心として､El会図書館等で原本資料の調査研究を行うと

ともに､館所蔵及びプルヴェラ一 ･コレクションの日本絵本について､書

誌情報の整理を進めた｡また､美術史研究者を含む共同研究会を実施した｡

昨年度に引き続き､和刻本の書誌情報の整備､和刻本漢籍データベース作

成に関する作業及び館所蔵の原本資料の調査研究を行った｡また､研究文

献目録の作成を目指し､和刻本に関する研究文献の調査 ･収集を行うとと

もに共同研究会を実施した｡

各機関所蔵資料の書誌的整理を進め,｢読本事典｣のための解題執筆､同

事典図版の館所蔵資料の撮影を行うなど､同事典作成の作業を行った｡ま

た､共同研究会を実施した｡

韓国並びに国内において朝鮮植民地支配関係史料の調査研究を進めた｡ま

た朝鮮聡督府関係者の聞き取り調査も行った｡研究会を館で開催したほか,

アンカラ大学 (トルコ)で開催された国際シンポジウムにおいて成果の一

部を発表した｡

国文研所蔵となった 『夫木和歌抄』及び中世類題集に関する資料について､

書誌 ･内容に関する調査研究を行うとともに､他機関における原本調査も

実施し､資料の翻刻､研究等を行ったOまた,共同研究会を実施したO

国文研所蔵の関係資料を中心とした展示を開催し､連動する公開シンポジ

ウムを実施した｡専門分野の異なる研究者による共同研究会を開催し､そ
の報告書を刊行した｡

昨年度作成した ｢人物画像データベース｣を改訂し,典拠作品や館所蔵の

マイクロ資料を使い伝記解題の研究を進めたOまた､善通寺所蔵資料の調

査と分析研究を進めた｡次年度に開催予定の海外と国内でのシンポジウム

計画を策定した｡

研究発表と共同討議を中心とする共同研究会を開催するとともに､館所蔵

の辛安 .鎌倉期の物語資料の調査を実施し,輪読会を行い､その報告書を
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･開化期戯作の社会史研究 (6年計画の3年日)

･経営と文化に関するアーカイブズ研究 (6年計画の

3年目)

3)応用的研究

･本文共有化の研究 (3年計画の3年目)

･文化情報資源の共有化システムに関する研究 (3年

計画の3年日)

･アーカイブズ情報の資源化とネットワークの研究 (6

年計画の3年日)

刊行した｡

仮名垣魯文の著述活動についての調査研究を行うとともに､月例研究会､

研究大会を開催した｡館所蔵資料を中心とした展示を開催し､また連動す

る公開シンポジウムを実施した｡

2件の館所蔵史料に関連する在地の文書群の調査 ･共同研究を行うととも
に､日録 ･報告書を刊行した｡館所蔵の日本実業史博物館資料の調査研究

の進展を目指して､公開研究会を開催した｡

古典文学本文の校注 ･翻刻 ･電子化等に関する研究会を実施し,評価を含

む成果報告書を刊行した｡

共同研究会を実施し､成果の取りまとめとして研究報告会を公開で開催し､

成果報告書を刊行した｡

国文研所蔵の文書群の研究分析を進め､目録を刊行するとともに､データ

ベースの公開を準備した｡また､国際規格 (EAD)による情報の組織化

のための研究を進め､外国文献の翻訳を開始するとともに､研究会を開催

した｡

【39-ウ】国際日本
文化研究センタ

ーにおいては､

日本文化に関す

る国際的及び学

際的な総合研究

を､国内外の研

究機関､研究者

と協力しつつ推

進する｡

このため､

個々の研究者が

主体となって行

う国際的共同研

究､

日本文化の基盤

領域研究の推

進､

機関による国際

研究プロジェク

トの推進並びに

国内外における

国際シンポジウ

【39-ウ】国際日本文化研究センターにおいては､日本文化に
関する国際的及び学際的な総合研究を､国内外の研究機関､

研究者と協力しつつ推進する｡

1)外国人研究員が参画する共同研究を次のとおり15
件実施する｡

･幸田露伴の世界 (3年計画の1年目)

･京都を中心とした､日本の伝統工芸の過去 ･現在 ･

将来(1年計画)

･日本文明史の再建 (3年計画の3年目)

･怪異 ･妖怪文化の伝統と創造一前近代から近現代ま

で- (3年計画の1年日)

･性欲の文化史 (1年計画)

･文化の所有と拡散 (3年計画の1年目)
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者と協力し､計画どおり実施した｡

1)活動の基幹をなす共同研究は､5つの研究域に分類され､各研究域には
原則として3本の軸が立てられている｡この制度設計に従い､外国人研

究員も参画する共同研究を15件実施した｡
･幸田露伴は､日本文学史においても思想史,精神史においても非常に重

要な存在であるにもかかわらず､従来､全面的な研究がなされてきたと

は言い難く､今回小説や論評など文学面を含む多角的な視野から検証す

るため研究会を開催した｡

･京都を中心とする伝統工芸の過去,現在を国際的また､多角的な視野か

ら検証するため研究会の開催及び実地調査を継続した｡さらに今までの

共同研究の成果及び国際研究集会のまとめを行った｡

･稲作漁労文明と森の文明のエートスを探求 ･解明することを目的に,日

本文明史再建に閑し研究会を開催するとともに外部資金を導入し､産学

官連携による共同研究 ･国際シンポジウムを実施した｡

･｢日本における怪異 ･怪談文化の成立と変遷に関する学術的研究｣の延

長線上に企画したものであり､今回､文学や演劇､絵本なとの作品群に

焦点を絞り､その歴史的 ･社会的背景等を探ると共に現代のアニメやコ

ミックへの影響を考察するため､基礎データの収集と研究会を開催した｡

･文化と性欲の関係性を探るため､日本,東アジアの近代を対象に調査 ･

研究会を継続した｡さらに今までの共同研究の成果のまとめを行った｡

･人々の間を情報が自由に交通する中で生まれる文化変容や創造､そして
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ム等の開催､

日本文化に関す

る外国語資料の

網羅的収集 ･分

析及び運用のた

めの調査 ･研究

各種資料のデー

タベース構築の

ための研究及び

その活用に基づ

く研究､などを

推進する｡

･｢文明交流圏｣としての ｢海洋アジア｣ (3年計画の
2年目)

･近代東アジアにおける知の空間一日中学術概念史の

比較研究 (1年計画 ･国内公募)

･王権と都市に関する比較史的研究 (3年計画の2年
El)

･日本の朝鮮 ･台湾支配と植民地官僚 (3年計画の3
年目)

･戦闘期日本の社会集団の相互関係とネットワークに

ついて一政 ･宮 ･軍 ･メディア･経済界 ･教育事業

家などを中心に- (1年計画)

･出版と学芸ジャンルの編成と再編成一近世から近現

代へ (1年計画)

ITOWARDSANEWJAPAN?-BridgetheperceptionGap
ConcerningJapan､scontem-poraryCulturalIdent
ity (1年計画 ･国外公募)

･前近代東アジア三国の交流と文化的波長 (1年計画
･国外公募)

･｢関西｣史と ｢関西｣計画一文化の生成と自然的･社
会的基盤- (3年計画の3年目)

2)日本文化の基盤商域の研究に資するため､比較文化

映像資料研究等の基礎領域研究を実施する.
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文化の所有と拡散が火花を散らし会う現場でのダイナミズムを見つめな
がら､豊かな文化が生まれる原理とは何かを探求し､研究会を開催する

とともに､基礎資料を収集した｡

歴史的には様々な文化 ･文明圏に属する人間と文物の交流した｢交流圏｣
としての ｢海洋アジア｣の実態を､この海域世界が ｢平和の弧｣として

｢海の文明｣たりうるかどうか､可能性を含め多面的に探るため､外国

人研究者を班員に招き研究会を開催したO

近代東アジアにおける ｢知の空間｣の同一性と非同一性を主題とし､日

中両国における学術概念の形成過程について研究会及び国際シンポジウ

ムを開催した｡

･都市がどのように王権によって創出されたかを考察し､古典古代の都市

と王政 ･民主制との関連など､都市支配の装置 ･構成などを比較検討す

るため､研究会の開催及び実地調査を実施した｡
･戦前日本の植民地支配の実務を担った官僚について､その制度 ･動態 ･

政策への影響等を総合的に研究し､個別部署における政策構想や政策実

施過程などを分析した｡さらに共同研究の成果としての国際研究集会を

開催した｡

･戦間期の日本社会を対象に､様々な社会集団あるいは中間組織がどのよ

うな動きを示しながら相互関係とネットワークを創りあげ､それらがリ

ベラルデモクラシーにいかなる益と害をもたらしたのかを､具体的事例

を取り上げながら分析した｡

･国際的かつ他分野にわたる研究者による総合的な観点から､出版史等に

おける各分野に配慮して､ジャンル形成の条件と可能性を考察した.さ

らに､本共同研究を中心に横断シンポジウムを開催したC

･海外で認識されている日本のイメージは現代日本の本当の姿をとらえき

れていない｡日本国内の著名な研究者との共同研究により､政治 ･経済

･外交 ･芸術 ･社会等 の各分野において現代日本に起りつつある変化を

明確にし,海外での認識との相違を埋め､それらの変化が日本国内及び

海外にもたらす影響について考察した｡

･東アジア三国の総体的かつ有機体的な側面に着目しながら,国際的 ･学

際的研究を通じて東アジアの普遍性と特殊性を探ると共に､各国の文化

的な特性をより客観的な立場で検証した｡さらに共同研究の成果として

の国際研究集会を開催した｡

･自然的基盤と社会的基盤の関係について多角的に論議し､｢関西｣がか

かえている諸問題について客観的な立場で検証した.討議内容について

はホームページで公開した｡

2)日本文化の基盤領域の研究に資するため､教員の自主的な研究の場とし
ての基礎領域研究を8テーマ実施し､若手研究者の学術研修等の活動と

育成に寄与した｡
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3)｢伝統文化芸術総合プロジェクト｣として国内での研

究集会を開催する｡

4)海外における日本研究会及び海外シンポジウムを開
催する｡

5)海外に所在する日本文化に関する資料等の調査のた

め教職員を派遣する｡また､海外で日本文化研究資

料に携わる専門家との連携協力関係を築くとともに,

本センターが収集蓄積している文献資料コレクショ

ン､データベース等のPRと利用の普及を図るため､

次の国際会議に出席する｡
･EAJRS(EuropeanAssociationofJapaneseResource
Specialists 日本資料専門家欧州協会)
･CEAL(CouncilonEastAsianLibraries東アジア図
書館協議会)

6)引き続き ｢外書 (海外で発刊された日本文化に関す
る外国語書籍)｣の収集を行う｡

-i-15-I

3)｢伝統文化芸術総合プロジェクト｣として､外部資金を活用して､国内

での文化財の保存 ･保護状況について調査した｡

4)海外における日本研究会及び国際シンポジウムを次のとおり開催した｡

○日本研究会は､レッチェ (イタリア)で開催された日伊研究学会の年次

総会において､イタリアの日本研究者と交流し､現地の研究動向を把握

すると共に､日文研主催のセッションを開き､最近の組織面の変化と海

外研究協力体制の現況を説明､そのあと ｢日本の歴史とユーラシア｣(井

上教授)を内容とする講演会を行った｡

また､ミラノ大学において日文研の活動紹介とミニシンポジウムを開催

し,さらに現地における日本研究の現状調査を実施し､ミラノ大学の日

本研究者 ･学生との交流を図った｡

○海外シンポジウム

･カイロ大学文学部と共催でエジプトにおいて開催し､｢文明の対話と

｢アラブ世界における日本研究の現状｣をテーマに､日本 .エジプト

の研究者40名で意見交換を行った｡当日は､カイロ大学文学部日本

学科の学生や大学院生等も参加し､日本研究を現地に根付かせる貴重

な機会となったと共に､カイロ大学との人的ネットワークの構築の礎

･ となった｡

また､アレキサンドリア国立図書館では､｢過去と現在の間の文化的

連続性｣をテーマにセミナーを実施した｡

･武漢大学と共催で中国において開催し,｢歴史文化概念の再検討｣を

テーマに日･中 ･韓東アジア三国の研究者70数名で意見交換を行っ
た｡かつての東アジア文化圏の存在を再確認し､その経験を清かした

今後の文化的連携の可能性を認識できた｡

5)メリーランド大学､米国議会図書館が所蔵する日本研究資料の調査を行

った｡

この調査により､海外機関が所蔵する日本関係資料を日文研から発信で

きる可能性､また､デジタル化の手法､公開のためのシステム整備につ

いて現地専門家と検討した｡
･EAJRSには2名を派遣し､日中文庫,海野文庫など新たに所蔵資
料に加わった 日本関係資料にこいて紹介した｡

･CEALの年次会議に3名を派遣した｡

6)18年度においては､『天正遣欧使節ローマ法王接見記』や 『リンスホ
-テン学会17世紀オランダ旅行記集』など非常に重要な文献を含む1
717冊を収集した
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【39-エ】総合地球
環境学研究所に

おいては､広義

の人間文化とし

ての地球環境問

題の解決に向け

た学問的基盤

形成に資するた

めの総合研究

を､自然系･人

文社会系諸分野

の連携によるプ

ロジェクト研究
等を通して推進

する｡

このため､

･研究プロジェ

クトを中核とす

る共同研究､

地球環境に関す

る観測データの

収集と分析､

･共同研究と国

内外における国

際シンポジウ

ム､などを推進

する｡

【39-エ】総合地球環境学研究所においては､
1)以下のプロジェクト研究を推進し､地球環境学に関わ

る独創的かつ領域横断的な総合研究を進め､国内外の

ネットワ-9'作りに資する｡それとともに､ワークシ

ョップや研究集会を開催して研究成果を共有する｡

･乾燥地域の農業生産システムに及ぼす地球温暖化の
影響

･近年の黄河の急激な水循環変化とその意味するもの

･大気中の物質循環に及ぼす人間活動の影響の解明

･持続的森林利用オプションの評価と将来像

･北東アジアの人間活動が北太平洋の生物生産に与え

る影響評価

･琵琶湖一淀川水系における流域管理モデルの構築

･亜熱帯島峡における自然環境と人間社会システムの
相互作用

･水資源変動負荷に対するオアシス地域の適応力評価

とその歴史的変遷

･アジア･熱帯モンスーン地域における地域生態史の

統合的研究:1945-2005
･地球規模の水循環変動ならびに世界の水問題の実態

と将来展望

･流域環境の質と環境意識の関係解明一土地･水資源

利用に伴う環境変化を契機として一

･都市の地下環境に残る人間活動の影響

･農業が環境を破壊するとき-ユーラシア農耕史と環

境- (旧蓮 :社会的,生態的そして地球環境問題と

しての遺伝資源の喪失)

･日本列島における人間一自然相互関係の歴史的 ･
文化的検討

･環境変化とインダス文明

･社会 ･生態システムの脆弱性とレジリアンス

･病原生物と人間の相互作用環

･東アジア内海の新石器化と現代化 ;景観の形成史

･民族/国家の交錯と生業変化を軸とした環境史の解

明一中央ユーラシア半乾燥域の変遷

2)プロジェクト研究を開始する前駆的な研究として､

7件程度の予備研究を実施する｡予備研究において

1)以下の本研究14件､プレリサーチ5件のプロジェクト研究を実施した｡

018年度末で終了する5つのプロジェクトは､地球上の様々な水問題に関
して､自然と人間社会との"相互作用環"の解明を通して､未来可能性の

重要性を指摘した｡特に水に関する地球環境問題における今後の重要課題

は ｢地下水｣及び ｢水質｣であり､これらの解明が地球と人の未来可能性

において重要であることを提起した｡これらの研究成果について､19年
3月に開催された地球研プロジェクト評価委員会から､5件はいずれも十
分な研究成果を挙げてい盲と評価された｡

･乾燥地域の農業生産システムに及ぼす地球温暖化の影響

･水資源変動負荷に対するオアシス地域の適応力評価とその歴史的変遷

･琵琶湖一淀川水系における流域管理モデルの構築

･地球規模の水循環変動ならびに世界の水問題の実態と将来展望

･大気中の物質循環に及ぼす人間活動の影響の解明

○以下のプロジェクトは本研究移行後2年を経過することとなるので､19
年3月に地球研プロジェクト評価委員会による中間評価を受けた｡その結
果､研究計画は順調であると評価され向こう3年間の研究遂行が承認され
た｡

･北東アジアの人間活動が北太平洋の生物生産に与える影響評価

019年度末に終了予定のプロジェクトは以下の3つであり､そのうち2つ
(※)のプロジェクトについては､｢今後の取組｣を明確にしつつ成果を

発信する方向を探るために18年11月開催の国際シンポジウムにて発表
を行った｡

･近年の黄河の急激な水循環変化とその意味するもの (※)

･アジア･熱帯モンスーン地域における地域生態史の統合的研究 (汰)

･持続的森林利用オプションの評価と将来像

○以下の2プロジェクトは本研究3年目の研究を遂行し､ほぼ当初予定の調
査等を行った｡

･流域環境の質と環境意識の関係解明一土地･水資源利用に伴う環境変化

を契機として一

･亜熱帯島供における自然環境と人間社会システムの相互作用

○以下の3プロジェクトは本研究1年目の研究を行ってほぼ予定どおりの成
果を得た｡

･都市の地下環境に浅る人間活動の影響

･農業が環境を破壊するとき-ユーラシア農耕史と環境-(旧題 ･.社会的,

生態的そして地球環境問題としての遺伝資源の喪失)

･日本列島における人間一自然相互関係の歴史的 ･文化的検討

2)以下の5件のプロジェクトは18年度プレリサーチとして研究を行い,併
せて概算要求を行った｡
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は､プロジェクト形成のための周到な準備と準備計画

を推進し､本格的な研究プロジェクトとして確立す

るよう努める｡

3)将来の地球研のプロジェクト研究のシーズとして発
展の見込まれるインキュベーション研究の提案を広

く所内外から募り､全所的な検討を経た上で､地球

研インキュベーション研究として立ち上げる｡

4)地球環境に関する調査資料の分析 ･解析を行うため

のシステム及び新実験施設を本格稼働する｡

5)地球環境学に関する国際シンポジウムを18年11

月6日～8日に開催するC

【39-オ】国立民族
学博物館におい

ては､文化人類

学 ･民族学が特

徴とする個別性

への視点とフィ

ールドワークを

基盤としつつ､
文化の普遍性･
共通性の研究を

視野に収めた新

1)共同研究として､文化人類学 ･民族学及び関連諸分

野を含む幅広い研究､及び本館の所蔵する資料に関す

る研究などとして､｢中国の社会変化と再構築一革命

と実践と表象を中心に｣､｢国立民族学博物館所蔵資料

の冶合的保存管理 :システム構築にむけての基礎的研

究｣､｢開発援助の人類学的評価法｣など､継続課題2
8件を実施する｡さらに10月から開始される新規申
請課題を実施する0

2)機関研究 ｢新しい人類科学の創造｣を4つの研究嶺

･環境変化とインダス文明

･社会 ･生態システムの脆弱性とレジリアンス

･病原生物と人間の相互作用環

･東アジア内海の新石器化と現代化 ;景観の形成史

･民族/国家の交錯と生業変化を軸とした環境史の解明一中央ユーラシア

半乾燥域の変遷

○以下の3件のプロジェクトは18年度フィージピリティ･スタディ (予備
研究)を行い､19年3月の研究プロジェクト評価妻貞会で､本研究に移
行可と判断された｡

･人の生老病死と高所環境-3大 ｢高地文明｣における医学生理 ･生態 ･

文化的適応

･人間活動下の生態系ネットワークの崩壊と再生

･熱帯アジアにおける環境変化と感染症

3)インキュベーション研究を所内外で公募したところ､16件の応募があっ

たOこれを連絡調整会議で審議の結果､6件を採択した｡さらに､この中
から18年10月に1件を､19年3月に6件 (再チャレンジ2件)をフ

ィージビリティ･スタディに移行させることとした｡このうち1件は3月
の研究プロジェクト評価委員会でさらにプレリサーチへの進展が決まった

ため､フィージピリティ･スタディは6件となった｡

4)調査試料の分析 ･解析を行うためのシステムを整備し､これに伴って､教

員1名を研究推進センターに兼任させ､本格稼働させるべく実験施設管理
運営室を設置した｡

5)18年11月に国際シンポジウムを2日間にわた.り開催し,延べ235名
の参加があった｡また､その前日に公開講演会を開催し1,380名の参
加者があった｡

1)共同研究として､継続課題28件及び10月から開始した新規申請課題1

4件の合計42件を実施した｡
そのうち､3年計画共同研究6件,2年計画共同研究1件が終了した｡各

研究会の成果は19年6月に報告会を行い,共同利用委員会要員の評価を
受ける予定である｡

2)16年度から引き続き研究を継続し,研究商域 ｢社会と文化の多元性｣に
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しい人類科学を 域にわたって､引き続き実施する.特に,各嶺域間の おいては ｢運動の現場における知の再編｣等の3件,研究商域 ｢人類学的歴
創造していく研 連携あるいは個別プロジェクトの再編により､機関研 史認識｣においては ｢ユーラシアと日本一交流とイメージ｣に新しく ｢社会

究を推進する○ 究の全体的な方向性を一層明確化しながら研究を継続 J主義的近代化の経験に関する歴史人類学的研究｣を加えた2件､｢文化人類
このため､ するO 学の社会的活用｣においては ｢日本における応用人類学の展開のための基礎

･社会.文化現象 ･研究商域 ｢社会と文化の多元性｣においては,｢運動 研究｣等の2件､研究商域 ｢新しい人類科学の創造｣においては ｢テクスト
の共時的.通時 の現場における知の再編｣など 学の構築｣等の4件､合計11件のプロジェクトが実施された04研究商域

的研究 ･研究領域 ｢人類学的歴史認識｣では ｢ユーラシアと すべてにおいて､国際性及び公開性の高い研究活動が行われ 国際シンポジ

･隣接諸領域との 日本一交流と表象｣など ウム4件､公開シンポジウム2件､公開ワークショップ1件､ワークシヨツ
協力の下に､多 ･研究領域 ｢文化人類学の社会的活用｣では ｢日本に プ1件､国際研究集会3件､研究集会7件が実施された○特に､｢文化人類
元的共生社会の おける応用人類学の展開のための基礎研究｣､｢災害 学の社会的活用｣においては｢災害対応プロセスに関する人類学的研究｣､｢日

研究､人類学的 対応プロセスに関する人類学的研究｣など 本における応用人類学の展開のための基礎研究｣の2つのプロジェクト合同

社会と人類学の 学の構築｣などのプロジェクトを実施する○

インターフェイスに関する研 3)多様な文化の共生に資する新しい世界認識の確立を 3)下記の5つの分野で17年度からの継続プロジェクト28件､新規プロジ
究､新しい人類 目指して､有形 .無形の文化資源に関する文化資源 エク卜43件の合計71件の文化資源プロジェクトを実施した○

科学の創造に繋 プロジェクトを引き続き推進する. ･収集分野においては､標本資料収集 .映像取材のプロジェクトとして｢中

がる方法論的研 ･収集分野においては､｢中国貴州少数民族映像取材. 国貴州省少数民族映像取材 .標本資料収集｣､｢インド西部グジヤラート

究など,社会が 標本資料収集｣など 州における女神祭礼に関する映嘩取材とこれに関する資料の収集｣､｢音

直面している諸 ･資料管理分野においては､｢有形文化資源の保存管理 楽展示リニューアル関連資料の収集と映像取材｣､標本資料収集として

問題に対応する システムの構築｣など ｢アフリカ同時代美術の収集｣､｢フィリピン.ボントツクの生活用具の

ための機関研 ･情報化分野においては､｢館蔵各種資料データベース 収集｣､｢近世～近代における異国的文化情報｣,映像取材として ｢北海

究､ の作成と公開｣など - 道のコンプ採取､及びコンプの流通に関する映像コンテンツの制作｣の

･多様な文化の共 ･資源運用分野においては､｢本館常設展示リニューア 他､4件の研究資料編集のプロジェクトを実施したo

生に資する新し ル｣,｢特別展更紗今昔物語｣など ･資料管理分野においては､｢有形文化資源の保存管理システム構築｣､｢標

い世界認識の確 ･社会連携分野においては ｢巡回展アラビアンナイト 本資料の補修 .カビクリーニング｣､｢本館制作映像資料の保存と活用の

立を目指し､有 大博覧会 (岡崎市美術博物館)｣など ための再調査と媒体変換作業｣等のプロジェクトを実施した

形.無形の文化 ･情報化分野においては､｢ネパール映像アーカイブ (英語版)の作製 .

資源の研究並び 公開｣､｢日本昔話資料 .稲EEl浩二コレクションの整理｣､｢ビデオテ-ク

にその成果の運 番組情報データベース作成｣の胤 10件のプロジェクトを実施した○
用のための調査 ･資源運用分野においては､｢イントロダクション展示の改修｣､｢特別展

研究,などを推 ･更紗今昔物語 -ジャワから世界へ-｣､｢特別展聖地.巡礼 -自分探

進する○ しの旅へ-｣の他､6件の企画展を実施した〇･社会連携分野では､｢巡回展アラビアンナイト大博覧会 (岡崎市美術博物館)｣､｢巡回展世界大風呂敷展 (名古屋市博物館)｣､｢巡回展マンダラ展-チベット.ネパールの仏たち- (埼玉県立近代美術館)｣の他､4 -件のプロジェクトを実施した○_

【40】 【40】 機構長が主宰し､役員､研究者及び有識者で構成する ｢人間文化研究総令推
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る総合的研究の 人間文化に関する総合的研究推進の方向､そのための研究 進検討委員会｣において､人間文化に関する新たな研究推進の方向､推進す,p<

発展を図るた 体制の構築､推進すべき商域及び課題等について共同利用 き領域､課題及びそのための研究体制の構築などにフき､基礎的調査と検討を
め､大学 .研究 の形態等の観点から検討を行う○ 行った○また､より効率的な議論を行うため､検討部会を設置することとし､

機関等との連携･協力を推進し,機構外に開かれた新しい研究システムの構築に向けての検討を行う○ その準備を進めた｡

【41】 【41】

④各機関におい ④各機関において､出版物の充実をはじめとして､展示 .悼

て､出版物の充 報発信などの多様な方法を用いて､研究成果を広く国の内

実をはじめとし 外に公開.発信し､研究の促進を図るとともに社会への頁

て､展示 .情報発信などの多様な方法を用い 献に努めるO

【41-ア】国立歴史民俗博物館においては､ 1)『国立歴史民俗博物館研究報告』として､共同研究の成果を収録した ｢律て､社会への責 1)共同研究などの研究成果は 『国立歴史民俗博物館研

献効果を明らか 究報告』として刊行する○ 令国家転換期の王権と都市 〔論考編〕｣など特集号3冊と個人研究の成果
にし､その向上 を中心とする通常号3冊を刊行した○

に努めるoそのための各機関相 2)研究成果を速やかに常設の総合展示に反映させると 2)研究成果を常設の総合展示に反映させるために､担当教員の発案のもとに､
互の連携 .協力 ともに､共同研究などに基づいた企画展示等を実施 展示資料の交換等を逐次実施した○

についての調整 し､併せて,展示図録を刊行する○ ･総合展示リニューアル事業計画の展示構成策定作業を行っている第6展

を図る○展示に 示室 (現代)､第4展示室 (民俗)においては､研究成果の発信のため
ついては､国立 のミニ企画展示を副童として設けることとした○

歴史民俗博物 ･総合展示で､年間44回の展示替えを実施した○

鰭,国立民族学 ･共同研究や展示方法の検討を加味した展示プロジェクトの研究成果に基

博物館において づき企画展示等を開催し､館の研究成果を公開した○
は､研究成果を ･企画展示 ｢日本の神々と祭り-神社とは何か?-｣(3月～5月)
常設展示､企画 神社の歴史的意義を様々な視点から提示した○
展示等により公 ･特別企画 ｢佐倉連隊にみる戦争の時代｣(7月～9月)

関するo 佐倉連隊を題材に ｢戦争と民衆｣｢戦争と地域｣についての研究成果を展示したo･企画展示 ｢歴史のなかの鉄地伝来-種子島から戊辰戦争まで-｣(10月～11月)戦国期に鉄砲が伝来してから戊辰戦争までの間の､鉄胞の歴史的役割と技術史について考察し､館所蔵の銃砲資料を公開した○鉄他伝来についての新説を提示したことで､報道機関の関心を集め,専門研究者や旧
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3)さらに日常的な研究成果を迅速に公開するため,研

究速報展示を開催するC

【41-イ】国文学研究資料館においては,出版物の刊行及び展
示等の方法によって研究成果の公開及び普及に努める｡

【41-ウ】国際日本文化研究センターにおいては､
1)研究成果等を取りまとめた 『日文研叢書』及び 『日
本研究』を引き続き出版する｡

説に関わる地域からも反響があり､これを契機とする学術的交流が深ま

る結果となった｡

･企画展示 ｢西のみやこ 東のみやこ-描かれた中･近世都市-｣(19
年3月～5月)

中･近世の京都 ･江戸 ･長崎などの都市景観や名所の多様性､受容の

実態について考察､館所蔵の都市絵画資料を中心に公開した｡

･特別企画 ｢新収資料の公開｣(19年1月～2月)
新たに収集した資料を速やかに公開し､併せて研究成果を公開するミ

ニ企画展を開催した｡

･特別企画 ｢日本の建築一床の間･違い棚 ･書院の成立-｣(19年1月
～2月)
床の間飾りに著目し､館所蔵の建築模型 ･絵画 ･陶磁器を展示した｡

･くらしの植物苑特別企画 ｢伝統の朝顔｣(8月～9月)
江戸時代以来の変化朝顔に加え､館にて発見された新品種変化朝顔を結

介｡

3)｢れきはくプロムナード｣において研究速報展示を2回開催した｡

･試行展示 ｢近世の長崎から見た国際関係｣(12月)
リニューアル準備が進む第3展示室の展示の一部について切り取り展示

を行い､展示手法などについての観客調査を行った｡

･｢縄文時代のはじまり一愛媛県上黒岩遺跡の研究成果-｣(19年1月～
2月)

愛媛県上黒岩遺跡の研究成果を出土遺物と共に展示し､縄文時代草創期

早期の考古学研究の最新状況を紹介した｡

国文学研究資料館紀要文学研究篇33号 ･同アーカイブズ研究篇38号､史
料叢書9､研究プロジェクトの報告書 (プロジェクトの実績報告を参照)を刊

行したOまた､館が受け入れた小説家中村真一郎の江戸漢詩文コレクションの
解題集を刊行した｡

以下の展示を開催し研究成果の公開及び普及に努めた｡

･春季特別展 ｢｢みたて｣と ｢やつし｣浮世絵 ･歌舞伎 ･文芸｣(18年5月)
研究プロジェクト ｢近世文芸の表現技法 ｢見立て ･やつし｣の総合研究｣

の研究成果を展示O

･秋期特別展 ｢仮名垣魯文百覧会｣(18年10月)
研究プロジェクト ｢開化期戯作の社会史研究｣の研究成果を展示｡

1)『日文研叢書』38.39号を刊行､『日本研究』33.34集を刊行した.

一一l川-
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2)研究論文等を英語論文誌 『JAPANREVIEW』として引
き続き出版し､広く海外の研究機関に配布する｡

3)日文研における研究活動の最良の成果を ｢欧文モノ

グラフ｣シリーズとして引き続き刊行する.

4)『日本研究』,『JAPANREVIEW』を引き続きデジタルア
ーカイブとしてデータベース化し､インターネット
上で公開していく｡

1)研究プロジェクトの研究成果等を取りまとめ､一般

市民向けに出版する ｢地球研叢書｣及び地球研の研

究者らが自らの研究成果を一般向けにまとめた ｢地

球研ライブラリー｣を18年度においても出版する｡
また､.一般読者を対象にしたニュースレターを18
年4月に発刊する｡

2)ホームページを充実させ､地球研フォーラム､地球
研セミナー､市民セミナーや各プロジェクトが開催

する公開シンポジウムの案内などを含めた多面的な
発信の場とする｡

3)総合地球環境学研究所紹介ビデオの完成を目指す｡

1)研究成果を研究者コミュニティ並びに社会に公開す

るために､『国立民族学博物館研究報告』､『民博通信』､

『AIinpakuNewsletter』などの出版物を刊行する｡

2)研究成果を展示に反映させるため,常設展示場の展

示の改編を進めるとともに,展示場における情報提

供の充実を図る｡

2)英語論文誌 『JAPANREVIEW』19号については19年6月刊行に向け編集
を行った｡

なお､本書はシンガポールの印刷会社で製本し同国から海外の研究機関に

発送する予定である｡

3)｢欧文モノグラフ｣シリーズN0.8を刊行した｡なお本書はシンガポールの
印刷会社で印刷 ･製本し､同時に海外の研究機関に配布した｡

4)『日本研究』32集､『JAPANREVIEW』No18をデータベース化し,イン
ターネット上で公開した｡

1)地球研叢書として ｢シルクロードの水と緑はどこへ消えたか?｣を18年
6月に､地球研フォーラム (18年7月)の成果をまとめた ｢森はだれの

ものか?｣を19年3月に発刊し､地球研ライブラリーとして ｢人はなぜ
花を愛でるのか｣と ｢ヒマラヤと地球温暖化一消えゆく氷河一｣を19年
3月に発刊した｡また､一般読者を対象にしたニュースレター第1号を1
8年4月に創刊し､本年度は第6号まで発行した｡

2)ホームページでは､利用者が興味のある研究テーマから,その研究テーマ

に関連する研究プロジェクトを検索できるよう､マトリックスのキーワー

ド検索機能を新たに追加し､利用者に対する利便性を向上させた｡また､

昨年度に引き続き､セミナーやシンポジウム等の開催に関する情報の公開

に努めた｡

3)総合地球環境学研究所紹介ビデオを18年4月に完成させ,18年5月の
研究所竣工式典において放映するとともに,エントランスルームに設置さ

れている大型モニターにて必要に応じて放映した｡

1)『国立民族学博物館研究報告』(4柵)I『民博通信』(4冊)､『MINPAKUAmt
hropologyNewsletter』(2冊)､『SenrlEthl10logicalStudies(SES)』(1
冊)､『国立民族学博物館調査報告 (SEE)』(8冊)などの出版物を刊行し
た｡

2)常設展示場の展示を改編するための基本構想を取りまとめるとともに､イ

ントロダクション展示の改編を実施した.また､展示場での情報提供の中

心となるビデオテ-クのコンテンツの充実を図るため,新規の番組5本と
マルチメディア･コンテンツ2本を作成するとともに､みんぱく電子ガイ
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人間文化研究機構

3)特別展及び企画展を複数回開催する｡
ドの更新に向けた検討を進めた｡

3)以下の特別展及び企画展を共同研究等の成果として開催した｡

(特別展)

･｢みんぱくキッズワールド｣(3月～5月)
･｢更紗今昔物語 -ジャワから世界へ-｣(9月～12月)
･｢聖地 ･巡礼 一日分探しの旅へ-｣(19年3月～19年6月)

(企画展)

･｢さわる文字､さわる世界一触文化が創りだすユニバーサル ･ミュージ
アム｣(3月～9月)
･｢世界のおくりもの こどもとおとなをつなぐもの｣(10月～19年3
月)

･｢みんぱく昆虫館｣(7月～9月)

･｢東京外国語大学アジア･アフリカ言語文化研究所 墓潜資料展｣(9月
～12月)

･｢第1回みんぱく図書室所蔵貴重図書展示会 17･18世紀の博物誌｣
(11月)

･｢雲の上で暮らす -アンデス ･ヒマラヤ ･チベットー｣(19年2月～
4月)′
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人間文化研究機構

中 各機関において,基盤的研究を安定的に進めるとともに､先端的研究,学際的研究等を必要に応じて適切かつ機動的に組織し､共同研究､各個研究､そ

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

L42:｣ L42｣機構に ｢地域研究推進センター｣を新たに設置し､関係大学 我が国にとって学術的､社会的に重要な意義を有する地域について､閑各機関において

は､多様な形態の 等と連携 .協力して特定重要地域の研究拠点及び研究ネット 係大学 .機関と協力して地域研究を推進するため､機構本部に ｢地域研究

研究が推進できる ワークの形成に努める○ 推進委員会｣(17年12月設置)及び ｢地域研究推進センター｣を設置し､
よう､研究組織の 各機関においては､多様な形態の研究が推進できるよう､以 以下のとおり ｢地域研究推進事業｣を開始した○

見直しを行い､以 下のような研究実施体制の整備と自己点検 .評価を進めるo ①地域研究推進委員会が対象地域ごとに策定する ｢地域研究推進事業基本
下のような研究実 計画｣に基づき､関係大学 .機関と協力して研究拠点を共同設置し､ネ

施体制の整備を進 ツトワークを構築して､研究を総合的に推進する方式をとることを決定

める○ したo② ｢イスラーム地域｣及び ｢現代中国｣を対象地域に選定､まず､｢イスラーム地域｣について､早稲田大学 ｢現代イスラーム地域研究センター｣など5研究拠点を､5大学 .機関と協力して共同設置し､同センターを中心にネットワークを構築して研究に着手した○③次いで ｢現代中国｣について研究体制の構築を進め､機構の総合地球環境学研究所を含む6大学 .機関に研究拠点を設置する方向で､準備を進めた○

【42-7】国立歴史 【42-ア】国立歴史民俗博物館においては､16年度1研究部に 将来計画検討会議において､博物館という形態の大学共同利用機関として,

民俗博物館の研 再編成した研究部の内部組織について､新たな日本歴史の学 ｢共同利用の充実｣､｢研究 .展示.資料の有機的連携｣及び ｢諸事業の精選

究の目標は､歴 際的研究に対応する組織として構築するため､17年度に発 と効率化｣を図るべきとの報告書をまとめた○ し_
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【42-イ】

制を廃止し､｢研

究部｣を単一化

する｡また､研
究活動の企画推

進のため ｢研究

連携センター｣

を､資料 ･情報

の収集､展 示

を含む研究成果

の公開の推進の

ため ｢歴史資料

センター｣を,そ

れぞれ設置する

4研究系体制のより効

采から行ってい

のより効率的で円滑な運営を図った｡また､改組後の研究体制の検討を開始
した｡

ク形成等)するため､新たに海外研究交流室にプロジェクト研究員を配置し､

海外における日本研究の現状調査及び人的ネットワーク構築の実施体制の充

実を図った｡
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基づく研究体制
を基本とすると

ともに文化の生

成の根元を探る

ため､文化創造

の過程を対象と
した研究並びに

海外の日本研究

機関及び日本研

究者と連携した

研究を促進する

ために必要な整

環境学研究所に
おいては､創設

時の全体計画に

基づき地球環境

問題の解決に向

けた学問的基

盤形成に資する

ために ｢自然変

動影響評価｣｢人
間活動影響評価｣

｢空間スケール｣

｢歴史 ･時間｣｢概

念検討｣の5つ
の ｢研究軸｣に

沿った ｢研究プ

ログラム｣を推

進できる体制を

整備する｡また､

地球環境学に関

する情報の収集
･分析,成果の

発信並びにこれ

らに関する研究

を行うために｢研

究推進センター｣

1)昨年度と同じ体制で引き続きプロジェクト研究を推進

し､研究体制について自己点検 ･評価を進めるO

2)研究推進センターでは､研究推進センター運営委員会
のリーダーシップのもとで17年度に､推進プロジェ
クト ｢地球研における 『発信』について｣を立ち上げ､

18年度においては､本格的な研究を開始する｡

1)地球環境問題の解決に向けた総合的な研究を進めるため､以下のように

研究プロジェクトを推進した｡

ア)国内外の学識経験者で構成された研究プロジェクト評価委員会 (19
年3月開催)で1件の本研究の中間評価が行われ､当初予定のとおり
順調に進行していると評価され､引き続き研究を進めることとなった｡

なお､この評価委員会は委員17名のすべてが地球研外部の研究者で
あり､評価の公正さを保っている｡

イ)同評価委員会で､3件の予備研究の本研究移行の可否の評価が行われ
た｡評価は､研究所の設置目的との整合性､研究プロジェクトの適切

性を着眼点に行われ､3件とも本研究への移行を可とされた｡また､
この結果を受け運営会議において審議し､この3件を本研究として実
施することを承認した｡この3件の課題名は下記のとおり｡

･人の生老病死と高所環境一3大 ｢高地文明｣における医学生理 ･生態
･文化的適応

･人間活動下の生態系ネットワークの崩壊と再生

･熱帯アジアにおける環境変化と感染症

り)新たな研究シーズを発掘するため､インキュベーション研究を所内外

から公募し､16件の応募があり､所内審査により6件を採択した.

2)研究推進センターでは,推進プロジェクト ｢地球研における 『発信』に
ついて｣を開始したO
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【42-オ】国立民族

学博物館におい

ては､研究者を

研究プログラム
などに適正かつ

効率的に配置す
るために､現

行の4研究部体

制を､｢民族社

会研究部｣｢民族
文化研究部｣｢先
端人類科学研究

部｣の3研究部
体制に改組する｡

また､国内外の

研究動向及び社

会的要請を把握

し研究戦略を策

定するための｢研

究戦略センター｣
並びに各種文化

資源の整備と活

用に関する研究

を行うとともに

社会的運用を図

るための ｢文化

資源研究センタ

ー｣をそれぞれ

設置する｡国立

民族学博物館に

附置されている

｢地域研究企画

交流センター｣
については､全国

的な地域研究の
コンソーシアム

構築をEl指し､

同センターのあ

り方を見直す｡

【42-オ】国立民族学博物館においては,16年に改組した3研

究部2センターの研究体制で引き続き研究を推進するととも
に､改組後の研究体制の自己点検 ･評価を開始する｡

｢民族社会研究部｣｢民族文化研究部｣｢先端人類科学研究部｣では､それ
ぞれ基盤研究､現代的な課題について引き続き研究を推進した｡

｢研究戦略センター｣では､外部評価委員による評価結果を研究体制の改

善に反映させるための検討を行った｡

｢文化資源研究センター｣では､常設展示について短期及び中･長期的な

計画を再編し､文化資源を活用した研究成果のより効果的な社会還元の方策

を取りまとめるため,外部有識者を交えた ｢展示評価委員会｣を開催した｡
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J 教育研究等の賞の向上の状況

(2) 共同利用等に関する目標

中 各機関が､それぞれの研究分野における我が国最高水準の研究資料 .学術情報を集積し､データベース化するなど､広く研究者の利用に供するとともに､

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【43】 【43】①機構の人間文化研究総合推進事業及び各機関におけるそれ 機構の ｢人間文化研究総合推進事業｣及び各機関におけるそれぞれの基盤①各機関における

それぞれの基盤 ぞれの基盤領域に関する共同研究等を実施し､国内外の研 商域に関する共同研究等を実施し､国内外の研究機関及び研究者との連携 .
領域に関する共 究機関及び研究者との連携 .協力を促進する○ 協力を促進した○

同研究を実施し､ ｢人間文化研究総合推進事業｣においては､各機関で蓄積した共同研究の

国内外の研究機 成果を連結し､かつ､一層の高次化を実施するため､機構内外の研究者によ

閑及び研究者との連携 .協力を促進する.すなわち､ る連携研究を実施した○

【43-7】国立歴史 【43-7】国立歴史民俗博物館において､今年度実施する共同 ･基幹研究については､5人の非常勤研究員 (機関研究員)を採用し､その研
民俗博物館にお 研究 (前掲1の(1)の(卦の(ア))のうち､基幹研究については､ 究に専従させ､研究の進展を図った○また､基盤研究については､国内外の
いては､日本の 機関研究員を公募してその研究に専従させ､研究の進展を 大学やその他の研究機関等の研究者の協力を得て資料研究を進めた○
歴史と文化に閑 図るoまた､基盤研究については､国内外の大学やその他 ･基幹研究､基盤研究､個別共同研究の参加状況は､共同研究員総数446人､
する総合的.先 の研究機蘭等の研究者の協力を得て資料研究を進める○さ うち外部研究員は290人 (国公私立大学の研究者188人､博物館や教育
端的 .実証的な らに､資料調査研究プロジェクト 展示プロジェクトにお 委員会等の研究者102人)
研究を国内外の いても資料研究を積極的に進めるo ･資料調査研究プロジェクト委員については､12人､うち外部研究員は1人
研究者との連携 (国公私立大学の研究者1人)
を図りながら共 ･総合展示リニューアル展示プロジェクト委員については､総数63人のうち
同研究として推 外部共同研究委員36人 (国公私立大学の研究者27人､博物館や教育委員
し進め､殊に研 会等の研究者9人)

究資料に基づく ･企画展示等にあたつても展示プロジェクト研究として共同研究を行ってい

共同研究を積極 るo展示プロジェクト要員71人のうち外部研究員は35人 (国公私立大学
的に行う○ の研究者22人､博物館や教育委員会等の研究者13人)

【43-イ】国文学研 【43-イ】国文学研究資料館においては､大学共同利用の促進 11の課題を共同研究として実施するとともに､2つの課題について共同研
究資料館におい を見すえ､前掲 (1の(1)の(参の(イ))の課題のうち､.下記 究化のための具体的な準備を行ったO
ては,国内外の の共同研究を実施する○ また､外国人研究員による共同研究 ｢井原西鶴と中世文学｣を実施した○
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･協力を図りな

がら､日本文学

及びそれに関連
する 文化事象に

ついての共同研

究を積極的に推

進する｡

【43-ウ】 国際日本
文化研究センタ

ーにおいては､国

際的･学際的な

日本研究に関す

る共同研究 ･国

際研究集会等の

開催とその内容

の充実に努める｡

【43-エ】総合地球
環境学研究所に

おいては､地球

2)日本古典籍特定コレクションの目録化の研究
3)近世後期小説の様式的把握のための基礎研究

4)学芸書としての中世類題集の研究

5)平安文学における場面生成研究

6)近世文芸の表現技法 ｢見立て ･やつし｣の総合研究

7)文化情報資源の共有化システムに関する研究

8)開化期戯作の社会史研究
9)経営と文化に関するアーカイブズ研究

10)東アジアを中心としたアーカイブズ資源研究
11)アーカイブズ情報の資源化とネットワーク研究
また､招へい海外研究員による共同研究及び公募によ

る共同研究を行う｡

【43-ウ】国際日本文化研究センターにおいては､
1)共同研究のうち ｢｢関西｣史と ｢関西｣計画一文化の

生成と自然的 ･社会的基盤-｣及び ｢日本文明史の

再建｣について産官学共同研究として実施する｡

2)海外における日本研究会及び海外シンポジウムを開
催する｡

3)共同研究における研究成果として､国際研究集会を

開催するO

【43-エ】総合地球環境学研究所においては､プロジェクト研
究と予備研究を通じ,分野横断的な立場から,国内外の研

究者による共同研究を実施する｡18年度においても前年

人間文化研究機構

慧志望言孟芸子望冨霊JLfaL?■き続き実施し､｢川瀬一馬氏旧蔵古典語写真鮒 l

1)｢｢関西｣史と ｢関西｣計画一文化の生成と自然的･社会的基盤-｣では､
関連企業のトップから企業活動の事例及び将来に関する検討課題の提供を

受けた｡

さらに､｢日本文明史の再建｣では､(財)地球環境戦略研究機関及び地

方公共団体からの委託を受け『21世紀の環境 ･経済 ･文明に関する調査』
を共同研究の一環として実施､また国際シンポジウムを開催し､報告普を

提出した.

2)(前掲 【39-ウ】4)を参照)

3)研究成果として､国際研究集会を開催した｡

･第29回国際研究集会
(テーマ :前近代における東アジア三国の文化交流と表象)

･第30回国際研究集会
(テーマ :日本の朝鮮 ･台湾支配と植民地官僚)

･第31回国際研究集会
(テーマ :東アジアにおける学芸史の総合的研究の継続的発展のために)

この研究集会は､12月に中国･武漢大学で開催された国際シンポジウム
及び国内研究者から公募した共同研究テーマ ｢近代東アジアにおける知の

空間一日中学術概念史の比較研究｣の結果に基づいて実施され 日中両国

における学術概念の形成過程について活発な意見交換がなされた｡なお､

19年度には､中国 ･北京において国際シンポジウムを開催する｡

35名
の参加を得て ｢水のアンバランス｣､｢水と人間の相互作用環｣の2つの
セッションとポスターセッションを実施｡これと前後してサテライト･

-68-



人間文化研究機構
環境学に係る中 度に引き続き､プロジェクト横断的な共同研究会等の開催 シンポジウムを実施し､｢世界遺産と水｣､｢水管理｣､｢塩と水｣など水と

核的機関として､ を行う○ 人間に関する多様なテーマについて100名以上の国内外の研究者が参
人文系から自然 加し活発な討論を行った｡

系まで幅広い分 ･研究プロジエクJ,の研究成果をうまく統合して地球環境学の地平を拓く

野における国内 ベく ｢研究戦略ワーキング.グループ｣を立ち上げ､プロジェクトの立

外の研究者の参 ち上げ方､終わり方､成果の発信方法､事後評価についての議論を行つ

加を得て共同研 たo

究を実施する○ 2)共同研究者の研究環境を整えるソフト面での整備を行い､海外研究者を含む共同研究者の施設利用､地球研ハウスの入居 .運営等について検討のうえ､地球研ハウス規則等を策定した.

【43-オ】国立民族 【43-オ】国立民族学博物館においては､共同研究を公募を含 運営会議の下に置かれた共同利用委員会(運営会議の館外委員2名を己む)
学博物館におい めて募集し､研究者コミュニティの代表者を交えた共同利 を18年6月に開催し､共同研究報告会を実施して､審議した○なお､同報告
ては､国内外の 用委員会において審査するとともに,研究終了時に共同研 会は評価の透明性を確保するために公開としたO

諸機関との連携 究報告会を実施し,同委員会及び運営会議で審議する○ 新規の共同研究については､館外からの公募を行った○共同研究の募集並び

を視野に入れて､ (共同研究の実施については,前掲1の (1)の②の (オ)に審査においては,館内と館外を同列に扱い､共同利用委員会が､公募申請の
文化人類学 .氏 を参頗○) 課題についても審査した018年度新規公募採択件数は2件であった (公募に

族学及びその関連諸分野に関する共同研究を推進する○特に､基盤領域研究と関連づけた共同研究を戦略的に組織するとともに､研究者コミュニティとのより密接な連携の下で研究の活性化を図る○ さる共同研究の総数は10件)○

【44】 【44】
②各機関において (診各機関においては､研究資料及び情報の計画的な収集 .塗

は､研究資料及 理 .保存並びに研究成果の発信 .公開を行うとともに､こ

び情報の計画的 の方面における各機関の連携 .協力を促進し､共同利用の

-69-



人間文化研究機構
を促進し､国内

外の研究者の広

範な利用に供す

る｡各機関におけ

る取組みは以下

のとおりである｡

すなわち､

【44-7】国立歴史
民俗博物館にお

いては､国内外

の研究者との連

携を促進し､研

究資料の積極的

な収集を図ると

ともに､研究資

料の目録作成 ･

データベース化

を通して､資料活

用に便宜を図る｡

また､日本歴史

に関する各種情

報データベース

を提供する.さ

らに21世紀に
おける新たな歴

史像の再構築と

国際化への対応
を目指し､総合

展示リニューア

ルを実施する｡

に関する資料を収集するとともに,整理 ･調査し､目録 ･

図録やデータベースを作成して共同利用に供する｡

1)日本歴史文化資料の収集､海外流出資料の調査 ･収集

を進める｡新たな歴史像再構築のため､展示等に活用

できる資料価値の高いものを計画的 ･効率的に収集す
る0

2)歴史 ･考古 ･民俗資料の復元的資料制作を行う.

3)目録又は図録の刊行､データベース等の構築とインタ
ーネットによる公開を進める｡

4)蓄積された歴史資料及びデータベース等の有効活用を
図るとともに､新たな歴史像の創造を目指した総合展

示リニューアルに関しては､リニューアル工事 (第3
展示室)を行い,併せて､資料調査､資料製作､資料

購入等を実施する｡

1)日本の歴史と文化の研究と展示に関わる歴史 ･考古 ･民俗資料を継続的に

収集した｡特に近世工匠関係資料では当時の最高建築技術を示す旧幕府大

工官僚の木子家所蔵資料を含んだ ｢禁裏寺社建築雛形｣､中世貿易関係資

料のひとつとして本館が継続的に収集している｢中世陶磁器コレクション｣

として､我が国と元との交易の有様を示す青磁の花生や壷などの陶磁器を

収集した｡

2)総合展示リニューアルに伴い､第4展示重用に写真資料の現存が少ない日

本の風俗生業の姿を描いた ｢稲田養鯉の図｣,第6展示室用に古くは西南
戦争時の官軍ビラ､第二次世界大戦中アメリカ軍が航空機から日本各地に

投下し,兵士､民間人に降伏を呼びかけた ｢戦時伝単 (ビラ)｣などの複

製品製作を行った｡

3)･企画展示開催に合わせて展示図録を刊行した｡

『佐倉連隊にみる戦争の時代』･『歴史のなかの鉄砲伝来一種子島から戊辰

戦争まで-』･『西のみやこ 東のみやこ一括かれた中･近世都市-』

･資料調査研究プロジェクトの成果として資料日録 『安粛賓飽術関係資料及

び所荘吉 ｢育圃文庫｣コレクション日録』･『平田篤胤関係資料目録』及び

資料図録 『武具コレクション』をそれぞれ刊行した｡

･以下データベースを新規に作成し､公開した｡

｢中世制札｣･｢館蔵 『懐溜諸屑』｣･｢日本民謡｣
また､｢自由民権運動研究文献目録｣･｢日本民俗学文献目録｣データベー

スを更新した｡

4)古文書画像のデジタル化においては引き続きデータの蓄積を図り､所蔵す
る典籍 ･古文書類のデジタルデータ作成を実施したC

また､高精微画像の展示への活用において､野村正次郎衣裳コレクション

の染織資料の質感を表現するためのデジタル化された画像を展示 (特別企

画)に活用した｡
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総合展示リニューアルに伴い､デジタルコンテンツ作成のためのソフトT>l

ェアの製作を行い

究資料館におい

ては､国内外の

研究者の参加を

得て､日本文学

及びそれに関連

する諸資料を計

画的に調査し､
体系的に収集す

ることによって,

それらの保存と

利用を図るとと

もに,日本文学

に関する各種情

報をデータベー

ス化し提供する｡

また ｢情報事業

センター｣を設

置し､収集した

資料 ･情報を適

切に提供する体

制を整備する｡

【44-ウ】国際日本
文化研究センタ

ーにおいては､資

料 ･情報の国内

外の研究者への

提供を促進する

ため､データベ

ースの構築を推
進するとともに､
収集した資料 ･

情報の整備及び
保存のためのハ

ードとソフト両

【44-イ】 国文学研究資料館においては､
1)国内外の研究者 ･研究機関等との緊密な協力のもとに､

賓料の特性を踏まえた調査と､それに基づく計画的な

収集を実施するQ

また､研究上価値の高い原本資料を収集するとともに､

基幹研究 ｢文学資源の総合研究｣と連動した調査収集

活動を推進する｡

2)日本文学及びそれに関連する各種情報のデータベース

の充実を図り､公開サービスを行う.

3)日本文学に関する研究情報を網羅した国文学年鑑の作

成と出版を行う0

4)収集した資料 .情報を適切に整理 .保存管理 ･データ
ベース化 ･提供を進める｡また､ 新たな資料提供の

方法として､デジタル化の計画を立てる｡

【44-ウ】国際日本文化研究センターにおいては､
1)大型コレクション整備の一環として､｢プランゲ文庫

(新開コレクション)｣フルセット版を収集する｡(2

年計画の2年目)
2)日中歴史研究センターから寄贈を受けた日中戦争の
資料や中国各地の統計資料､中国紙縮小版等約3万
5千点の整理及び分析に着手する｡
3)日本研究資源汎用化システムの整備計画を進めると
ともに､その基礎となる日文研情報システム全体を

見直し,またデータベースの再構築を行うことによ

り､情報システムとデータベース環境の高効率化を

推進する｡

4)稀本 ･資料データベース､研究支援データベース､

1)日本文学を専門とする研究者 ･研究機関等との協力のもとに､日本全国及

び海外に存在する日本文学原典及びそれに関連する資料の調査収集を､調

査収集委員会が策定した年度計画に沿って実施するとともに､国内研究機

関等と協定を締結して行う連携調査研究を推進した｡基幹研究 ｢文学資源

の総合研究｣の2つの研究プロジェクトと連動した調査収集を行った｡
また ｢源氏物語｣関係古典籍 ･福田秀一旧蔵日本文学翻訳書など､研究上

価値の高い資料を収集した｡

2)21件のデータベースの公開を滞りなく行い､データの追加､更新を行っ

たOまた､今年度新たに4件のデータベースの構築を進め,次年度からの
公開を準備した｡

従来の ｢国書基本データベース (著作編)｣と ｢古典籍総合目録データ

ベース｣を統合 ･拡張し､古典籍の書誌及び所在の網羅的な情報を提供す

る､｢日本古典籍総合目録｣を公開した｡

3)『国文学年鑑』16年版を刊行し､17年版のデータ作成 ･編集を開始し
たOさらに研究情報の適切な提供方法について検討を開始した.

4)収集した資料 ･情報について目録を引き続き整備し､公開した｡昨年度以
来進めてきたデジタル化の計画に基づき｢館蔵和古書画像データベース(読

行版)｣を新たに公開したOまた､館所蔵の貴重書資料及び他機関からの

収集資料のデジタル画像の配信の準備を行ったoさらに ｢リプリントE]本

近代文学｣シリーズ第2期40点を刊行した｡

1)大型コレクション整備の一環として､｢プランゲ文庫 (新聞コレクション)｣

フルセシト版を収集した｡

2)日中歴史研究センターから寄贈を受けた近代日中関係の図書､参考資料約
3万5千点について整理 ･分析を開始した｡

3)日本研究資源汎用化システムの整備計画と既存日文研情報システムの双方

の整合性と日本研究資料の発信環境の充実及び高効率化を図るため､シス

テム全体の見直し整備を実施したCこれにより維持管理経費の節減にも効

果が見られた｡

4)新たに7本のデータベースを公開したOまた､既に公開しているデータベ
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面における機能

の強化を図る｡

【44-エ】総合地球
環境学研究所に

おいては､地球

環境学に係わる

資料 ･情報を収
集し,提供 ･利

用するための体

制を整える｡ r

【44-才】国立民族
学博物館におい

ては､文化人類

学 ･民族 学及び

関連諸分野に関

する研究資料 ･

情報を計画的に

収集し､整理 ･

保存 ･情報整備

のための機能の

強化を図る｡特
に､新しい総合

的資料管理シス

テム及びデジタ

ル ･アーカイブ

ズの開発により､

効率的な資料の

保存と活用を図
る｡

他機関連携データベースなどの構築を引き続き推進
する｡

5)文化資料研究企画室では､米国議会図書館(LC)との
共同事業を引き続き推進する｡

【44-エ】総合地球環境学研究所においては､各プロジェクト
が集積する1次資料のデジタルアーカイブズ化を促進する｡

【44-オ】国立民族学博物館においては､
1)国内外で各種資料の収集 ･映像取材を継続するととも

に､その整理 ･編集 ･情報化を進め､映像音響資料デ

ータベース､標本資料データベース及び各種研究デー

タベースなどのデータベースやコンテンツとして公開

する｡同時にこれら資料と既存の資料が有機的に連携
できるデジタル ･アーカイブズの構築を推進する｡

2)常設展示場の改編を進めると共に､展示の制作及び利
用の側面から展示の共同利用を促進する｡

3)国立情報学研究所と協力して､外国語文献の遡及入力
を行う｡

するとともに,写真データの利用方法についての検討を始めた｡

1)･標本資料収集 .映像取材のプロジェクトとして ｢中国貴州省少数民族映

像取材 ･標本資料収集｣､｢インド西部グジヤラート州における女神祭礼

に関する映像取材とこれに関する資料の収集｣､｢音楽展示リニューアル

関連資料の収集と映像取材｣､標本資料収集として ｢アフリカ同時代美術

の収集｣､｢フィリピン･ボントックの生活用具の収集｣､｢近世～近代に

おける異国的文化情報｣､映像取材として ｢北海道のコンプ採取､及びコ

ンプの流通に関する映像コンテンツの制作｣の他､4件の研究資料編集

のプロジェクト等を実施した｡

･所蔵資料のデータベースとして､｢日本昔話資料 ･稲田浩二コレクション

のデータベース｣､｢ビデオテ-ク番組情報データベース｣を新規に公開

する準備を進めるとともに､公開中のデータベースのデータ更新等を進

めた.また､写真資料等のデータベース化を進めながら､各種の所蔵資

料との関連の情報を整理し､デジタル ･アーカイブズの構築に向けた作

業を継続している｡

2)常設展示場の展示の改編するための基本構想を取りまとめるとともに､イ

ントロダクション展示の改編を実施した｡また､展示評価委員会を設置し

て外部の意見を取り入れるとともに､常設展示を改編していくための外部

を含めた体制作りの検討に着手した｡

3)国立情報学研究所の遡及入力事業に採択され,フランス語資料5,000

冊､ドイツ語資料3,000冊､計8,000冊の遡及入力を実施したO
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4)各種資料の保存 .管理システムの機能強化を図るため 4)各種資料の保存 .管理システムとしては､薬剤を用いない各種殺虫法の民
の調査研究を継続するとともに､その一部の実用化を 族学資料への適用等の開発を進め,その成果を利用した燥蒸室の改修を実

推進する○ 施し,完成させた○

【45】 【45】 研究資源共有化検討委員会を7回開催し,前年度に着手した ｢人文研究資(診各機関のデータ ③研究資源共有化事業として､各機関のデータベースの網羅

ベースを結合す 的検索システムを構築するための概念設計及び実証実験を 源共有化システム｣(ハードウエア､ソフトウエア)の検討結果に基づき,3
るシステムを機 実施した結果に基づき､実施調達に着手するo システム (集中型システム､分散型システム､時空間データ検索 .解析シス

能的に構築し､ テム､いずれも仮称)の統合による総合的検索システムの仕様を決定した○

一層の研究環境 そのうえで,タスクフォース (各機関所属の教貞7名 .客員教員3名で構成)

の整備及び共同 を組織して,ソフトウエアを開発するとともに､各機関にサーバーを配置す

利用を促進する○ る等して,システムの基本部分について調達 .導入を行った○[総合地球環境学研究所]総合地球環境学研究所では､研究資源共有化システムにて公開予定の4つ-のデータベース (世界地図データベース､所蔵図書データベース､西表文献データベース､映像資料データベース)について,網羅的検索をするためのデータ抽出作業を開始するとともに､必要機材の調達に着手した○

【46】 【46】④各機関の目的に沿った､共同利用の充実に努める.

④共同研究の公募枠の拡大等､共同研究の運営並 【46-ア】国立歴史民俗博物館においては,研究委員会で共同 研究委員会で共同研究の立案と実施にあたった○また､共同研究や資料研究

びに内容につい 研究の立案と実施にあたる.また､共同研究や資料研究に に外国人研究員やリサーチ.アシスタント､稔合研究大学院大学文化科学研究

て検討を行うと 外国人研究者やリサーチ .アシスタント､大学院生が参加 科内の他専攻の大学院生が参加できるよう配慮した○

ともに､各種の資料 .情報の提供方法について できるよう配慮する○【46-イ】国文学研究資料館においては､共同研究委員会にお 外部委員5名を含む共同研究委員会で､公募型共同研究の中間審査を行うと
も改善を図り､ いて､共同研究の企画立案及び実施を図るとともに,新た ともに､20年度公募型共同研究の募集について検討を行い,基幹研究 ｢文学

共同利用の一層 に基幹研究を共同研究として実施し､共同利用の充実を図 資源の総合研究｣に新たに2つの課題を設けることを策定したo
の進展を図るい る○

【46-ウ】国際日本文化研究センターにおいては､共同研究の ｢近代東アジアにおける知の空間一日中学術概念史の比較研究｣(国内公募)､
課題について､国内1件､国外1件を公募し､また､共同 ｢TOWARDSANEWJAPAN?-BridgetheperceI)tionGaI)ConcernillgJaI)an~SC
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【46-エ】国立民族学博物館においては､研究者コミュニティ 研究者コミュニティの代表者を交えた共同利用委員会における提言に基づ

の代表者を交えた共同利用委員会において､共同研究の公募枠､審査基準の在り方及び運営方法など､それらの見直しを含めた議論を行い､研究の活性化を図る. き､公募の方法について見直しを図り､実施したo

【47】 【47】 [国立歴史民俗博物館]

⑤国内外の諸機関 (9海外関係諸機関との連携 .協力のための調査研究を行う. 新規に韓国国立中央博物館と学術研究交流協定を締結し､研究者2名を招ヘ

との連携 .協力 いして今後の交流事業について意見交換を行った○その後研究者6名を派遣し､
につしミて､必要 個別課題について検討した○

に応じて協定の 先に交流協定を締結した中国社会科学院考古研究所､韓国国立民俗博物館､

締結やネットワ 韓国国立文化財研究所､韓国国立釜山大学校博物館との間で､研究者の派遣や､

-クの構築な-どを含め 積極的 国際研究集会及び調査のための招へいを行った○

に推進するO [国文学研究資料館]コレージュ.ド.フランス日本学高等研究所と締結している学術交流協定に基づき､人材交流及び調査研究を行い､国際シンポジウムを開催した○′また､斬江I商大学日本語言文化学院と締結している学術交流協定に基づき､調査研究を実施した○新たに､ライデン大学文学部と学術交流協定を締結し,調査研究を実施し､フィレンツェ大学及び北京外国語大学日本学研究センターと学術交流協定を締結した○[国際日本文化研究センター]海外 (エジプト､韓国､中国､フランス､イタリア)においてシンポジウム及び日本研究会を実施するとともに､国内でのシンポジウム､研究会等に海外の日本研究者を積極的に招へいした○[総合地球環境学研究所]18年度について､フランスのLaFondationMaisondesSciencesdel'tIome､パキスタンパンジャブ大学､ザンビア農業協力省農業研究所との間で研究協力に関する覚書等を取り交わし､研究者の交流等を行った.[国立民族学博物館]順益台湾原住民博物館と協定を締結し､台湾原住民族の現代的動態に閑わる調査と学術交流を推進した.ペルーの国立サン.マルコス大学との協定に基づき､考古学調査と学術交流を推進した.フランスのLaFondationMaisondesSciencesdel' HoTnmeとの協定に基づき研究者の派遣､国際シンポジウム開催準備を進めた○
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l 教育研究等の質の向上の1､況標d等に関する目標

(2) 共同利用等に関する

中 研究者コミュニティとの連携の下に共同研究の基盤の整備を図り､かつ国際的な研究コラボレーション体制の実現を目指して､共同利用の実施体制の充

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【48】 【48】(∋ ｢教育研究評議会｣｢経営協議会｣及び各機関に置かれる｢運営会議｣における意見を引き続き積極的に取り入れるo 教育研究評議会を3回､経営協議会を3回開催したo教育研究評議会においては､中期目標､中期計画､年度計画のうち､教育研究の質の向上に関する事(丑研究者コミュニティ及び大学 .

研究機関等の意 項を中心として審議し､概算要求などに意見を反映させた○なお､研究者コミ

兄を共同利用に ユニティ等の意見をより取り入れ易い体制とするため､教育研究評議会の評議

反映させるよう 貞構成を変更し､18年度から､これまでの機構内評議員枠2名を外部評議員

努める○ 枠に振り替え､評議員20名中7名を外部評議員とした○また､経営協議会においては､中期目標､中期計画､年度計画のうち､業務運営の改善及び効率化､財務内容の改善に関する事項を中心として審議し､概算要求などに意見を反映させた○[国立歴史民俗博物館]運営会議の専門委員会 ｢教員候補者選考委員会｣において､今後の人事のあり方について検討を進めた○また､運営会議の専門委員会として､館外の有識者を加えた ｢共同研究委員会｣及び ｢資料収集委員会｣を設置し､共同研究のテーマ設定､資料収集方針の策定等に研究者コミュニティ等の意見を積極的に反映させた○[国文学研究資料館]今後､原本の収集を拡充する必要があるのではないか､~との意見に基づき,館として特色あるコレクションを形成し､広く普及利用を図ってゆく方針を確認し､貴重な原本を購入し蔵書の充実を図ったoまた､研究者コミュニティの要望に応え､遠隔地利用者へのサービス強化のため､紙焼写真本 .図書貸出限度冊数を拡大し､個人による直接の複写申込が可能であることなど､広報の徹底に努めた○[国立民族学博物館]運営会議の意見を積極的に採り入れる体制の下で､共同利用委員会を3回,人事委員会を4回開催した○

← 髄 -
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【49】 【49】 各機関の所持するデータベースのうち,80個のデータベースに対して､②全国の大学 .釈 ②各機関のデータベースの網羅的検索システムを構築するた

究機関等並びに めの情報環境の創出に努める○ 総合的検索を可能にするメタデータの貼り付けを行うとともに､追加情報を

研究者に対し､ 加える等して､データベースの高次化を図った○また､本機構版ダブリンコ

各機関の所蔵資 ア .メタデータのマッピング規則及びデータベース .ダブリンコア規則を定

料の利用を促進する体制及びそのための設備を整備する○ め､公表した.

【49-ア】国立歴史民俗博物館においては､館蔵資料に関する 館蔵資料に関する資料画像のデジタル化を進め､即日閲覧に供する資料を槽

閲覧システムの迅速化 .画像のデジタル化と即日閲覧の充実に努め､研究者等への情報提供をより一層推進する○ 加させた○

【49-イ】国文学研究資料館においては､情報事業センターを 引き続き､機構の資源共有化事業と連動したデータベースの整備を行うとと

中心に､所蔵資料の調査収集から利用に至る事業のより効率的な運営を図るとともに､本機構内他機関と協力し､国文学研究資料館の情報資源環境を整備する○ もに､人材的側面からも支援した○

【49-ウ】日本研究資源情報の高度かつ柔軟な利用環境の整備 国際日本文化研究センターにおいては､日本研究資源汎用化システムの研究

を目的に､日本研究資源汎用化システムの研究.開発に取 ･開発に必要となる情報機器環境の整備を目的に,既存情報システムの総合的

り組み､日文研所蔵資料及び研究成果情報の利用促進を図 な見直しを段階的に実施するとともに､日文研所蔵資料及び研究成果情報の利

る○ 用促進に適切な機能と環境作りのための方策を実施したO

【49-エ】国立民族学博物館においては､所蔵資料に関する情･国立情報学研究所が提供しているCiNii(NⅠⅠ論文情報ナビゲータ)

報提供にかかる情報環境の整備 .改善を図る○ に館研尭成果物収録論文の書誌情報を遡及入力し､利用促進を図った0･民博図書室が所蔵するチベット語資料約1,100点､エスペラント語資料約560点の遡及入力を実施し､情報提供の改善及び利用促進を図った〇･所蔵資料の利用に関する闘い合せに対応するため｢民族学資料共同利用窓口｣を設置し､資料の共同利用の促進を図った〇･展示場における情報提供システムである｢ビデオテ-クシステム｣を更新し､機器の操作性を改善するとともに､運転経費の大幅削減を実現した〇･機器の老朽化に伴い,｢電子ガイドシステム｣の更新に向けて検討を開始した○

【50】 【50】 [国立歴史民俗博物館]③海外の研究者ネ (診海外の研究者ネットワークとの連携を強化し､国際的協業-

ツトワークとの の基盤整備に努める○ 歴博の研究内容に関係の深い外国人研究者 (韓国.フィンランド)を共同研

連携を強化し､ 究のメンバーに加えることや,また.外国人研究員 (韓国 .アメリカ .フラン
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[国文学研究資料館]海外の日本文学研究状況の把握のため､フランス､イギリス､イタリアの関係大学の研究者と構築したコラボレーションによるネットワークを引き続き整備し､さらに､より適切な運用方針を検討するとともに､アーカイブズ学教育の国際会議を､実行委員会を組織して主導的に推進し､研究者ネットワークの連携強化に努めた.館の研究プロジェクトに外国人研究者を加え､また外国人研究員として相へいすることによって研究連携を行った○[国際日本文化研究センター]海外 (エジプト､韓国､中国､フランス､イタリア)においてシンポジウム及び日本研究会を実施するとともに､国内でのシンポジウム､研究会等に海外の日本研究者を積極的に招へいしたO[総合地球環境学研究所]研究プロジェクトが海外研究機閑との研究協定を締結するのに合わせて､関係諸機関との間で､研究者の招へいや派遣を積極的に推進し､海外の研究者ネットワークとの連携について検討を行った○[国立民族学博物館]今まで民博と関わりのあった海外の研究者を ｢民博フェローズ｣として位置付け,研究者ネットワークを構築している○ネットワーク内の情報交換の手段として､日本から海外への情報発信及び交流促進のために､英文のニューズレターである 『MⅠNPAKtJAmthropologyNewsletter』を年2回発行している○民博フェローズとして86カ国､1,194人が登録されている○

【51】 【51】 研究員制度について､各機関が統一した取扱いを行うための関係規程 (プロ

④国内外の研究者 ④機構全体としての研究員制度を整備するとともに､各機関 ジエクト研究員規程,機関研究員規程,客員教員規程､特別客員教員規程)を

の受入れ .共同 において国内外の研究者の受け入れ .共同研究の公募 .客 整備し,18年4月から施行した○

研究の公募 .客員教員等の採用 員教員の採用等を積極的に図るo [国立歴史民俗博物館]

等を積極的に囲 客員教員10名を採用し､外国人研究員8名､外来研究員12名 (うち3名
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[総合地球環境学研究所]

国内客員教授 (5名)と国内客員助教授 (2名)を採用し､16名の外国人

研究員を受け入れた｡また､日本学術振興会特別研究員 (7名)､日本学術振

興会外国人特別研究員 (1名)､その他外来研究員 (8名)を受け入れた.

[国立民族学博物館]

国外からは外国人研究員8名を客員教授あるいは客員助教授として受け入れ
た｡さらに国外からは14名の外国人を外来研究貞として受け入れた｡
共同研究については､公募により申請のあった共同研究計画14件を採択し
た｡(共同研究課題42件のうち､館内教貞によるもの22件,客貞教員によ
るもの10件､公募によるもの10件)
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l 教育研究等の巽の向上の状況

(2) 共同寺用等用等 こ関する目標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【52】 【52】 機構ホームページに､機構の公開講演会 .シンポジウムの内容をまとめた(∋共同利用者に対 ①共同利用者に対する各種情報の提供を行うため､機構本部

する情報提供シ 及び各機関のホームページを充実させると同時に､出版 . 冊子 『人間文化』を掲載して､広く社会に向け情報発信を行った○また､機

ステムの構築, 研究集会等を通しての双方向的な情報や成果の共有､共同 構ホームページについ.て､共同利用者を対象とするよう見直しを進めたo[国立歴史民俗博物館]出版.研究集会等を通しての双 利用に関する積極的な情報公開等を進める○

方向的な情報や ホームページの全面的リニューアルを行い､研究者情報 .研究成果及び共

成果の共有､共 同研究等の情報の随時更新を行い発信した○

同利用に関する また､シンポジウム等各種関連情報を発信し､情報の提供に努めたo

積極的な情報公 国立歴史民俗博物館研究報告 .企画展示図録 .国立歴史民俗博物館年報等

閲等を進める○ を刊行し､共同研究等の成果､個人の研究情報を発信した｡シンポジウム､研究集会等を開催し､内外の研究者と交流し､研究成果の共有を進めた○[国文学研究資料館]ホームページを通じて､講演会.シンポジウム､展示､セミナー .研修等の催し物の案内について随時更新を行い､情報の提供に努めた○また､国文学研究資料館で行っている研究の紹介､研究報告､紀要等出版物の情報及び図書館の利用案内等を掲載し､各種情報の提供を行った〇･｢国文学研究資料館ニューズ｣を刊行し､情報公開を進めた.･シンポジウム及び国際集会等を開催し､研究成果の共有に努めた○[国際日本文化研究センター]日文研ホームページにおいては､研究活動柵で教員の最新研究活動状況､外国人研究員受入時の研究者情報紹介等を随時更新し情報公開を進めた○また､催し物案内欄での学術講演会,公開講演会､日文研フォーラム､一般公開等の各行事の随時案内や参加受付､-データベース欄での日文研成果物『日本研究､JAPANREVⅠEW､フォーラム』誌発行に併せた電子化データの提
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供､日文研案内欄での教貞 .外国人研究員等の募集案内などを行い､ホームページの更新頻度を上げて､最新情報を提供し充実させたoさらに,国内外の研究者に日本文化の研究成果を公募し,これらを 『日本研究』『JAPANREVⅠEW』-紀要として出版し,広く国内外の日本研究機関等に配布し､情報発信に努めた｡[総合地球環境学研究所]ホームページを通じて､講演会､シンポジウム､セミナー等の案内について随時更新を行い､情報の提供に努めた○また､各研究プロジェクトの紹介､研究成果の報告､出版物の案内等を掲載し､各種情報の提供を行った○[国立民族学博物館]ホームページ.年報等専門部会において､モバイルサイトを立ち上げた○さらに､文化人類学 .民族学関連機関情報の提供を拡大するため､海外の民族学博物館のリンク集を作成した勺研究事業全般に関わる情報を提供する ｢研究年報2005｣を刊行した○

【53】 【53】 [国立歴史民俗博物館]

めの施設設備の 施設の利用状況調査及び改善を行うため､調査報告を経て施設委員会で利

充実を図る○ 用変更を了承し,共同利用研究室､外来研究員墓､機関研究員室などを確保した.[国文学研究資料館]

棟において共同利用者のための施設設備の充実を図るo(イ)総合地球環境学研究所においては､17年12月に竣工 立川移転事業の総合研究棟の計画において､新たに共同利用者のための､ビデオルームや休憩室のスペースを捻出した○[国際日本文化研究センター]外国人研究員や共同研究員が宿泊する日文研ハウスにおけるインターネット利用環境の整備を行った.[総合地球環境学研究所]

した新研究施設の18年度からの本格的な運用開始に際 電波環境不備による携帯電話利用の不便を解消するため,基地局設備の新
し､共同研究者の利用促進のために施設設備を充実するO規設置を行った○

【54】 【54】 [国文学研究資料館](卦大学.研究機関等 ③大学 .研究機関等と連携した人間文化に関わるデータベース

と連携したデータ 構築､マルチメディア対応の検索システムと独自のコラボレ 東京大学史料編纂所,京都大学､国立情報学研究所等との間で､引き続き

ベースの構築､研 -シヨン.システムの構築について準備を進め､学術研究の 資漉共有化のためのシステム開発を行い､実験を終えた.
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人間文化研究棟構

J 教育研究等の賞の向上の状況

(3) 教育に関する目標

中那目標 各機関の充実した研究環境を活かして､総合研究大学院大学等との緊密な連携 .協力を通して､研究と一体となった特色のある教育を実施する○

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【55】 【55】(∋国立歴史民俗博物館､国文学研究資料館､国際日本文化研(∋国立歴史民俗博

物館､国文学研 究センター及び国立民族学博物館においては､本機構と総

究資料館､国際日 合研究大学院大学との協定に基づき､同大学院博士課程教

本文化研究セン 青を､各機関の基盤的研究と一体的に以下のとおり協力.

夕-及び国立民族学博物館においては総合研究大学院大学との協定に基づき､同大学院博士課程教育を､充実した研究環境を_活かして､各機関の基盤的研究と一体的に以下のと潜り協力 .実施する○ 実施する○

【55-7】 【55-ア】国立歴史民俗博物館においては､大学院教育のより 1)教育カリキュラムの改正に基づき､18年度から集中講義 .基礎演習をカ
国立歴史民俗博 一層の充実を図る○

物館における日 1)17年度の教育カリキュラムの改正に基づき､その
本歴史研究専攻 実施を図るo リキユラムの一つとして実施したo

2)日本歴史研究専攻の紹介のために､ホームページの 2)ホームページ上に､｢専攻の人材育成目的｣｢専攻の教育方針｣｢アドミツ
充実に努めるとともに公開講演会を継続的に開催す シヨン.ポリシー｣を掲載することで､日本歴史研究専攻紹介の充実を図

る○ るとともに､学術講演会を開催し､その成果を 『歴史研究の最前線』7.8として刊行した○
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究資料館におけ て､原典資料を活用した先進的な日本文学研究の教育研究 千葉大学との学生交流協定に基づき大学院生を受け入れ､研究指導を行った○

る日本文学研究 を進め,.人材を育成する○同時に他専攻､他大学の学生の

専攻 受け入れなど､幅広い教育研究を行う○

【55-ウ】国際日本 【55-ウ】国際日本文化研究センターにおいては､国際日本研 国際日本研究専攻の院生を､総合研究大学院大学文化科学研究科が実施した

文化研究センタ 究専攻として､本センタ｣が主催する国際研究集会並びに ｢イニシアティブ事業｣の一環として､本センターが主催した海外シンポジウ

一における国際 海外シンポジウムにおいて､研究発表の機会を与えるため ム (エジプト.カイロ大学)に派遣､意見交換会に出席させた○また､フラン

日本研究専攻 の検討を開始する○ ス日本研究学会シンポジウムにおいて発表の機会を与えた○

【55-エ】国立民族 【55-ヱ】国立民族学博物館においては､地域文化学専攻及び 関西4大学との学術交流協定による単位互換制度により関西4大学の学生の
学博物館におけ 比較文化学専攻において､より充実した教育 .研究指導を 履修登録を受け付けている○共通科目講義に ｢博物館人類学の最前線-表象の

る地域文化学専 行う○また､展示場における研究の成果を大学の授業等に 詩学と政治学｣を行うなど､文化人類学 (民族学)と博物館 .美術館との密接

攻及び比較文化学専攻 活用するo な関係を歴史的に検証し､新たな博物館の可能性を探った○

【56】 【56】 [国立歴史民俗博物館]

②他大学所属の大 (診他大学所属の大学院生を特別共同利用研究員として積極的 国.私立の2大学院から5名､韓国の大学院から1名の合計6名の特別共同

学院生を特別共 に受け入れ,専門的研究指導を行うなど,総合研究大学院 利用研究員を受け入れ､担当教員が個別に専門的研究指導を行った○[国文学研究資料館]同利用研究員として積極的に受 大学以外の大学院教育に協力するC

け入れ､専門的 国 .私立の7大学院から11名の特別共同利用研究員を受け入れ､担当教負

研究指導を行うなど､総合研究大学院大学以外 が個別に専門的研究指導を行ったO[国際日本文化研究センター]

の大学院教育に 国 .私立の7大学院から7名の特別共同利用研究員を受け入れ,担当教員が

協力する○ 個別に専門的指導を行ったQ

【56-7】総合地球環境学研究所においては､総合研究大学院 [総合地球環境学研究所]
大学を含めた大学院生を特別共同利用研究員として積極的 国立大学法人の3大学院から4名の特別共同利用研究員を受け入れ､担当教
,に受け入れ専門的研究指導を行う○ 員が個別に専門的研究指導を行った○

【56-イ】国立民族学博物館においては､総合研究大学院大学 [国立民族学博物館]
文化科学研究科地域文化学専攻 .比較文化学専攻の授業の 特別共同利用研究員として11名 (国立大学6名-.公立大学1名 .私立大学
うち､特別共同利用研究員の聴講可能なものを引き続き増 4名)を受け入れ指導を行った.
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l 教育研究等の賞の向上の状況

(3) 教育に関する目標

② 人材育成に関する目標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【57】 【57】 [国立歴史民俗博物館]①各機関におい (∋各機関において､共同研究等を組織する際､競争的外部資金

て､共同研究等 の活用等により､積極的に国内外の若手研究者の参加を促進 文部科学省科学研究費補助金 (学術創成研究費)により若手研究者4名を受

を組織する際､競争的外部資金の活用等によ する○ け入れた○[国文学研究資料館]

り､積極的国内外の若手研究者 科学研究費補助金による共同研究に､若手研究者の協力 .参加を進めた○

の参加を促進す [国際日本文イヒ研究センター]

る｡ 外部資金を活用して､若手研究者10名を研究支援者として採用し､若手研究者の共同研究等への参加を促進したo[総合地球環境学研究所]競争的外部資金により延べ5名の研究員を受け入れ若手研究者の共同研究等への参加を促進したo[国立民族学博物館]共同研究の公募にあたり､若手研究者に参画の機会を提供している○併せてウェブサイト等を通じて､関係学会､コンソーシアム等に対して情報を公開することにより､若手研究者の参加を促進したoまた､共同研究の構成員として､大学院学生 (博士後期課程在籍相当以上)及び日本学術振興会特別研究員に参加資格を与えている.

【58】 【58】 [国立歴史民俗博物館]
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て､若手研究者 サーチ .アシスタントを採用し､人材の育成を積極的に図る○ 資料論的研究､歴史資料研究における年代測定の活用法に関する総合的研究,

育成の観点から 移民史の比較研究などの各研究プロジェクトに参加させた.

適切な商域にリサーチ .アシス [国文学研究資料館]

タントを採用し､人材の育成 12名のリサーチ .アシスタントを採用し､各研究プロジェクトに参加させたO

を積極的に図るo [国際日本文化研究センター]若手研究者を育成するため､.海外における日本研究動向調査及び民間信仰資料分析の研究プロジェクトに研究補助者として､3名のリサーチ .アシスタントを採用したo[総合地球環境学研究所]各研究プロジェクトにおいて､リサーチ .アシスタント11名の若手研究者を採用し,若手研究者育成の観点から人材の育成に努めた○[国立民族学博物館]研究戦略センターのプロジェクト ｢文化人類学の研究動向と学術的､社会的ニーズに関する調査の構築に関する研究｣と文化資源研究センターのプロジェクト ｢民族学アーカイブズの構築に向けての基礎作業｣の2つのプロジェクトに15名 (延べ16名)のリサーチ .アシスタントを採用し､若手研究者の育成に努めた.

【59】 【59】

(卦各機関それぞれ ③各機関それぞれにおいて､人材養成のための以下の措置を

において,人材養成のための以下の措置を実施するo 実施する○

【59-ア】 国立歴 【69-ア】国立歴史民俗博物館においては､若手研究者の養成 機関研究員5名､リサーチ .アシスタント16名､その他特別共同利用研

おいては､日本 特別共同利用研究員､外来研究員などを各種研究プロジエ 研究指導を行った○

の歴史と文化に クトに参加させ､日本歴史を学際的に研究し得る人材の養
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な広い視野から

アプローチし得

る人材を養成す

るC

(イ)国文学研究資
料館において

は､原典資料の

分析に基づいた

総合的日本文学

研究を行うこと

によって､膨大

な典籍資料を的

確に駆使しつつ

新たな課題に応

えることのでき

る優れた人材を

養成する.

【59-ウ】国際日本
文化研究センタ

ーにおいては､

関係機関と連携

しながら日本研

究に関わる海外

の大学院におけ

る教育及び研究

指導への協力を

行う｡

【59-エ】聡合地球

環境学研究所に

おいては,｢研

究プロジェク

ト｣等の共同研

究を通じて､地

【59-イ】国文学研究資料館においては､共同研究及び資料の調
査収集に若手研究者を参加させ､人材育成を促進する｡

【59-り】国際日本文化研究センターにおいては､研究プロジェ
クトに機関研究員やリサーチ ･アシスタントを採用し日本文

化に関する国際的･学際的な総合研究を担う人材の育成を図

る｡また､外務省､国際交流基金と連携し､海外の若手研究

者の育成や日本研究関係学科の創設等に関する助言 ･指導を

行う｡

の若手を､リサーチ･アシスタントやプロジェクト研究員等

として積極的に雇用し,人材育成を図る｡また､プロジェ

クト研究のメンバーとして登用して研究者ネットワークへの

参加を促すよう配慮する｡

関研究員4名及び若手研究者を参加させた｡

研究プロジェクトに3名の機関研究員､3名のリサーチ
用した｡

また､若手を含む海外からの研究者に対し､研究発表の場を提供するため･

年11回の日文研フォーラムを開催した.さらに､海外 (今年度は韓国 ･イタ

リア･フランス)の日本研究関係機関に対し､日本研究の現状と今後の課題等

について意見交換を行うとともに､さらなる発展のための助言を行った｡

ェクト研究員61名､機関研究員3名､産学官連携研究員1名､リサーチ ･ア

シスタント11名の若手研究者を採用し､研究プロジェクトメンバー及び研究

補助者として参加させ､若手研究者の活躍に場を広げた｡
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球環境学及び関連研究分野の人材養成を行うとともに,研究者の流動性を 促進する体制の充実を図る○

【59-オ】国立民族 【59-オ】国立民族学博物館においては､機関研究員､共同研 外来研究員50名 (うち外国人14名)､機関研究員5名,特別共同利用研

学博物館におい 究員､特別共同利用研究員､外来研究員及びリサーチ .ア 究貞11名､日本学術振興会特別研究員 (PD)として6名 (うち外国人1名),

ては､共同研究 シスタントの諸制度を活用し､文化人類学 嘩 族学)とそ 日本学術振興会特別研究員 (総合研究大学院大学DC2)3名を受け入れた○

等を通じて､文 の隣接分野の人材養成に資する○ 共同研究に正規に参加する共同研究員として､大学院博士後期課程在籍者2

化人類学.民族 8名 (共同研究員の総数は570名)が共同研究を行った○

学及びその関連 研究戦略センターのプロジェクト ｢文化人類学の研究動向と学術的､社会的

分野における人 ニーズに関する胡査の構築に関する研究｣と文化資源研究センターのプロジエ

材養成に資す ケト ｢民族学アーカイブズの構築に向けての基礎作業｣の2つのプロジェクト
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l 教育研究等の賃の向上の状況

(4) その他の目標

中 ①研究成果や研究資料 .学術情報の公開に努め､知的財産の管理 .活用等を図り､広範な社会の知的基盤の形成に貢献することを目指すC

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【60】 【60】(∋公開講演会 .展示 .ホームページや出版等の多様な活動を ○公開講演会 .シンポジウム実行委員会を設置し､年2回の公開講演会 .シン(丑公開講演会 .展

示 .ホームペ- 通じて,研究成果を社会へ普及させるとともに,社会との ポジウムを開催したoシンポジウム報告として広報誌 ｢人間文化｣を年2回

ジや出版等の多 連携を積極的に推進する○ 刊行し､社会に向けて研究成果の発信と普及を図った○

様な活動を通じ 人間文化研究機構の設置の意義とその活動を公開.普及さ ○企画連携室会議の下に連携展示ワーキンググル｢プを設置し､連携展示のあ

て､研究成果を せることを目的として､引き続きホームページを充実し､ .り方を検討し､連携研究の成果に基づき国文研で開催する連携展示を､歴博
社会へ普及させ 公開講演会 .シンポジウムや出版等を積極的に推進する○ と民博で巡回できるか検討した○

るとともに､社 公開講演会 .シンポジウムは､大学等の諸機関と共催して ○機構ホームページをリニューアルし､各機関の最新情報を掲載した.

会との連携を積 実施する○ ○広報 .社会連携委員会の下に論壇人間文化編集部会を設置し､『論壇 人間文

極的に推進する○各機関それぞれの特性を踏まえて社会連携のための以下の措置を実施する○ 化』Vo1.1を発刊した○引き続きVo1.2の発刊に向けた作業を進めた○

【60-ア】国立歴史 【60-ア】国立歴史民俗博物館においては､ 1).3件の企画展示及び4件の特別企画､1件の研究速報展示を実施した○(前民俗博物館にお 1)研究成果を,総合展示のリニューアル .企画展示等

いては､研究括 として表象化して社会に還元 .普及を引き続き図る02)日本の歴史と文化の先端研究の現状を理解してもら 掲 【41-ア】2)を参照)

勤の広報事業に ･第3展示室総合展示リニューアルオープンに向けての諸作業を実施した○

関しては,日本の歴史と文化を (前掲 【39-ア】3)を参照)

一般に周知する 2).歴博フォーラム ｢日本の神々と祭り-神社とは何か?-｣(4月)など6

｢歴博講演会｣､ うため､歴博フォーラム .講演会 .れきはくプロム 回実施した○また､新たに歴博映像フォーラム ｢現代の葬送儀礼｣(2月)
企画展等に閑 ナ｣ド展示などの広報 .普及活動を引き続き推進す を実施した○

連したテーマを る｡ ･歴博講演会を計12回開催した勺.
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人間文化研究棟構
の研究成果を一

般に公開する

｢歴博フォーラ

ム｣等の推進を

図り､展示事業

に関しては､研

究成果を広く一

般に公開する常
設の総合展示､

一定のテーマに

よって構成され

た企画展示､館

蔵資料を中心と

した特別企画､

新収資料展示等

を行い､地方公

共団体や各種民

間団体等の関連

機関と連携して

国内巡回展示を

行う｡匡l際交流

に関しては国際

交流委員会を設
けて､海外の諸

機関等との学術

交流を促進し､

海外の関連機関

と連携して展示

活動の推進にも

努めるC

3)総合展示リニューアルに伴い､見学プログラムを充

実し､フロアースタッフの改革と対応ボランティア

の導入に向け､検討を開始する｡

4)外国語の解説シート､見学プログラムを作成し､ガ

イドレシーバーの充実に向け,検討を開始する｡

5)プレス ･リリースの充実と､民間のノウハウの導入

による広報の充実を図る｡

6)国際交流委員会のもとで計画的に国際学術交流を図
るO

･歴博探検を計12回開催した｡

･くらしの植物苑観察会を計7回開催した.
･2件のれきはくプロムナード展示を実施した｡(前項 【41-7】3)を参照)
･全国生涯学習フェスティバル (まなびピア茨城)(10月)において､紹
介展示を行った｡

3)総合展示リニューアルに伴い､見学プログラムを充実し､フロアースタッ

フの改革と対応ボランティアの導入に向け､引き続き検討している0

なお､フロアースタッフについては､改革のための研修を1月より開始し

た｡

4)外国語の解説シート､見学プログラムを作成し､ガイドレシーバーの充実

に向け､検討した｡

5).プレス･リリースを計6回配布したO

･刊行物の送付先等を整理･し､より効率的な広報のあり方について検討した｡

･｢大学のための歴博利用の手引き｣を12月に作成 ･送付した｡

6)国際交流委員会が支援する以下の事業を行った｡

･国際シンポジウム ｢地域社会の生産と経済-中国少数民族地帯の過去､現

在,未来-｣(9月)｡総研大特定教育研究経費の支援｡参加者 :外国8人､
国内11人

･国際研究集会 ｢歴史展示のなかのジェンダー｣(10月)｡機構連携研究 ｢ユ
ーラシアと日本 :交流と表象｣との共催｡参加者 :外国3人､国内30人

･国際研究集会 ｢中世の土地支配文書に関する日英比較｣(11月)｡熊本大

学科研グループ (代表 ･.鶴島博和)との共催｡参加者 :外国4人,国内1
2人

･国際研究集会 ｢日韓古墳時代の年代観｣を開催 (11月)｡協定機関であ

る韓国国立釜山大学校博物館との共催｡参加者 :外国21人,国内140
人

･国際研究集会 ｢韓国の民俗学 ･日本の民俗学Ⅲ-1｣(10月)｡参加者 :

韓国7人､歴博5人
･国際シンポジウム ｢古代アジアの青銅器文化と社会一起源 ･年代 ･系譜 ･

流通 ･儀礼-｣(12月)｡参加者 :外国10人､国内126人
･国際研究集会 ｢資料に表れた武士 ･騎士のイメージ｣(12月)｡機構連携
研究 ｢武士関係資料の総合化｣との共催｡参加者 :外国6人､国内21人
･国際研究集会 ｢韓国の民俗学 ･日本の民俗学Ⅲ-2｣(12月)韓国国立
民俗博物館で開催｡参加者 :韓国5人､歴博12人
･国際シンポジウム ｢日韓比較建築文化史の構築一宮殿 ･寺院 ･民秦-｣(1

2月).基盤研究 ｢東アジア比較建築文化史｣との共催｡参加者 :外国6
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人間文化研究機構
人､国内42人

･国際研究集会 ｢戦争体験の記憶と語り｣(2月)｡日本学術振興会国際研究

集会事業,本部国際連携協力促進経費の支援｡参加者 :外国6人､国内2
2人

究資料館におい

ては､日本固有

の書籍文化への

理解,及び海外

における書籍文

化との共通性 ･

異質性に対する

認識を普及させ

るために､資料

保存機関等との

協力を進め､種

々の講演会 ･セ

ミナー ･展示を

実施し､社会の

幅広い層に対応

する活動を行う
とともに､イン

ターネットによ

る資料 ･情報の

公開を進める｡

【60-ウ】国際日本
文化研究センタ
ーにおいては､

国際社会とりわ

け海外の日本研

究者や日本在住

の外国人日本研

究者への研究協

九 産業界や地

方自治体等との

研究協力･連携

活動､研究成果

1)日本文学の普及を図るため､特定のテーマについて､
第-線で活躍している研究者による連続講演を開催

する｡

2)E]本文学研究の最新の動向を広く一般に紹介し普及
を図るためシンポジウム等を開催する｡

3)日本文学の普及を図ることを目的として当館及び他
機関所蔵の貴重な資料を展示する｡

4)広報の充実を図るため､プレス･リリース及び広報

に関する懇談会の実施を検討する｡

【60-り】国際日本文化研究センターにおいては､
1)外国人研究者の研究発表機会の提供及び一般市民と

の交流を目的として､日文研フォーラム(年11回)､

イブニングセミナー及び木曜セミナー (年11回)

を開催する｡

2)研究成果の一般社会への提供として､学術講演会 (午

4回)及び公開講演会を開催する｡

1)9月から11月に国文学研究資料館において,｢王朝物語山脈の眺望｣とい
うテーマで､連続講演を5回開催した｡

2)5月に国文学研究資料館において､春季特別展 ｢｢みたて｣と ｢やつし｣-
浮世絵 ･歌舞伎 ･文芸-｣と連動し,シンポジウム ｢表現としての ｢やつ

し｣と ｢みたて｣｣を開催したo
また､10月に国文学研究資料館において､秋季特別展 ｢仮名垣魯文宙
覧会｣と連動し､シンポジウム ｢江戸から明治へー仮名垣魯文を中心とし

て-｣を開催した｡

8月に国文学研究資料館において､子ども見学デーを開催した｡

3)春季特別展 ｢｢みたて｣と ｢やつし｣一浮世絵 ･歌舞伎 ･文芸一｣及び秋季

特別展 ｢仮名垣魯文百覧会｣を開催し､館及び他機関所蔵の資料を展示し

た｡

通常展示 ｢和書のさまざま一書誌学入門-｣を開催した (4月)｡

4)広報委員会において､｢広報に関する懇談会｣の実施について検討を行った.

1)来日中の外国人研究者の日本語による研究発表及び一般市民との交流の場

を京都市内に提供し､11回のフォーラムを実施した｡また､研究者間の
発表の場として､年10回の木曜セミナー及び英語による研究発表の場と

して､年10回のイブニングセミナーを開催した｡
さらに､日本に在住の外国人研究者を招き､日本研究上の諸問題等をテー

マに日本在住外国人シンポジウムを開催した｡

2)教員による研究成果の発表と日本研究の普及を目的に講演会を実施した｡

･第37回学術講演会 (日文研講堂)
｢フルピエールの丘から-リヨンの学校文化とフランスの思考表現

スタイルー｣
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人間文化研究機構

3)一般公開として施設を公開し､研究資料の紹介や所
蔵の貴重図書 ･写真等を公開する.(年1回)

4)教貞が小学校へ出向き､児童に分かりやすい内容で

学問の一端を紹介する授業を行う｡(年1回(8コマ))

5)地域と連携し,文化芸術活動などの事業等を実施す
る｡

6)特別講演会を実施する｡

7)一般社会への研究成果の提供及び専門分野の職員へ

の研錯情報の提供を目的として､文化資料研究企画

室シンポジウム (年2回)を開催する｡

｢島台について-場の日本文化-｣

･第38回学術講演会 (E]文研講堂)

｢選挙に行った朝鮮人一戦前の在日朝鮮人と参政権-｣

｢忘年会は世界にあるか｣

･第39回学術講演会 (日文研講堂)

｢『近代キリスト教』の日本受容-その一考察-｣

｢舟木本 『洛中洛外図』に見る四百年前の京都-その絵師は何を見

つめ､何を描きとめたか-｣
･第16回東京講演会 (有楽町朝日ホール)

｢日本文化を考える｣

･第29回国際研究集会公開講演会 (日文研講堂)
｢韓流の思想的意味-プレモダン,モダン､ポストモダンの越境-｣
｢朝鮮通信使と燕行使一文化の発信者と転信者として-｣

3)一般公開事業として､次のとおり実施した｡

･日文研所蔵資料の展示 ｢江戸の人が描いた世界と日本一海野文庫よ

り-｣
･日文研所蔵資料のデータベース等の構築状況及び今後の企画につい

て紹介を行ったC

･講演会 ｢日本のデモクラシー :その問題点を探る｣

･専任教員による日文研内の案内
･ミニシンポジウム ｢アジアから見た日本のイメージ｣

4)選任教員7名が隣接する桂坂小学校5,6年生を対象に授業を行った｡

5)地域の小学校PTA主催の音楽コンサート ｢カザラッカコンサート｣に会
場提供､照明､音響機器の使用指導等協力した｡

6)特別講演会として､｢21世紀世界における日本文明の役割り｣をテーマに
シンポジウムを開催した｡(19年3月)

7)文化資料研究企画室シンポジウムを3回開催した｡うち1回は､国際研究
集会と文化賓料研究企画室シンポジウムとの共催で行った｡

･第1回 ｢プランゲ文庫の現状と課題｣(18年6月)講師 :坂口英子

(メリーランド大学)

･第2回 ｢占領と映画 :CIE映画に見る民主化教育｣(18年7月)
講師 :合庭 惇 (日文研)

･第3回 ｢米国の対外情報政策とCIE映画｣(19年3月)講師 :Pe
nnyYonEschen(ミシガン大学)
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【60-ヱ】総合地球
環境学研究所に
おいては､｢地

球研フォーラ

ム｣等の公開講

演会､展示､ホ

ームページや出

版等を通じて､

社会との多様な

連携を図るO

【60-エ】総合地球環境学研究所においては､
1)研究成果の公開を目的として､地球研フォーラム､

地球研セミナー､市民セミナーを開催する｡また､

地方公共団体との共催により､当該地域住民を対象

とした地球研地域セミナーを随時開催するo

2)マス ･コミとの懇談会を定期的に開催し,研究所の
存在､研究内容､活動状況等の広報に資する｡

3)ホームページの充実を図るとともに『要覧2006』
の刊行と研究年報､研究者総覧､自己点検 ･評価資

料となる 『年報2005』を刊行する｡

4)地球環境学に関する国際シンポジウムの場を利用し
て､海外の研究者コミュニティへのアピールに努め
る｡

5)同時に､17年12月に竣工した新研究施設の展示
スペースにおいて､地域住民や近隣小中高校からの

見学者を積極的に受け入れ,地球研の考える環境問

題の捉え方や研究内容を紹介する｡

1)地球研主催の集会等として､

第5回地球研フォーラム (1
第24回地球研セミナー (1
第25回地球研セミナー (1
第26回地球研セミナー (1
第12回地球研市民セミナー
第 13回地球研市民セミナー
第 14回地球研市民セミナー
第15回地球研市民セミナー
第16回地球研市民セミナー
第17回地球研市民セミナー

以下のフォーラム及びセミナーを開催した0

8年7月)
8年5月)
8年8月)
9年1月)
(18年4月)

(18年6月)
(18年9月)
(18年10月)
(18年12月)
(19年3月)

また､地球研の研究成果を社会に還元することを目的に､日本各地におい

て開催する地域セミナーについては､18年9月に鹿児島市内で ｢鹿児島の
火山と人と食 :鹿児島を語る!｣をテーマにパネル形式によるセミナーを行

った｡

2)マスコミとの懇談会を18年9月及び19年3月に開催し､研究所の存在､
研究内容､活動状況の広報を行った｡

3)ホームページについては､利用者が興味のある研究テーマから,その研究
テーマに関連する研究プロジェクトを検索できるよう､マトリックスのキ

ーワード検索機能を新たに追加し､利用者に対する利便性を向上させた｡

また､｢要覧2006｣及び ｢年報2005｣の刊行を行い､｢年報200
5｣については,研究プロジェクト及び研究員の増加に伴い､本年度から
和文と英文を別冊にして刊行した｡

4)第 Ⅰ期5年間の5つの研究プロジェクトによる研究成果を､横断的にまと
めて一般の方にも分かり易く発信するため､｢水と人間生活｣をテーマに,
第 1回国際シンポジウム並びに公開講演会を18年11月6-8日に国立
京都国際会館にて開催した｡また､これと前後して､11月2日には水問
題に関するサテライト･ワークショップを､11月9､11､12日には
水と人間に関する多様なテーマについてのサテライト･シンポジウムを研

究所にて開催した｡

5)地元の自治連合会や住民､その他団体に対し､研究施設のエントランスホ

ールをはじめとする施設見学の受け入れを十数回実施し､地球研の考える

環境問題の捉え方や研究内容を紹介した｡
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【60-オ】国立民族
学博物館におい

ては､公開講演

会,国際シンポ

ジウム､公開フ

ォーラム､常設

展示及び企画展

示の開催などの

展示活動､研究

公演,出版､ホ

ームページ､国

内外の博物館ネ

ットワークの形
成と活用など､

研究活動と社会

との連携を 進

める多様な活動

を展開する｡

【60-才】国立民族学博物館においては､
1)展示活動の充実を図るとともに､常設展示場の改編

を進める｡

2)巡回展 ･共催展を複数回開催するほか､次年度以降
の計画立案のため国内外博物館との調整を行う｡

3)国内外の主要な博物館 ･美術館との機能的な連携を

目指した国内･国際ネットワーク形成を図る｡

4)社会と連携した博物館活動の一環として､ボランテ
ィアや各種学習団体 ･教育機関と連携して普及活動

を推進する0

5)研究成果を広く一般に公開するため学術講演会など

を実施し､また､パフォーマンスや映像などは研究

公演 ･映画会として広く公開する.

1)･特別展として､｢みんぱくキッズワールド｣､｢更紗今昔物語 -ジャワか

ら世界へ-｣､｢聖地 ･巡礼 一日分探しの旅へ-｣を開催した｡
･企画展として､｢さわる文字､さわる世界-触文化が創りだすユニバーサ

ル ･ミュージアム｣､｢世界のおくりもの こどもとおとなをつなぐもの｣､

｢みんぱく昆虫館｣､｢東京外国語大学アジア･アフリカ言語文化研究所

墓漕資料展｣､｢第1回みんぱく図書室所蔵貴重図書展示会 17I18

世紀の博物誌｣､｢雲の上で暮らす -アンデス･ヒマラヤ ･チベットー｣

を開催した｡

･常設展示場改編の基本構想を取りまとめるとともに､イントロダクション

展示の改編を実施した｡

2)｢巡回展アラビアンナイト大博覧会 (岡崎市美術博物館)｣､｢巡回展世界大
圃呂敷展 (名古屋市博物館)｣､｢巡回展マンダラ展-チベット ネ/ト ルの
仏たち-｣を実施したほか､19年度の巡回展 ｢インド サリーの世界｣

の準備を実施した｡

3)民博を中心とした新しいミュージアム ･ネットワークの構築に向けた準備
の一環として,17年度に立ち上げた ｢ミュージアム論｣､｢異文化交流論｣､
｢ミュージアム危機管理安全対策｣のプロジェクト研究会を引き続き運営

した｡

4)ボランティアB]体であるみんぱくミュージアムパートナーズの活動範囲を
拡大するとともに､博学連携分野としては学習教材 ｢みんばっく｣の充実

を図りながら､複数の教育機関と連携した活動を展開した｡

5)機関研究や共同研究による研究成果を広く一般に公開するため､特に現代

的な課題を設定し､公開講演会 ｢多文化共生を考える-オーストラリアの

現場から-｣を10月に､日本経済新聞社との共催で東京の目潅ホールに
て開催した｡また､同様の主旨で公開講演会 ｢日本で暮らす一移民の知恵

と括カー｣を3月に毎日新聞社との共催で大阪のオーバルホールにて開催
した｡

上記講演会に合わせて､参加者全員にアンケートを実施し､研究課題に関

する社会的要請の情報を収集した｡

以下の研究公演を4回行った｡
｢ホワイト･カカトウ来日公演一オーストラリア･ア-ネムランドの音楽

と美術｣(18年6月)
｢ファッション･ショー :アフリカンプリントの世界｣(18年9月)
｢天空のつばさ～南タイの伝統芸能 ノーラー｣(18年10月)

｢いま,よみがえる南米のバロック音楽｣(18年11月)
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6)研究の成果は､各種出版物はもとより､ホームペ- ･｢みんぱく映画会｣を4回開催した.一般社会人及び学生を対象に､他に上映される機会の少ない民族学 .文化人類学に関する貴重な映像資料などを､研究者の解説を加えて上映した0-18年度上映作品は次のとおりである○｢サヨンの鐘｣上映会､総合研究大学院大学文化科学研究科映像作品上映会 ｢新次元の世紀｣､｢信州の木地師｣､｢サン.ジャックへの道｣･『みんぱくゼミナール』を年12回開催した○毎月第3土曜日に､一般社会人及び学生を対象として､最近の研究成果を分かり易く講演した○特別展示開催期間中には､関連テーマを重点的に取り上げるなど､新鮮な講演内容とした○6)研究の成果について､｢民博通信｣､｢AfinpakuNewsLetter｣､｢月刊みんぱ

ジなどを活用し､迅速かつ広範に広報する○ く｣を発行して広報を行ったOまた､ホームペ-ジや ｢みんぱくe-news｣などを活用し､迅速かつ広範に広報を行った○

7)広報及び社会連携活動の一環として､全国生涯学習 7)生涯学習フェスティバル ｢まなびピアいばらき2006｣に参加し､展示

フェスティバルに出展する○ 晶等を通して研究活動と博物館事業を近隣地域に紹介し､広報普及事業を実施した○

8)地域の芸術文化の振興を推進するための事業に関係 8)地域の芸術文化の振興を推進するための事業に関係機関と一体になって､

機関と一体となって参画する○ ｢ミュージアムぐるっとパス .関西2006｣への参画を行った○

【61】 【61】

②各教育 .研究機 (診各教育 .研究機関､地方自治体等の専門職員の研修を実

閑､地方自治体等の専門職員の研修を実施 .協.力するo 施 .協力する○

【6トア】国立歴史民俗博物館においては､地域社 【61-ア】国立歴史民俗博物館においては､ _ユ1)歴史民俗資料館等において,歴史資料 .考古資料 . 1)展示方法など実際的カリキュラムに基づいて ｢歴史民俗資料館等専門職員

会における日本 民俗資料等の保存活用を担当する者に対し､専門知 研修会｣(11月)を文化庁とともに実施した○(2年計画の2年目)2)｢先生のための歴博講座｣(7月)､｢佐倉市教職員夏季研修会｣(8月)を実

の歴史と文化の 識と技能の向上を目的とした ｢歴史民俗資料館等専

研究基盤の向上 門職員研修会｣を文化庁とともに実施する○研修は

を目指し､各種 1期2年制で､本年は2年目の研修を実施する○
博物館､地方自 2)展示を学校教育､生涯教育などで活用するために､学
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【61-イ】国文学研 【611】国文学研究資料館においては､次のとおり研修を実 1)全国の図書館司書を対象に国立国会図書館との共催で開催した (1月)02)文書館職員､大学教職員､大学院生等を対象に国文学研究資料館で長期コ

究資料館におい 施する.

ては､日本文学 1)日本古典籍講習会

及び原典資料に 図書館司書を対象に古典籍に関する専門知識や取扱

係る研究に閑 方法､目録及びデータベース化の方法等についての

し,資料保存機関等と協力し,専門職員を対象 講習会を開催する02)アーカイブズ.カレッジ
とした研修を行 多様な史資料を取扱う専門的人材を養成するため､ -ス (7月～9月)､岡山衛生会館ほかで短期コース (1~1月)を開催したo
う○ 長期コース､短期コースをそれぞれ開催する○

【6トウ】国立民族 【61-ウ】国立民族学博物館においては､独立行政法人国際協 4月から7月まで､独立行政法人国際協力機構からの委託事業として､｢博物
学博物館におい 力機構からの委託事業として､世界各国のキュレーターを 館学集中コース｣を企画 .運営した018年度は9カ国 (ボツワナ､中毒人民
ては､国際援助 対象とした ｢博物館学集中コース｣を継続し､滋賀県立琵 共和国､コロンビア､エリトリア､イラン､ペルー,タイ,トルコ､ザンビア)

機関等諸団体と 琶湖博物館との連携をもとに､円滑な運営を図る○ から10名を外国人受託研修員として受け入れた勺同コースは､博物館の運営
連携して研修を に必要な収集 .整理 .研究 .展示 .保存に関する実践的技術を磨き､博物館を

実施する○ 通して､途上国の文化の振興に積極的に貢献できる人材の育成を目的として実施している.同コースの受講者を中心として､博物館事情と博物館の可能性を考えるための公開フォーラム ｢世界の博物館2006｣(6月)を開催した○

【62】 【62】 外国の研究機関との関係の構築を図り､外国人招へい､研究者の海外派遣を(参諸外国の研究機 ③諸外国の研究機関等との関係の構築を図り､外国人招へい､

関等との関係の 研究者の海外派遣を進めるとともに､国際研究集会 .国際 進めるとともに国際研究集会 .シンポジウムの開催やそれへの研究者の参加を

構築を図り､外 シンポジウムの開催やそれへの研究者の参加を積極的に支 積極的に支援した○

国人研究者の招 援する体制を促進する○＼ 国際研究集会としては､｢戦争体験の記憶と語り｣(19年2月:歴博)､｢国

へい､研究者の 際的相関的共同研究のありかとゆくえ｣(19年3月:国文研),｢戦後日本の
海外派遣を進め 民主化とCⅠE映画｣(19年3月 :日文研),｢モンゴル国における社会主義

るとともに､国 的近代化｣(19年2月 :民博)､｢中国における少数民族の文化資源の形状と
際研究集会 .国 現状｣(19年2月:民博),に対する支援を行った.また,共同研究設定のた
際シンポジウム め､国文研の研究者を漸江工商大学に派遣したC

の開催やそれへ 機構の ｢人間文化研究総合推進事業｣においては､上記の支援と並行して､

の研究者の参加を積極的に支援する体制を促進 機構としての国際連携協力の方策の検討に着手した○【62-7】国立歴史民俗博物館においては､外国人研究員を招 外国人研究者を延べ77人招へいし､延べ110人の職員 (非常勤10人含

する○ へいし､学術研究の推進を図るとともに国際研究集会などを積極的に開催する○ む)を海外へ派遣した.

【62-イ】 国文学研究資料館においては､1)外国人研究者を招へいし､学術研究の推進を図る○ 1)バリ第7大学東洋言語学部助教授を招へいし､共同研究を行ったo
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を目的として､国際日本文学研究集会を開催する○ 象と表現｣をテーマに開催した○ポスターセッション等において多数の若

特に､外国人若手研究者の育成に重点を置く03)海外諸機関との学術交流協定の締結を促進し､積極 手研究者が研究発表した○グランキューブ大阪において､国際日本文学共同研究集会 ｢国際的相関研究のありかとゆくえ｣を大阪大学と共催したoコレージュ.ド.フランスにおいて､日仏共同シンポジウム ｢境界を越える日本文学研究｣を開催した○3)フィレンツェ大学､北京外国語大学日本学研究センター､ライデン大学文学

野に研究活動等の国際化を進める○ 部との間に学術交流協定を締結した○

【62-ウ】国際日本文化研究センターにおいては､海外研究交 1)第29回国際研究集会 ｢前近代における東アジア三国の文化交流と表象｣､
流室において日本研究の情事別文集 .分析のあり方及び国際 第30回国際研究集会 ｢日本の朝鮮 .台湾支配と植民地官僚｣及び第31

研究集会 .国際シンポジウムの開催やそれへの研究者の参 回国際研究集会 ｢東アジアにおける学芸史の総合的研究の継続的発展のた

加を積極的に支援する体制を促進する○ めに｣等を日文研において開催し､内外の研究者を招へいした○また､海

また､海外の著名な日本研究者を招き､海外研究交流の 外では､エジプト,韓国､中国､フランス及びイタリアにおいて国際シン

運営に対する助言 .評価を求める○ ポジウムを実施した02)海外交流室顧問を置き､海外研究交流室の運営に対する指導 .助言及び評
価を求めた.

【62-エ】総合地球環境学研究所においては､1)研究プロジェクトが海外研究機関との研究協定を締 1)研究プロジェクトにおける海外研究機関との研究協定による共同研究を促

結するとともに､関係諸機関との間で､研究者の招 進し,海外研究機関から研究者を79人招へいし､述べ144人の所内研
へいや派遣を積極的に推進するoまた､国際研究集 究者及び述べ375人の所外研究者を海外に派遣した○また､国際シンポ

会や国際シンポジウムの開催を支援する02)外国人研究員を,研究プロジェクトのコア.メンバ ジウムを実施し､プロジェクト主催のサテライト.シンポジウム ｢世界遺~産と水｣､｢水管理｣､｢塩と水｣を支援した02)プロジェクトのコア.メンバーとして招へい外国人研究者15名を受け入
-とし､共同研究を行うはか,研究所の運営方針に れ共同研究を行ったoまた､研究プロジェクト評価委員会委員6名を招へ
ついての意見を求めるo いした○

【62-オ】国立民族学博物館においては､フランス .人間科学 順益台湾原住民博物館と協定を締結し､台湾原住民族の現代的動態に閑わる
研究所及びへルー国立サン.マルコス大学と学術交流に関 調査と学術交流を推進している○

する合意書に基づいて､研究交流や研究協力の具体的な実 ペルーの国立サン.マルコス大学との協定に基づき､考古学調査と学術交流

施を図る○ を推進している○フランスのLaFondationMaisondesSciencesdel'Hommeとの協定に基づき研究者の派遣､国際シンポジウム開催準備を進めたo

【63】 【63】 国際連携協力の方策の検討に着手し､欧州の研究振興機関の調査を行うとと④関連諸機関との ④国際学術機関との研究協力及び国際交流基金等の関連諸機

連携を通じて, 閑との連携を通じて,学補的.技術的支援を進める国際頁 もに,英国の芸術､人文リサーチ .カウンシル (AHRC)から研究部長と国
学術的 .技術的 献のための体制を検討するo 際担当上級プログラムマネージャーを招へいし､両機構間の研究協力の協議を
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体制を検討す [国立歴史民俗博物館]

る○ 新規に韓国国立中央博物館と学術研究交流協定を締結するとともに､韓国国立民俗博物館と国際研究集会を相互に開催したほか､研究者の交流を通して今後の体制基盤を強固なものとするための協議を行った○[国文学研究資料館]国際交流基金等が受け入れた海外の日本文学研究者との懇談会を7回開催し､海外における日本文学の研究動向などについて意見交換を行った[総合地球環境学研究所]総合地球環境学研究所においては､共同研究の相手機閑はもとより国際学術機関等 (UNESCO,TUBⅠTAK,ⅠHDP,FMSH)や (独)国際交流基金との連携協力を通じて､学術的な国際貢献ができるようネットワークを拡大した○[国立民族学博物館]独立行政法人国際協力機構からの委託事業として､｢博物館学集中コース｣を .企画 .運営した○

【64】 【64】⑤大学共同利用機関知的財産本部と連携し,知的財産の管理 大学共同利用機関知的財産本部整備事業の参加機関として､知的財産本部主⑤知的財産共有セ

ン夕- (他の大 ･活用等に努める○ 催の会議において､知的財産の活用方法等について､他の大学共同利用機開法

学共同利用機関 人との意見交換を行うとともに､人間文化研究機構知的財産管理室会議を開催

法人との連合組 (計2回)して､｢知的財産セミナー｣の開催計画を立案､データベース台帳
織)と連携し､ の更新､著作物取扱規程を制定するとともに､知的財産本部整備事業終了後の

知的財産の管理 知的財産管理体制について検討を行ったoまた､上記の ｢知的財産セミナー｣

･活用等に努め の開催計画に基づき､19年2月に ｢知的財産セミナー-著作物等の取扱い-｣
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lJ 教育研究等の賃の向上の状況に関する特記事項

21世紀における人類の最も重要で緊急の課題である､地球における人類

の存続と､世界における人間の共生にかかる諸問題の解決の鍵は ｢文化｣に

あるとの発想に基づき､人間文化研究の新たな商域の策定に向けて､従来の

枠組みを超えて先端的･国際的な研究を､機構内外の大学 ･研究機関との連

携と協力のもとに展開した｡

1)機構を構成する5機関が培ってきた研究基盤と成果を有機的に結び付け､

さらに高次の研究に発展させるため､機構外の研究者にも開かれた ｢連携

研究｣を実施した｡｢日本とユーラシアの交流に関する総合的研究｣に関す
る研究テーマのもとに3件､｢文化資源の高度活用｣に関する研究テーマの

もとに8件の研究を本格的に行った｡

機構の連携研究は､機構を構成する機関に既に蓄積のある､あるいは実

績を期待できる研究を､機関を超えて繋ぎ､それを相補的に組み合わせる

ことによって新しい視座を開拓し､かつ､高度化させることを目的とする

協業的研究である｡この連携研究を機構外の研究者にもオープンにし､研

究の実を上げるとともに､本機構の共同利用性を一層高めることも重要な

日的となっている (具体的研究題目リスト:年度計画 【38】)｡

このような研究を適切､かつ､効率的に行うため､外部有識者5名が参

加した連携研究委員会で､連携研究のあり方の検討と厳正な審査を行って

いる0

2)共同研究成果等を展示公開できる場を持つ機関の特徴的機能を活用し､

複数機関の共同研究や連携研究の成果を合同で展示する ｢連携展示｣の効
果的な実施体制を検討し､19年度連携展示の準備を行った｡

17年度に開催した連携研究 ｢うたのちから｣の一環として開催した,

国立歴史民俗博物館 ･国文学研究資料館共同フォーラムの記録及びその後

の研究成果をまとめた 『和歌と貴族の世界 うたのちから』を刊行した｡

また､総括と反省を基として,連携展示の考え方を整理し､連携研究 ｢文

化資源の高度活用｣の一環である ｢『日本実業史博物館』資料の高度活用｣

の研究成果の一部を国文学研究資料館において ｢幻の博物館の "舵"｣とし

て展示公開することとし,その準備を行った 【38】｡

3)機構内外の人間文化に関する研究資源を有効に活用するため､検索システ
ムを主軸とする情報環境の構築を目指して､前年度に着手した ｢人文研究資

源共有化システム｣(ハードウエア･ソフトウエア)についての検討結果に

基づき､3システム (集中型システム､分散型システム､時空間データ検索

･解析システム)(仮称)の統合による総合検索システムの仕様を決定､そ

の基本部分について調達 ･導入した｡それとともに､検索を可能にするメタ

データの添付と有効な情報の追加 ･補充を行った｡また､ここで用いたメタ

データ規則を ｢nihuメタデータ規則｣として公開した 【45】【49】｡

4)我が国にとって学術的､社会的に重要な意義を有する地域について､関係
大学 ･機関と協力して地域研究を推進するため､機構本部に ｢地域研究推進

委員会｣及び ｢地域研究推進センター｣を設置し､以下のとおり ｢地域研究

推進事業｣を開始した 【42】｡

①地域研究推進委員会が対象地域ごとに策定する ｢地域研究推進事業基本計

画｣に基づき､関係大学 ･機関と協力して研究拠点を共同設置し､ネット

ワークを構築して､研究を総合的に推進する方式をとることを決定した｡

② ｢イスラーム地域｣及び ｢現代中国｣を対象地域に選定,まず､｢イスラ

ーム地域｣について､早稲田大学 ｢現代イスラーム地域研究センター｣な

ど5研究拠点を､5大学 ･機関と協力して共同設置し､同センターを中心

にネットワークを構築して研究に着手した｡

③次いで ｢現代中国｣について研究体制の構築を進め､機構の総合地球環境

学研究所を含む6大学 ･機関に研究拠点を設置する方向で,準備を進めた｡

5)機構長が主宰し､役員､研究者及び有識者で構成する ｢人間文化研究総合

推進検討委員会｣において､人間文化に関する新たな研究推進の方向､推進

すべき領域､課題及びそのための研究体制の構築などにつき､基礎的調査と

検討を行った｡また､より効率的な議論を行うため､検討部会を設置するこ

ととし､その準備を行った 【40】0

6)機構の公開講演会 ･シンポジウムとして､｢人はなぜ花を愛でるのか?｣
(5月:京都)及び ｢人は､どんな手紙を書いたか-近代日本とコミュニケ

ーションー｣(9月:東京)を開催した 【29】【60】｡
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7)国際連携協力の方策の検討に着手し､欧州の研究振興機関の調査を行う

とともに､英国の芸術 ･人文リサーチ ･カウンシル (AHRC)から､研

究部長と国際担当上級プログラムマネージャーを招へいし,両機構間の研

究協力の協議を行った 【63】｡

共同利用

1,共同研究を推進するために､各機関は多様な研究運営戦略をもとに敦育

研究の巽の向上を進めた｡

○国立歴史民俗博物館では､運営会議の専門委員会として館外有識者を加え

た ｢共同研究委員会｣､｢資料収集委員会｣を設置し､共同研究のテーマ設

定､資料収集方針策定にあたり､外部意見を積極的に取り入れ､共同利用

の充実に努めた (研究者コミュニティの意見の取り入れ)【5】【27-1】【48】｡

○国立歴史民俗博物館では､博物館という形態をもつ大学共同利用機関とし

ての特徴を最大限に活かし､資料の収集､共同研究,展示を有機的に連鎖

させた研究を推進するという方向性を示した報告書をまとめた (博物館型

研究統合の提唱)【42-7】｡

○国文学研究資料館では､長年培ってきた原本資料の調査収集の成果を基盤

として､研究者コミュニティの協力を得て体系的に行う基幹研究 ｢文学資

源の総合研究｣を開始し､調査収集と連動した共同研究の体制を整えた(研

究者コミュニティと連携した研究体制の整備)【39-イ】o

O国際日本文化研究センターでは､海外研究交流顧問の評価を実施し,研究

の質を向上させた (外部評価の実態化)【62-ウ】｡
○総合地球環境学研究所では,_一般研究､予備研究､本研究を含む研究プロ

ジェクトを所内及び外部評価委員による審査を通じて実施したC本年度に

最初に終了した5本のプロジェクトが事後評価を受け､十分な成果を達成

したと評価された (プロジェクト方式の成果)【39-エ】｡

○国立民族学博物館では､機関研究 ｢日本における応用人類学の展開のため

の基礎的研究｣を推進する中で､異分野との共同研究として日本熱帯医苧

会､日本国際保健医療学会との合同シンポジウム､社会における人類学の

貢献を発信する市民フォーラム､北欧研究者を含む国際シンポジウム等を

開催し､共同研究の多面的な質の向上に努めた (機関研究の多面にわたる

質の向上)【39-才】｡

2.人同文化研究機横内の各機関の共同利用の形態 ･機能
1)学術資料 ･情報の組絵的調査 ･研究､収集､整理､提供

学術資料の収集から研究､整理､提供に至る事業として､特筆すべき点を

挙げる｡

○国立歴史民俗博物館では､門外不出の 『正倉院文書』の複製､近世の工匠

関係資料である ｢禁裏寺社建築雛形｣や中世陶磁器コレクションなどを城

集した 【44-7】｡
○国文学研究資料館では,日本で唯一の古典籍の総合日録である 『日本古典

籍総合目録』の作成を4半世紀にわたり進めてきたが､約100万件のデ

ータからなるその成果の公開を達成した｡また､国文学研究資料館で受け

入れた中村真一郎旧蔵資料の詳細な解説書を刊行した 【41-イ】【44-イ】｡

○国際日本文化研究センターでは,近世初期に強烈な日本像の情報を西洋に

もたらす契機となった 『天正遣欧使節ローマ法王接見記』や 『リンスホ-

テン学会17世紀オランダ旅行記集』を収集し,今後の研究と公開の大き
な布石とした 【39-ウ】｡

○国立民族学博物館では､『千一夜物語』資料を共同研究により分析した成

果を特別展示で公開したのに続き､論文集をロンドン･タウリス社から出

版した｡本刊行物は､その高い研究水準からキャサリン･プリッグス民俗

学賞優秀賞を受賞した｡

以上のような特筆すべき資料の収集 ･研究､成果の発信と提供以外にも､

各研究機関において､資料収集と研究を結合し､成果を発信する事業が着

実に推進され全体として､他の大学や研究機関にはない大きな成果を蓄積

し､全国の共同利用に資する可能性を拡大した｡

2)重要研究課題を対象とする共同研究の推進

○機構における共同利用は､多様な課題群の共同研究を中核とする｡この中

には､各機関の設置目的に沿った課題を対象とする共同研究をはじめとし

て,重要な研究課題をもとにした共同研究を推進した､たとえば､国立歴

史民俗博物館における､戦争をテーマに､近現代日本の20世紀的特質を

解明した基幹研究 ｢20世紀に関する総合的研究｣【39-7】､国際日本文化

研究センターにおける､日本文化の歴史的な評価に関わる ｢日本の朝鮮 ･

台湾支配と植民地官僚｣に関する内外の研究者による共同研究,総合地球

環境学研究所における､水の過不足､地下水の枯渇など､水をめぐる地球

環境問題とその解決に向けた研究､国立民族学博物館における､現代の重

要課題である災害人類学的研究､熱帯医学や国際保健医療に関する医療人

類学的研究を含む機関研究などがある 【39】O
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災害､医療,戦争,環境など､近現代の日本や世界の中での人間文化の意

味を探るうえでの最重要課題を対象としたものであり､こうした研究は人間

文化の総合的な共同研究として大きな役割を果たすことが明らかとなった｡

○自然科学と人文 ･社会科学の分野を融合ないし統合した共同研究として､放

射性炭素同位体による年代測定法を用いる研究対象をこれまでの弥生時代か

ら中近世の歴史的建造物や文書 .紙資料に拡大し､編年研究を深化させた研
究 (国立歴史民俗博物館)【39-7】､仮想水 (バーチャル ･ウォーター)を想

定した世界における水収支の予測に関する研究がある (総合地球環境学研究

所)【39-エ】｡

さらに､共同研究の成果発信を積極的に推進するために､収集 ･研究の成

果を展示､出版と連動させ,統合型のモデル事業として成功させた｡これら

には､特別企画 ｢佐倉連隊にみる戦争の時代｣の展示 (国立歴史民俗博物館)

【39-7】【41-7】､｢近世文学の表現技法 (見立て ･やつし)の総合研究｣｢開
化期戯作の社会史研究｣に関する共同研究と展示 (国文学研究資料館)

【41-イ】などの例がある｡

3)国の内外の大学 ･研究稔開 ･研究者との研究協力 ･交流の促進

各機関は,国の内外の大学 ･研究機関 ･研究者との研究協力 ･交流を促進

するため､積極的かつ多面的な事業を展開した｡国際研究集会やシンポジウ

ムの開催､国内外の大学 ･研究機関との研究協定の締結や連携した事業の実

施､研究者の受入 ･派遣を通じたネットワーク形成などが､例として挙げら
れる｡

○国立歴史民俗博物館､国文学研究資料館では､日本文化研究の推進のために､

韓国国立民俗博物館､フィレンツェ大学等との研究協定に基づいた事業を通

して､E]本文化研究の世界的なネットワーク形成を進めた 【60-7】【63】｡

○国文学研究資料館では,｢第30回国際日本文学研究集会｣を開催し【62-イ】､
また､｢第2回アジア太平洋アーカイブズ学教育国際会議｣を主導的に推進､
総合地球環境学研究所では､｢水と人間生活｣に関する国際シンポジウムを

開催するなど､国内外との研究交流を促進した 【39-エ】【50】【60-エ】｡

○匡卜際日本文化研究センターでは､カイロ大学文学部と海外シンポジウムを共

催するとともに海外における日本研究の基盤を整備した｡さらに､イタリア､

フランス,韓国､中国において日本研究に関する国際シンポジウムを開催し､

研究交流を促進した 【39-ウ】【47】o

O国際日本文化研究センター､総合地球環境学研究所では､海外における日本

研究者や環境研究者による外部評価を実施し､研究交流と研究活動を連携さ

せる取組みを推進した 【27-2】【42-エ】O

○国立民族学博物館では､東京外国語大学アジア･アフリカ言語文化研究所と

ともに ｢墓潜資料展｣を開催し､今後の研究成果発信の新しいモデルを提示

した 【41-オ】｡

4)大学院教育等人材養成への協力

○総合研究大学院大学文化科学研究科に設置された､国際日本研究専攻､日本

文学研究専攻､日本歴史研究専攻､地域文化学専攻､比較文化学専攻の教育

を行うとともに､他の大学に所属する学生を特別共同利用研究員として受け

入れ､研究指導を実施した 【55-ア】｡さらに､これらの学生を共同研究､国

際研究集会,競争的資金による研究へと参画させ､人材養成への協力を積極

的に実施した 【56】｡注目すべき人材養成の成果として､総合研究大学院大

学比較文化学専攻 (国立民族学博物館に設置)の院生が制作した民族誌映画

がエストニアのパルヌ国際ドキュメンタリー人類学映画祭でドキュメンタリ

ー最優秀賞を受賞した点を挙げることができる 【56-ウ】｡

3.社会連携
各機関は共同研究の成果を､様々な企画の展示､公開講演会､出版物､新聞､

ホームページ等の多様な媒体を通じて広く発信し､研究の社会還元を図る試み

を推進したc

O近世期の鉄砲伝来についての通説をくつがえす､伝来の時期や経緯に関する

新しい研究成果を展示公開し､また､第二次大戦の記憶を､佐倉連隊を事例

として研究し､その成果を展示として公開した (国立歴史民俗博物館)【41-

7】｡触覚を媒介とする新しい企画展示 ｢さわる文字,さわる世界一触文化が

創りだすユニバーサル ･ミュージアム｣を開催した (国立民族学博物館)

【41-オ】｡

○公開シンポジウムや研究集会を開催し､その成果を出版物として刊行する事

業として､人間文化研究機構のシンポジウム ｢人はなぜ花を愛でるのか?｣､

歴博フォーラム,歴博講演会等の開催 (国立歴史民俗博物館)【60-ア】､地球

研フォーラム ｢森はだれのものか?｣(総合地球環境学研究所)【29-エ】【60-

エ】､学術講演会 (国際日本文化研究センター､国立民族学博物館)などを実

施した｡また､博物館,資料館職員を対象とする歴史民俗資料館等専門職員

研修 (国立歴史民俗博物館)【61-ア】､全国の図書館､文書館等の専門職員を

対象とする日本古典籍 ･アーカイブズ学の講習会 (国文学研究資料館)【61-

イ】などを開催して､多面的な社会発信を推進した｡
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 耕

1 短期借入金の限度額 1 短期借入金の限度額 該当なし

29億円2 想定される理由運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費として､借り入れすることも想定されるo 29億円

Ⅵ 口 の 口､

中 XFl計 画 年 産 計 画 支社

決算において剰余金が発生した場合は､ 決算において剰余金が発生した場合は､教育研究, 剰余金のうち目的積立金 (施設設備等整備積立金)99百万円か
教育研究､社会との連携､国際交流､施 社会との連携,国際交流､施設整備等に充当する○ ら19百万円を取り崩し､万博記念公園における排水設備分流化整
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Ⅵl そ の 他 1 施 設 ･設備 に関する計画

中 期 計 画

(注1)金額については見込みであり､中期目標を達成するた

めに必要な業務の実施状況等を勘案した施設 ･設備の

整備や老朽度合等を勘案した施設 ･設備の改修等が追

加されることもある｡

(注2)小規模改修について17年度以降は16年度同額として

試算している｡

なお､各事業年度の施設設備費補助金については事業の

進展等により所要額の変動が予想されるため､具体的な

額については,各事業年度の予算編成過程等に決定され

る｡

○ 計画の実施状 況等

立川 団地関連施設整備事業

(立川)総合研究棟 Ⅰは,全体 計画通 り仕上 に着手 してお り､19年度は工事 を完成す る予定である｡
(立川)総合研究棟 Ⅱは､全体計画通 り軸 Ⅱに着手 してお り､19年度は引き続き､仕上げ Ⅰ､Ⅱに着手す る予定で ある｡
アスベス ト対策事業

国文学研究資料館及び国立 民族学博物館 にお いて､アスベス ト除去処理 を実施 した｡

小規模改修

営繕事業 については､屋外 防水改修等 を実施 した｡
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中期 計 画 年 度 計 画 * *

(丑 研究目的に即した柔軟な教員の確保を図るた 研究目的に即した柔軟な教員の確保を図るため､任 ｢Ⅰ 業務運営 .財務内容等の状況 (1)業務運

め､任期制や公募制の活用など､研究者の交流､期制や公募制の活用など､研究者の交流､流動化を図 営の改善及び効率化｣のp18-p21を参照

流動化を図るO② 大学等の人事交流や研修を積極的に実施し､人事の活性化､職務の向上を図るとともに専門性 るo(参考1)18年度の常勤職員数の見込みを379人

をもつた職員の採用 .育成 .交流を積極的に実 また､任期付職員数の見込みを46人とする.

施し,知識 .技能の継承 .発展に努めるo (参考2)平成18年度の人件費総額見込み 5,808百
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